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第７期小田原市障がい福祉計画・第３期 

小田原市障がい児福祉計画（素案）について 

 

１ 概 要 

(1) 計画の法的根拠と趣旨 

ア 法的根拠 

「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以

下「障害者総合支援法」という。）」第 88 条第１項の規定による「市町

村障害福祉計画」、「児童福祉法」第 33 条の 20 第１項の規定による「市

町村障害児福祉計画」を一体的に定めるものです。 

  イ 趣 旨 

障害福祉サービス等の提供体制の確保及び円滑な実施に関する事項

を定めます。 

(2) 計画の性格 

「第４期小田原市地域福祉計画」などの上位計画との整合性を有し、「第

３期おだわら障がい者基本計画」における施策の基本的な方向を踏まえた

上で、一体的に取り組みます。 

(3) 計画の期間 

令和６年度（2024 年度）から令和 11 年度（2029 年度）まで（６年間） 

(4) 計画の基本理念・基本目標 

ア 基本理念 

    「地域共生社会の実現」 

    ３つの柱「生きがいを持ってつながり合う地域づくり」、「自立する力

を育むサービス提供体制」及び「自己決定を支える多角的な相談支援」

を軸とした取組を通じて、障がい福祉の充実を図るとともに、「持続可

能な障がい福祉」を実現していきます。 
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イ 基本目標 

基本理念と障害者総合支援法及び児童福祉法の趣旨を踏まえて、基

本目標を次のように定めます。 

①  生きがいを持ってつながり合う地域づくり 

基本目標１ 障がい種別によらない一元的な障害福祉サービスの実施 

     基本目標２ 社会参加を支える取組 

②  自立する力を育むサービス提供体制 

基本目標３ 入所施設等から地域生活への移行の推進 

基本目標４ 福祉施設から一般就労への移行の推進 

基本目標５ 障がい児の健やかな育成のための支援 

基本目標６ 特別な支援が必要な障がい者・児に対する支援体制の整備 

③  自己決定を支える多角的な相談支援 

基本目標７ 包括的な相談支援体制の構築 

基本目標８ 障がい福祉人材の確保・定着 

(5) 令和 11 年度（2029 年度）の目標、数値の設定 

８つの基本目標の実現に向けて、次に掲げる項目について、計画期間の

最終年度（令和 11 年度（2029 年度））に達成するべき目標、数値を設定

します。 

 ※ただし、国の基本指針に指定のあるものは、令和８年度を目標年度とし

て設定します。 

①   福祉施設入所者の地域生活への移行 

②   精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

③   福祉施設から一般就労への移行等 

④   障がい児支援の提供体制の整備 

⑤   地域における相談支援体制の充実 

⑥   障害福祉サービス等の質を向上させる取組 
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(6) 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の見込量及び見込量確保の

ための方策、地域生活支援事業の実施に関する事項 

国の基本指針に基づき、計画期間内の目標値を設定、各種サービス等の

令和 11 年度までの見込量及び見込量確保のための方策を記載します。 

(7) 計画の達成状況の点検及び評価 

   サービス見込量や数値目標の達成状況等は、「小田原市・箱根町・真鶴

町・湯河原町地域障害者自立支援協議会（１市３町で共同設置。以下「地

域障害者自立支援協議会」という。）」に報告し、点検・評価等を受けます。 

 

２ 策定の経過及び今後の予定 

時 期 項 目 

令和５年 11 月 20 日 
地域障害者自立支援協議会で、計画（素案）につい

て検討（会議開催） 

令和６年１月 15 日 

～令和６年２月 13 日 
パブリックコメントの実施 

令和６年２月１日 計画（素案）について厚生文教常任委員会に報告 

令和６年２月８日 
障がい者団体連絡会議で、計画（素案）について説

明（会議開催） 

令和６年３月 
地域障害者自立支援協議会で、市民意見の募集結果

等を反映した計画（案）について説明（会議開催） 

令和６年３月 県知事に対して、計画（案）に対する意見照会 

令和６年３月 計画策定 
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３ 小田原市・箱根町・真鶴町・湯河原町地域障害者自立支援協議会委員 

番号 所属機関名 職 名 委員名 

１ ほうあんホッと相談カフェ 所長 大水 健晴 

２ 相談支援センターういず 所長 近  文子 

３ 公益財団法人積善会 曽我病院 計画相談管理者 本杉 康行 

４ 
神奈川県知的障害福祉協会県西地区施設長会
（竹の子学園） 

副施設長 佐藤 光夫 

５ 小田原市障害者地域事業所連絡会 相談支援専門員 佐々木宏美 

６ 
県西地区ソーシャルワーカー実務研究協議会

（小田原市立病院地域医療連携室） 
副代表 一藤木延子 

７ 小田原公共職業安定所 統括職業指導官 渡辺 和広 

８ 障害者支援センター ぽけっと 所長 恩蔵 幸一 

９ 小田原市肢体障害者福祉会 会長 甘粕  明 

10 小田原市手をつなぐ育成会 会長 村松いづみ 

11 小田原地区精神保健福祉会 梅の会 役員 力石 絹子 

12 湯河原町真鶴町肢体不自由児者父母の会 代表 牧野 正子 

13 神奈川県立小田原支援学校 校長 廣瀬 忠明 

14 社会福祉法人 小田原市社会福祉協議会 常務理事 ◎柏木 武彦 

15 社会福祉法人 箱根町社会福祉協議会 事務局長 小川 拓哉 

16 社会福祉法人 真鶴町社会福祉協議会 
常務理事兼事務
局長 

青木 幸夫 

17 社会福祉法人 湯河原町社会福祉協議会 事務局長 露木  豪 

18 神奈川県小田原保健福祉事務所 保健福祉部長 ○渡邉 直行 

19 神奈川県小田原児童相談所 子ども相談課長 林  亮子 

20 小田原市 障がい福祉課長 竹縄 謙史 

21 箱根町 福祉課長 鈴木 宗久 

22 真鶴町 福祉課長 卜部 直也 

23 湯河原町 社会福祉課長 小澤  忍 

◎：会長 ○：副会長  （敬称略） 
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 第１章  計画策定の背景・趣旨等  

 

１  計 画 策 定 の 背 景  

「障害 者の 日常生 活 及び社 会生 活を総 合 的に支 援す るため の 法律 (以 下「 障

害者総 合支 援法」 と いう。 )」は 、こ れ まで度 々の 改正が 行 われ、 平成 25 年

４ 月 の 改 正 法 の 施 行 で は 、 共 生 社 会 の 実 現 や 社 会 的 障 壁 の 除 去 な ど を 基 本 理

念 と す る こ と が 明 記 さ れ 、 障 害 福 祉 サ ー ビ ス も こ の 理 念 に 立 脚 し 体 系 が 形 作

られる こと となり ま した。  

また、 平成 28 年 ４ 月には、「障 害を 理 由とす る差 別の解 消 の推進 に関 する

法律（ 障害者 差別 解 消法）」及び 改正「 障 害者の 雇用 の促進 等 に関す る法 律（障

害者雇 用促 進法）」が施行 され、不当 な 差別的 取扱 いを禁 止 し、合 理的配 慮の

提 供 を 求 め る な ど 、 障 が い 者 等 に 関 わ る 共 生 社 会 の 実 現 や 社 会 的 障 壁 の 除 去

などの ため の法令 等 の整備 が進 み、そ の 推進の ため の機運 が 高まり まし た。  

神奈川 県で は、「 と もに生 きる 社会か な がわ憲 章」を 平成 28 年 10 月に制 定

し 、 決 意 を 新 た に 共 生 社 会 の 実 現 の た め の 取 組 を 進 め て お り 、 令 和 ５ 年 ４ 月

には、「 当事 者目 線 の障害 福 祉 推進条 例 ～とも に生 きる社 会 を目指 して ～」を

施 行 し 、 当 事 者 目 線 の 障 害 福 祉 に 関 す る 施 策 の 総 合 的 か つ 計 画 的 な 推 進 を 図

るとし てい ます。  

本 市 に お い て も 、 障 が い の 有 無 に か か わ ら ず 、 す べ て の 人 が お 互 い の 人 権

（ 私 た ち が 幸 福 に 暮 ら し て い く た め の 権 利 ） や 尊 厳 （ そ ん げ ん ・ そ の 人 の 人

格 を 尊 い も の と 認 め て 敬 う こ と ） を 大 切 に し 、 支 え 合 い 、 誰 も が 生 き 生 き と

し た 人 生 を 送 る こ と が で き る 社 会 を 実 現 す る 取 組 が 重 要 で あ る と 考 え て い ま

す。  

こ の 取 組 を 推 進 し て い く た め 、 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 が 計 画 的 ・ 効 果 的 に 提

供でき るよ う、「 第 ７期小 田原 市障が い 福祉 計 画」及 び「 第 ３期小 田原 市障が

い児福 祉計 画」を 策 定する もの です。  
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障 が い 者福 祉施策 の 経緯（ 障害 者自立 支 援法 施 行以 降）  

平 成 1 8 年  

 

４ 月  障 害 者 自 立 支 援 法  施 行  

 ・ サ ー ビ ス 体 系 の 再 編 (三 障 が い 一 元 化 )   

 ・ 応 益 負 担 (定 率 負 担 )制 の 導 入  

 ・ サ ー ビ ス 報 酬 の 日 額 化  

 ・ 新 た な 支 給 決 定 (障 害 程 度 区 分 等 )の 導 入  

・ 障 害 福 祉 計 画 策 定 を 市 町 村 に 義 務 付 け  

平 成 1 9 年  

 

２ 月  障 害 者 自 立 支 援 法 に 基 づ く サ ー ビ ス 体 系 へ の 円 滑 な 移 行 を 進 め

る た め の 緊 急 的 な 経 過 措 置  

 ・ 低 所 得 者 層 の 利 用 者 負 担 の 軽 減  

 ・ 事 業 者 に 対 す る 激 変 緩 和 措 置  

平 成 2 1 年  

 

1 2 月  障 が い 者 制 度 改 革 推 進 本 部 設 置  

同 本 部 に 障 が い 者 制 度 改 革 推 進 会 議 設 置  

平 成 2 2 年  

 

６ 月  「 障 害 者 制 度 改 革 の 推 進 の た め の 基 本 的 な 方 向 に つ い て 」を 閣 議

決 定  

 ・障 害 者 総 合 福 祉 法 (仮 称 )を 平 成 2 5 年 ( 2 0 1 3 年 )８ 月 ま で に 施

行 す る こ と を 目 指 す 。  

1 2 月  障 が い 者 制 度 改 革 推 進 本 部 等 に お け る 検 討 を 踏 ま え て 障 害 保 健

福 祉 施 策 を 見 直 す ま で の 間 に お い て 障 害 者 等 の 地 域 生 活 を 支 援

す る た め の 関 係 法 律 の 整 備 に 関 す る 法 律 (整 備 法 )  公 布  

 ・ 利 用 者 負 担 を 応 益 負 担 か ら 応 能 負 担 へ  

・ 障 害 者 の 範 囲 の 見 直 し  

(発 達 障 害 者 及 び 高 次 脳 機 能 障 害 者 に つ い て 明 記 )  

 ・ サ ー ビ ス 等 利 用 計 画 作 成 対 象 者 の 拡 大  

・ 同 行 援 護 を 追 加  

平 成 2 3 年  

 

８ 月  改 正 障 害 者 基 本 法  施 行  

 ・ 目 的 規 定 の 見 直 し (共 生 社 会 の 実 現 ・ 社 会 的 障 壁 の 除 去 等 )  

 ・ 障 害 者 の 定 義 の 見 直 し (障 害 及 び 社 会 的 障 壁 に よ り 継 続 的 に

日 常 生 活 、 社 会 生 活 に 相 当 な 制 限 を 受 け る 状 態 に あ る も の )  

 ・ 差 別 の 禁 止 、 合 理 的 配 慮 の 提 供  

平 成 2 5 年  

 

４ 月  障 害 者 自 立 支 援 法 が 改 正 さ れ 、障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を

総 合 的 に 支 援 す る た め の 法 律 (障 害 者 総 合 支 援 法 )と し て 施 行  

 ・ 基 本 理 念 を 創 設 (共 生 社 会 の 実 現 、 社 会 的 障 壁 の 除 去 等 )  

 ・ 障 害 者 の 範 囲 に 難 病 を 追 加  

 ・ 障 害 程 度 区 分 を 障 害 支 援 区 分 に  

 ・ 重 度 訪 問 介 護 等 の 対 象 拡 大  
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平 成 2 6 年  

 

２ 月  障 害 者 の 権 利 に 関 す る 条 約  発 効  

平 成 2 8 年  

 

４ 月  障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る 法 律 (障 害 者 差 別 解

消 法 )  施 行  

 ・ 不 当 な 差 別 的 取 扱 い の 禁 止  

 ・ 合 理 的 配 慮 の 提 供  

７ 月  神 奈 川 県 立 津 久 井 や ま ゆ り 園 事 件  

1 0 月  神 奈 川 県 が 「 と も に 生 き る 社 会 か な が わ 憲 章 」 制 定  

平 成 3 0 年  

 

４ 月  障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す る た め の 法 律

及 び 児 童 福 祉 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律  施 行  

 ・ 自 立 生 活 援 助 、 就 労 定 着 支 援 の 創 設  

 ・ 障 害 児 福 祉 計 画 の 策 定 を 市 町 村 に 義 務 付 け  

令 和 ３ 年  

 

６ 月  障 害 を 理 由 と す る 差 別 の 解 消 の 推 進 に 関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正

す る 法 律  公 布  

・ 国 及 び 地 方 公 共 団 体 の 連 携 協 力 の 責 務 の 追 加  

・ 事 業 者 に よ る 社 会 的 障 壁 の 除 去 の 実 施 に 係 る 必 要 か つ 合 理  

的 な 配 慮 の 提 供 の 義 務 化  

・ 障 害 を 理 由 と す る 差 別 を 解 消 す る た め の 支 援 措 置 の 強 化  

医 療 的 ケ ア 児 及 び そ の 家 族 に 対 す る 支 援 に 関 す る 法 律  公 布  

・ 医 療 的 ケ ア 児 の 日 常 生 活 ・ 社 会 生 活 を 社 会 全 体 で 支 援  

・ 個 々 の 医 療 的 ケ ア 児 の 状 況 に 応 じ た 切 れ 目 な い 支 援  

・ 医 療 的 ケ ア 児 で な く な っ た 後 に も 配 慮 し た 支 援  

令 和 ４ 年  

 

1 2 月  障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す る た め の 法 律

等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律  公 布  

・ 障 害 者 等 の 地 域 生 活 の 支 援 体 制 の 充 実  

・ 障 害 者 の 多 様 な 就 労 ニ ー ズ に 対 す る 支 援  

・ 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 に つ い て の デ ー タ ベ ー ス に 関 す る 規 定  

の 整 備  

 

２  計 画 の 法 的 根 拠 と 趣 旨  

本計画 は、障 害者 総 合支援 法第 88 条第 1 項の規 定によ る「 市町村 障害 福祉

計画」、 児童 福祉 法 第 33 条の 20 第 １ 項の規 定 に よる「 市 町村障 害児 福祉計

画」を一 体的 に策定 するも ので あ り、障 害福祉 サー ビス、相 談支援、地域 生活

支 援 事 業 、 障 害 児 通 所 支 援 及 び 障 害 児 相 談 支 援 の 提 供 体 制 の 確 保 等 に 関 す る
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事項を 定め るもの で す。  

また、障害者 総合 支 援法第 88 条 第７ 項 におい て、障 害福 祉 計画は 障害 者基

本 法 に 基 づ く 市 町 村 障 害 者 計 画 、 社 会 福 祉 法 に 基 づ く 市 町 村 地 域 福 祉 計 画 と

調和が 保た れたも の でなけ れば ならな い と定め られ ていま す 。  

なお、 この 計画は 、 障害者 総合 支援法 第 88 条第 1 項及 び 児童福 祉法 第 33

条の 20 第１ 項 の 規 定に基 づき、国 が 定 めた「 障害福 祉サ ー ビス等 及び 障害児

通 所 支 援 等 の 円 滑 な 実 施 を 確 保 す る た め の 基 本 的 な 指 針 （ 以 下 「 国 の 基 本 指

針」と いう。）」に 則 して 策 定し ていま す 。  

 

３  計 画 の 性 格  

この計 画は、「お だ わら障 がい 者基本 計 画」に おける 施策 の 基本方 向を 踏ま

えた上 で、 障害福 祉 サービ ス等 に関す る 計画と して 取りま と めたも ので す。  

したが って、「 小田 原 市障が い福 祉計画」は、「おだ わら 障が い 者基本 計画 」

と一体 的に 取り組 ん でいく もの となり ま す。  

また、「 おだ わら 障 がい者 基本 計画」が 第６次 小田 原市総 合 計画の 個別・分

野 別 計 画 と し て 位 置 付 け ら れ て い る こ と か ら 、 本 計 画 も 小 田 原 市 総 合 計 画 や

小 田 原 市 地 域 福 祉 計 画 、 県 の 当 事 者 目 線 の 障 害 福 祉 に 関 す る 施 策 の 総 合 的 か

つ 計 画 的 な 推 進 を 図 る た め の 基 本 計 画 な ど の 上 位 計 画 と の 整 合 性 を 有 す る も

のとな りま す。  

 

 

  

･障害者総合支援法第 88条第１項 

（市町村障害福祉計画） 

･児童福祉法第 33条の 20第１項 

（市町村障害児福祉計画） 
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第 ７ 期 小 田 原 市 障 が い 福 祉 計 画 は 、 前 回 の 第 ６ 期 が ３ 年 間 の 計 画 期 間 で し

た が 、 令 和 ６ 年 度 か ら ６ 年 間 の 統 合 計 画 に 変 更 す る 神 奈 川 県 障 が い 福 祉 計 画

に合わ せ、令 和６ 年 度～令和 11 年度 を 計画期 間と し、当 期 間にお ける 数値目

標等と 各サ ービス の 見込量 等に ついて 定 めます 。  

また、 国の 基本指 針 に則 し て、 ３年目 に 中間見 直し を実施 す る予定 です 。  

な お 、 上 位 計 画 で あ る 第 ３ 期 お だ わ ら 障 が い 者 基 本 計 画 は 、 本 計 画 と の 将

来的な統合を視野に入れながら、計画期間の在り方について検討していきます 。 

 

H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 

第 ５ 次 小 田 原 市 総 合 計 画  第 ６ 次 小 田 原 市 総 合 計 画  

第２期 第３期小田原市地域福祉計画 第４期小田原市地域福祉計画  

第 1 期 第２期おだわら障がい者基本計画 第３期おだわら障がい者基本計画  

第 4 期計画 第５期 障がい福祉計画 

障 が い 児 福 祉 計 画 

第 6 期 障がい福祉計画 

第 2 期 障がい児福祉計画 

第７期小田原市障がい福祉計 画 

第３期小田原市障がい児福祉計画 

 

 

 

 本 市 の 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 に 係 る 給 付 費 は 、 高 齢 化 と と も に 傷 病 に よ る 身

体 障 害 の 増 加 、 精 神 障 が い 者 を 含 む 通 所 訓 練 の 充 実 、 発 達 障 が い を 含 む 児 童

の早期 療育 の広が り などに より 、利用 者 数と支 給額 が年々 増 加して いま す。  

 

＜障 害 福祉 サービ ス 等及び 障害 児通所 給 付に係 る 年 間給 付 額 の推移 ＞  

 介 護 給 付  訓 練 等 給 付  障害児通所給付 
地域生活支援給付 

（ ※ ）  

H 3 0 年 度  2 , 0 6 4 , 8 7 8 , 2 3 2 円  1 , 1 0 2 , 1 1 3 , 8 0 2 円  6 0 3 , 9 8 7 , 5 9 3 円  7 2 , 2 3 1 , 6 5 4 円  

R 元 年 度  2 , 1 5 0 , 2 3 5 , 3 7 9 円  1 , 1 5 4 , 9 7 1 , 3 5 6 円  6 6 2 , 1 3 2 , 3 6 7 円  8 1 , 5 4 9 , 7 6 1 円  

R２ 年 度  2 , 1 7 4 , 7 4 8 , 7 0 0 円  1 , 1 9 4 , 1 6 3 , 0 5 8 円  7 0 5 , 3 2 8 , 7 7 8 円  7 7 , 8 6 6 , 7 2 2 円  

R３ 年 度  2 , 2 5 9 , 0 0 2 , 6 7 4 円  1 , 2 6 4 , 7 2 2 , 6 9 8 円  7 2 4 , 3 6 9 , 1 4 4 円  8 3 , 3 4 4 , 2 1 3 円  

R４ 年 度  2 , 2 2 4 , 6 8 1 , 9 8 6 円  1 , 5 1 8 , 8 2 6 , 3 3 1 円  7 9 7 , 7 3 0 , 0 1 5 円  8 3 , 7 3 6 , 7 8 4 円  

４  計 画 の 期 間  

５  財 政 状 況 の 推 移

委  

※ 本 計 画 で「 地 域 生 活 支 援 給 付 」と は 、移 動 支 援 、日 中 一 時 支 援 、訪 問 入 浴 を 指 し ま す 。 

 中間見直し  
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 過去 ５年 間で約 ８ 億円が 増加 し 、そ の うち 障 害者 手帳を 要 せず利 用で きる

訓練等 給付 が 約４ 億 円、障 害児 通所給 付 で 約２ 億円 が増加 し ていま す。 特

に、 就 労継 続支援 Ｂ 型、放 課後 等デイ サ ービス が大 きく増 加 してい ます 。  

 

 

＜障 害 者手 帳所持 者 数と人 口比 率 の推 移 ＞  

 過去 ２７ 年間で 障 害者手 帳の 取得者 は 約２倍 に な ってお り 、特に 精神 保健

福祉手 帳の 取得者 の 伸びが 大き くなっ て います 。ま た、障 害 者手帳 取得 者の

本市の 人口 に対す る 比率も ２倍 以上と な ってい ます 。  

 

3,843,211,281 
4,048,888,863 

4,152,107,258 

4,331,438,729 
4,624,975,116 

1,000,000,000

2,000,000,000

3,000,000,000

4,000,000,000

5,000,000,000

0

500,000,000

1,000,000,000

1,500,000,000

2,000,000,000

2,500,000,000

H30 R01 R02 R03 R04

年間給付額の推移

介護給付 訓練等給付 障害児通所給付 地域生活支援 合計

3,989 
4,759 

5,636 
6,366 6,531 6,781 

811 

911 

1,086 

1,408 1,564 
1,891 

258 
390 

493 

600 

1,010 

1,554 

2.5%

3.0%

3.6%

4.2%

4.7%

5.5%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

平成7年 平成12年 平成17年 平成22年 平成28年 令和４年

身体障害者手帳 療育手帳 精神保健福祉手帳 人口比
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第２章  計画の基本理念と基本目標  

本 計 画 は 、 障 が い 者 等 の 地 域 生 活 を 支 援 す る た め の サ ー ビ ス 等 の 基 盤 整 備

に、令和 11 年度 末 の目標 を設 定する と ともに 、サー ビス 等 を提供 する ための

体制の 確保 が 、総 合 的かつ 計画 的に図 ら れるこ とを 目的と し たもの です 。  

１  基 本 理 念  

「 お だ わ ら 障 が い 者 基 本 計 画 」 の 基 本 理 念 で あ る 「 一 人 ひ と り が 生 き が い

や 役 割 を 持 ち 、 助 け 合 い な が ら 暮 ら し て い く こ と が で き る 「 地 域 共 生 社 会 の

実現」」 を踏 まえ 、 本計画 も「 地域共 生 社会の 実現 」を基 本 理念と しま す。  

 

＜地域 共生 社会の 実 現に向 けた ３つの 柱 ＞  

基 本 理 念 に 基 づ き 、 次 の ３ つ の 柱 を 軸 と し た 本 計 画 の 取 組 を 通 じ て 、 障 が

い福祉 の充 実を図 る ととも に、「持続 可能 な障が い福 祉 」を実 現して いき ます。 

 

（ 1）  生きが いを 持って つ ながり 合う 地域 づ く り  

 障が い者 が住み 慣 れた地 域で、生き が いを持 って 社会参 加 をする ため に、

障 害 福 祉 サ ー ビ ス の み な ら ず 、 文 化 施 策 な ど の 他 分 野 の 取 組 や 、 地 域 団 体

や 民 間 事 業 者 の 地 域 交 流 も 含 め 、 様 々 な コ ミ ュ ニ テ ィ の 中 で 、 障 が い 者 も

地域で 支え 合う主 体 として 、つ ながり 合 う 地域 づく り を目 指 します 。  

（ 2）  自立 する力 を 育むサ ービ ス 提供 体 制  

 障 が い 者 が 、 サ ー ビ ス 利 用 を 通 じ て 自 分 自 身 で で き る 力 を 最 大 限 に 育 て

ら れ る よ う 、 ラ イ フ ス テ ー ジ や 障 が い の 状 態 の 変 化 に 合 わ せ て 多 様 な サ ー

ビ ス が 選 択 で き る ほ か 、 各 事 業 所 に 必 要 な 専 門 性 の 向 上 に 寄 与 し 、 必 要 と

する方 が必 要と す る サービ スを 受けら れ る提供 体制 の確保 を 目指し ます 。  

（ 3）自 己決 定を 支 える 多 角的 な 相談 支 援 体制   

  一 人 ひ と り が 自 分 ら し い 暮 ら し に 向 け て 、 多 様 な 選 択 肢 の 中 か ら 自 分 に

合 っ た サ ー ビ ス を 選 択 す る た め に は 、 自 己 決 定 を 支 援 す る 相 談 体 制 が 不 可

欠 で す 。 制 度 の 枠 組 み を 超 え て 柔 軟 に 対 応 で き る よ う 、 多 様 な 支 援 機 関 と

の協力 体制 に立脚 し た、多 角的 な相談 支 援体制 の充 実を目 指 します 。  
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２  基 本 目 標  

本 計 画 の 基 本 理 念 と 障 害 者 総 合 支 援 法 及 び 児 童 福 祉 法 の 趣 旨 を 踏 ま え て 、

本 計 画 に お け る 基 本 目 標 を 次 の よ う に 定 め 、 個 々 の 目 標 の 達 成 に 向 け て 取 り

組んで いく ことと し ます。  

（１） 生き がいを 持 ってつ なが り合う 地 域づく り  

基本目 標 １  障が い 種別に よら ない一 元 的な障 害福 祉サー ビ スの実 施  

 基本 目標 ２  社 会 参加を 支え る 取組  

（２） 自立 する力 を 育むサ ービ ス提供 体 制  

基本目 標 ３  入所 施 設等か ら地 域生活 へ の移行 の促 進  

基本目 標 ４  福祉 施 設から 一般 就労へ の 移行の 推進  

 基本 目標 ５  障 が い 児の 健や かな育 成 のため の支 援  

基本目 標 ６  特別 な 支援が 必要 な障が い 者・児 に対 する支 援 体制の 整備  

（３） 自己 決定を 支 える 多 角的 な 相談 支 援  

基本目 標 ７  包括 的 な 相談 支援 体制の 構 築  

基本目 標 ８  障が い 福祉人 材の 確保・ 定 着  

  

                    

                 

 

 

サービス提供体制の充実  

地域交流  
多 様 な 機 関

との連携  
相談支援体制  

相談支援を通じてサービスにつなぐ  

利用者の社会参加を支える  様々な関係機関と連携をする  

障がい者  



 
9 

基本目 標 １  障が い 種別に よら ない一 元 的な障 害福 祉サー ビ スの実 施  

 

（１）現状認識  

  障 が い 者 を 取 り 巻 く 状 況 と し て 、 多 様 な 症 状 を 持 つ 難 病 へ の 支 援 、 ア

ル コ ー ル や ギ ャ ン ブ ル 等 を は じ め と す る 依 存 症 対 策 、 障 が い の あ る 児 童

や大人 への 虐待 へ の 対応 な ど、新 た に 取 り組む べき 課題 が 生 じてい ます。 

こ れ ら は 、 様 々 な 専 門 機 関 と 連 携 し 、 本 市 の 地 域 特 性 を 踏 ま え た 障 が

いの種 別に よらな い 一元的 な障 害福祉 サ ービス の実 施が必 要 です。  

 

（２）課題  

・回復 期の通 院継 続 や、自 助グル ープ 等 につな ぐ相 談支援 が 重要で ある。 

・依存 症当事 者が 、日常生 活の 中で孤 立 すると 、再発 のリ ス クが高 まる。  

・支援 者側の 疾病 へ の理解 や、ど こか ら が虐待 かと いう事 例 共有が 重要。 

 

（３）基本的な考え方  

 ①障 害者 総合支 援 法に基 づく 難病患 者 への支 援  

    多 様な症 状 や障が い等 その特 性 に配慮 しな がら、 難 病相談 支援 セン  

ター、 公共 職業安 定 所、医 療機 関等の 専 門機関 と連 携し、 障 害福祉 サ

ービス の利 用も含 む 支援体 制を 整備 し ま す。  

 

 ②依 存症 に対す る 日常生 活の 支援  

依存症 への 誤解や 偏 見を解 消す るため に 、広く 普 及啓 発 を 行 います。 

回 復 期 に は 、 家 事 援 助 や 通 所 訓 練 な ど 必 要 な サ ー ビ ス の 利 用 を 進め

な が ら 、 当 事 者 が 日 常 生 活 の 中 で 孤 立 し な い よ う 、 地 域 交 流 や 生 涯 学

習、自助 グル ープ な ど様々 な資 源を活 用 した包 括的 な支援 を 進めま す。 

   

 ③虐 待を 受けた 方 （大人 含む ） への 支 援体制 の整 備  

   虐 待 の 問 題 は 家 庭 内 や 施 設 内 で 表 面 化 し づ ら く 、 支 援 者 も 対 応 に 迷

うため、小田 原市・箱根町・真鶴 町・湯 河原町 地域 障害者 自 立支援 協議

会 等 で事 例 共有 を 図 るな ど、 支 援者 の 理 解促 進 と 早 期発 見 を 図り ます。 
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基本目 標２  社会 参 加を支 える 取組  

 

（１）現状認識  

障がい 者等 が 地域 に おける 社会 参加を 促 進する ため、「 お だ わら 障 がい

者基本 計画 」に位 置 づけら れた 様々な 取 組を各 分野 で進め て います 。  

本市と して も、 地 域 の中で 文化 芸術を 享 受鑑賞 し、 創造や 発 表等の 多様

な活動 に参 加する 機 会やス ポー ツやレ ク リエー ショ ン活動 へ 参加す る機 会

の創出 に取 り組む ほ か、地 域団 体や民 間 法人に おい ても地 域 交流の 活動 を

進めて いる ため、 様 々な地 域資 源と連 携 してい くこ とが大 切 です。  

ま た、 ＩＣ Ｔ 機器 の 普及に より 、障が い 特性（ 聴覚 、言語 機 能、視 覚な

ど）に 合わ せ 、当 事 者を支 える 活用が 可 能にな りつ つあり ま す。  

 

＜主な 啓発 イベン ト の参加 者数 ＞             令和４ 年度  

11/20(日 )  パ ラ ス ポ ー ツ 体 験 会    約 162 名  

10/８ (土 )  お だ わ ら ハ ー ト フ ェ ス タ    約 166 名  

 12/3（ 日 ）  

～ 1 2/4（ 月 ）  
お だ わ ら つ な が る 福 祉 展  計 354 名  

 

（２）課題  

 ・ 障 が い 者 等 は 通 い な れ た 作 業 所 等 の 固 定 の コ ミ ュ ニ テ ィ が 居 場 所 と な り

やすい ため 、幅広 く 地域と つな がるき っ かけが 大切 で ある 。  

 ・ 各 種 の 啓 発 イ ベ ン ト の 開 催 に は 、 協 力 す る 障 が い サ ー ビ ス 事 業 者 の 負 担

が大き い た め、 よ り 気軽に 日常 的に 開 催 できる のが 望まし い 。  

  ・イベント等の参加者は障がい者等と関係がある人が多く、参加者層を広げたい。  

 

（３）基本的な考え方 と主な取組  

障 が い 者 等 が 地 域 に 多 く の コ ミ ュ ニ テ ィ を 持 て る よ う 、「 小 田 原 市 地 域 福

祉 計画 」と の連携 を 図りな がら 、地域 資 源を生 かし 、つな が り を創 出し ます。  

また、市 民へ の 理 解 啓発に より 、地域 へ 心のバ リア フリー を 働きか けると

と もに 、当 事者 や支 援者と の交 流を通 じ 、体験 とし て理 解を 深めて いき ます。 
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①  各種の 啓発 イベン ト の実施  

「おだ わら 障がい 者 基本計 画 」に基 づき 、ス ポー ツやレ クレ ーショ ン

を 通じ て市 民への 意 識啓発 を図 るイベ ン トや展 示を 実施し 、地域づ くり

に取り 組む 住民を は じめ、幅 広い 世代 に 障がい への 理解促 進 を図り ます。 

    また 、各種 製 品の販 売の 場を求 め る事業 所へ の場づ く りや支 援を 通じ

て、市民 が日 常的に 障がい 者と 触れ合 う 機会の 創出 を検討 し ていき ます。 

 

②  当事者 の 生 活を支 え る ＩＣ Ｔ 機 器の 活 用 検討  

   障 が い 当 事 者 が 、 日 常 的 に あ る ス マ ー ト フ ォ ン や タ ブ レ ッ ト の ほ か 、

日 常 生 活 用 具 に お け る Ｉ Ｃ Ｔ 機 器 の 活 用 を 通 じ て 、 個 々 の 障 が い 特 性 を

補いな がら 、自ら 意 思疎通 がで きるよ う な支援 方法 を検討 し ます。  

  ま た 、 行 政 窓 口 に お い て も 、 Ｉ Ｃ Ｔ 機 器 の 活 用 に よ り 障 が い 者 と の 円

滑なコ ミュ ニケー シ ョンが 図れ るよう 検 討して いき ます。  

 

③  外出支 援に よる 地 域 コミュ ニテ ィへの 参 加促進  

   地 区 の 社 会 福 祉 協 議 会 や 市 民 団 体 等 を 中 心 と し た サ ロ ン 活 動 や 子 ど も

食 堂 の ほ か 、 趣 味 や ボ ラ ン テ ィ ア の 集 ま り な ど 、 様 々 な コ ミ ュ ニ テ ィ が

あ り ま す 。 外 出 を 支 援 す る 移 動 支 援 や 日 中 一 時 支 援 を 通 じ 、 障 が い 者 に

地 域交 流の 体験 を 促 しなが ら、地 域に 障 がいへ の理 解を広 め ていき ます。 

  

④  民間法 人の 取組の 支 援  

   障 が い 福 祉 に 携 わ る 法 人 は 、 地 域 と の 共 生 を 目 指 し て 様 々 な 地 域 交 流

の 取 組 を し て い ま す 。 他 市 の 事 例 な ど を 参 考 に 、 障 が い 者 本 人 と 地 域 を

つなぐ 活動 として 、 民間の 取組 への支 援 を検討 しま す。  

 

＜民間 の取 組の例 ＞  

・施設 送迎 車を利 用 した乗 り合 わせ  

・地域 の清 掃 活動  

・地域 交流 カフェ の 運営  など  

 



 
12 

基本目 標３  入所 施 設等か ら地 域生活 へ の移行 の推 進  

 

（１）  現状認識  

  障 が い 者 が で き る か ぎ り 自 分 ら し く 地 域 で 生 活 で き る よ う 、 入 所 施 設 や

病院か らの 地域生 活 移行を 推進 し て、グ ループ ホー ムの数 も 増えて い ま す。 

施 設 入 所 者 の 地 域 生 活 へ の 移 行 は 進 め ら れ て き ま し た が 、 現 在 は 長 期 利

用者が 多く 、ここ 数 年 は地 域移 行 支援 の 利用も 少な くなっ て います 。  

特 に 強 度 行 動 障 害 が あ る 方 は 、 在 宅 で の 介 護 は 家 族 側 の 負 担 も 大 き く 、

施 設 入 所 や グ ル ー プ ホ ー ム 入 居 を 希 望 す る 方 も 多 い で す が 、 施 設 側 も ハ ー

ド面の 整備 や 専門 的 な職員 不足 等によ り 、 十分 に受 け入れ が できま せん 。  

   

＜各種 サー ビスの 年 間 実利 用人 数の推 移 ＞        各 年度 ４ 月～ ３月  

 令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  令 和 ３ 年 度  令 和 ４ 年 度  令 和 ５ 年 度  

施設入所支援 ２ ０ ４ 人  ２ ０ ３ 人  ２ ０ ２ 人  ２ ０ ０ 人  １ ９ ４ 人  

共同生活援助 ２ ２ １ 人  ２ ２ １ 人  ２ ４ ６ 人  ２ ７ ９ 人  ２ ８ １ 人  

地域移行支援 １ 人    １ 人  １ 人    １ 人  ０ 人  

                      ※ 令和５ 年 度は４ 月～ ９月  

（２）  課題  

・ 長 年 に 渡 り 入 所 し て い る 方 や そ の 家 族 に と っ て 、 施 設 を 出 る メ リ ッ ト

をイメ ージ しづら く 、８割以 上が 施設 併 設の生 活介 護を利 用 してい る。 

・入所 施設 やグル ー プホー ムは 、職員 不 足や専 門性 不足に 悩 んでい る。  

  ・ 地 域 移 行 支 援 を 担 う 計 画 相 談 事 業 所 に と っ て 、 長 期 入 所 者 の 地 域 生 活

移行に かか る調整 の 負担は 大き く、通 常 の計画 作成 に とど ま ってい る。 

 

               

 

 

           

家族の 休息 のため の 利用  

 

施設併設の生活介護  

在宅での生活  

施設入所  

精神科病院  

グループホーム等  

 

短期入所  地域移行支援  

外部の通所施設  
外部利用の促進  

入所者の地域移行  希望する方の入所  

 

 

 

地域生活移行に向けた  

コーディネート機能  
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（３）基本的な考え方と主な 取組  

  長 期 利 用 者 が 地 域 で 暮 ら し た い と 感 じ ら れ る よ う 外 部 の 通 所 施 設 の 利 用

を 促 し 、 地 域 生 活 移 行 に 向 け て 段 階 的 に 支 援 を し ま す 。 ま た 、 受 け 皿 と な

るグル ープ ホーム や 職員不 足に 悩む入 所 施設へ の支 援の充 実 を図り ます 。  

 

①  施設入 所中 の 地域 生 活の体 験機 会の創 出  

   長 期 的 に 入 所 し て い る 方 が 、 地 域 で の 生 活 を イ メ ー ジ で き る よ う 、 で

きるだ け外 部の生 活 介護や 就労 継続支 援 Ｂ型な どの 利用を 促 します 。  

ま た 、 日 中 一 時 支 援 や 移 動 支 援 な ど を 通 じ て 入 所 ・ 入 院 中 の 外 出 を 支

援 する こと により 、 障がい 当事 者の自 信 と意欲 を高 め ます 。  

 

②  地域生 活移 行に向 け たコー ディ ネート 機 能の強 化  

施設 入 所 者の 多 く は 計画 相 談 支援 を 利 用 して い ま す。 地 域 生 活移 行へ

の方 針 を 踏ま え た サ ービ ス 計 画作 成 を 促 進す る と とも に 、 事 業者 へ の地

域移 行 支 援へ の 対 応 を求 め ま す。 ま た 、 施設 入 所 にお け る 生 活訓 練 や地

域生 活 移 行に 向 け た 調整 役 と なる ス タ ッ フの 配 置 への 支 援 を 検討 し ま す。 

 

③  居住の 場と してグ ル ープホ ーム の質的 ・ 量的な 充実    

地域 生 活 への 受 け 皿 づく り と して 、 基 幹 相談 支 援 セン タ ー を 主に グル

ープ ホ ー ムの 新 規 開 設者 へ の 情報 提 供 ・ 開設 支 援 等に 取 り 組 み ま す 。ま

た、 日 中 サー ビ ス 支 援型 グ ル ープ ホ ー ム の活 用 や 、 強 度 行 動 障害 や 医療

的ケア の 必 要な 方 に も対応 でき る よう 専 門性の 向上 に寄与 し ます。  

 

④  精神障 がい にも対 応 した地 域包 括ケア シ ステム の構 築  

精 神 病 院 に お け る 長 期 入 院 患 者 の 地 域 生 活 移 行 に 当 た っ て は 、 グ ル ー

プ ホ ー ム 等 の 地 域 援 助 事 業 者 、 生 活 を 見 守 る 計 画 相 談 事 業 所 や 、 日 中 の

介護や 通 所 事業所 、地域団 体も 含めて 地 域全体 で支 えるこ と が重要 です。 

「地 域 精 神保 健 福 祉 連絡 協 議 会」 な ど 、 県の 取 組 と連 携 し て 病院 側へ

の啓発 等を 進める ほ か、「小 田原市・箱 根町・真 鶴町・湯河 原町地 域障 害

者自立 支援 協議会 」 を通じ て支 援者側 の 連携強 化に 取り組 み ます。   
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基本目 標４  福祉 施 設から 一般 就労へ の 移行の 推進  

 

（１）  現状認識  

  就 労 移 行 支 援 の 利 用 期 間 は 原 則 ２ 年 間 で す が 、 短 期 間 で 就 職 に 至 る 利 用

者 も 多 く 、 効 果 的 な 支 援 と 考 え ま す 。 ま た 、 雇 用 を 前 提 と す る 就 労 継 続 支

援 Ａ 型 の 市 内 事 業 所 数 は 現 在 ２ カ 所 と 少 な い 一 方 、 雇 用 を 前 提 と し な い 就

労 継 続 支 援 Ｂ 型 は 事 業 所 の 数 、 種 類 と も に 増 加 し て い ま す が 、 年 齢 の 要 件

や利用 期間 の定め は ないた め、 利用が 長 期化す る傾 向があ り ます 。  

重 度障 がい の方 が 利 用する 生活 介護は 、利用で きな い方が 生 じてい ます。 

 

訓 練 等 給 付 の  

サ ー ビ ス 種 類  

令 和 ２ 年 １ ０ 月 時 点  令 和 ５ 年 １ ０ 月 現 在  

実 利 用 人 数  市内事業所 実 利 用 人 数 ※  市内事業所 

就 労 移 行 支 援  27 人  ( 2.7%)  ２  53 人 （  4.9％ ） ４  

就 労 継 続 支 援 Ａ 型  36 人  ( 3.7%)  １  47 人 （  4.4％ ）   ２  

就 労 継 続 支 援 Ｂ 型  444 人 （ 45.1%）  １ ８  525 人 （ 48.5％ ） ２ ５  

生 活 介 護  477 人 （ 48.5%）  １ ４  457 人 （ 42.2％ ） １ ５  

                       ※ 12 月 に 集計し た請 求分  

（２）  課題  

  ・ 就 労 移 行 支 援 や 就 労 継 続 支 援 Ａ 型 は 事 業 所 が 市 内 に 少 な く 、 利 用 希 望

する方 は遠 方まで 通 う必要 があ り、通 所 交通費 が年 々増加 し ている 。  

  ・ 生 活 介 護 は 長 年 利 用 す る た め 新 規 の 受 け 入 れ が 難 し く 、 多 く が 併 設 す

る施設 の 入 所者で あ るため 、在 宅の希 望 者 が入 れな いこと が ある 。  

  ・ 就 労 継 続 支 援 は 利 用 条 件 に 区 分 認 定 が な く 、 計 画 相 談 支 援 を 利 用 し な

い方も 多い ため、客 観的評 価や 助言が な いま ま 利用 が長期 化 しやす い。 

 

（３）基本的な考え方と主な 取組  

   通 所 訓 練 系 サ ー ビ ス の 利 用 者 の 力 を 最 大 限 に 伸 ば し て い く た め に は 、

生 活 介 護 か ら 就 労 継 続 支 援 、 さ ら に は 就 労 移 行 支 援 へ と い っ た 、 利 用 者

の 状 態 や 希 望 に 合 わ せ て ス テ ッ プ ア ッ プ し て い く 利 用 を 促 し て い き ま す 。 
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①  就労に 向け たサー ビ スの利 用促 進  

市 内 で 数 少 な い 就 労 移 行 支 援 と 就 労 継 続 支 援 Ａ 型 に 対 し 、 就 労 継 続

支 援 Ｂ 型 の 事 業 所 の 増 加 が 顕 著 な こ と を 踏 ま え 、 各 事 業 種 別 の 適 正 な

定員確 保策 も含め 、ニーズ に合 った 利 用 者割合 にな るよう 検 討しま す 。 

 

②  就労移 行支 援の積 極 的活用  

就 労 移 行 支 援 は 、 原 則 ２ 年 間 の 利 用 上 限 が あ り ま す が 、 退 職 や 転 職

に よ り 必 要 と す る 資 格 や ス キ ル が 異 な る 場 合 は 、 個 々 の 状 況 に か ん が

みて利 用を 認め る こ とがで きる ため 、 積 極的に 活用 し ます 。  

 

③  生活介 護か ら就労 継 続支援 Ｂ型 への 移 行 促進  

生 活 介 護 利 用 者 の う ち 、 障 が い の 程 度 や 就 労 へ の 希 望 に よ り 、 就 労

継 続 支 援 Ｂ 型 の 併 用 を 認 め 、 就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 へ の 移 行 を 促 す こ と に

より 、新 たに 生 活介 護を希 望す る方が 、利用で きる ことを 目 指しま す。  

  

④  就労継 続支 援Ｂ型 へ のアセ スメ ントの 導 入  

 就 労 継 続 支 援 Ｂ 型 は 、 利 用 者 の 障 が い の 程 度 も 多 様 で 、 就 労 訓 練 や

日 中 活 動 の 場 な ど 利 用 目 的 も 様 々 で す 。 適 切 な 時 期 に 、 本 人 の 就 労 希

望や作 業状 況等に つ いて、事業 所 等を 通 じた ア セス メント を 図 りま す。 

 

⑤  計画相 談支 援の利 用 促進  

 利 用 者 の 成 長 や 希 望 の 変 化 に よ り 、 必 要 な サ ー ビ ス を 見 極 め て ス テ

ップア ップ を促す た めに、 計画 相談支 援 の活用 を促 進しま す 。  

また 、就 労に向 けた 相談窓 口で ある「障 害者 就 業 ･生 活 支 援 センタ ー」

とも連 携し、新たに 創設さ れる「 就労選 択支援」の活 用も検 討しま す。  

 

⑥  年齢や 利用 目的に 沿 った 利 用基 準の検 討  

 利用 者の 年齢層 や 目的は 様々 で 、就 労 に向け た訓 練目的 の 若年者 も 、

工 賃 や 社 会 と の 繋 が り を 求 め て 利 用 す る 高 齢 者 も い ま す 。 障 が い 者 の

雇用支 援や 地域交 流 等も活 用し つつ 、 適 正な利 用基 準を 検 討 します 。   
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基本目 標 ５  障が い 児の健 やか な育成 の ための 発達 支援  

  

（１）現状認識  

 療育 を必 要とす る 児童に つい ては 、早 期発見・早 期支 援を 進めて いる 中、

発達障 がい への市 民 の認知 も広 がり、 利 用児童 数は 年々増 加 してい ます 。  

 特 に 、 小 学 校 ～ 高 校 に あ た る 放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス は 利 用 者 数 、 事 業 所

数とも に大 幅に増 加 してお り、 一人当 た り利用 日数 も増加 し ていま す。  

 ま た 、 大 人 の 計 画 相 談 支 援 と 比 べ 、 児 童 相 談 支 援 の 利 用 率 は 約 ３ 割 と 少

な く 、利用 を必 要と しない 世帯 がいる 一 方、希望者 が利 用で きてい ませ ん 。  

 

障害児通所支援

サ ー ビ ス 種 類  

平 成 ３ ０ 年 度 （ 10 月 現 在 ）  令 和 ５ 年 度 （ 10 月 時 点 ）  

実利用者数 利 用 日 数 (平 均 )  実利用者数 利 用 日 数 (平 均 )  

児 童 相 談 支 援  207 人  ― （ 支 給 決 定 者 数 ） 221 人  ― （ 支 給 決 定 者 数 ） 

児 童 発 達 支 援  213 人  1814 日 (8.5 日 /人 )  267 人  1814 日 ( 6.8 日 /人 )  

放 課 後 等 デ イ  294 人  3621 日 (12.3日/人) 394 人  4853 日 ( 12.3日/人) 

保 育 所 等 訪 問  7 人    7 日 ( 1.0 日 /人 ） 12 人   13 日 ( 1.1 日 /人 ） 

                     ※ 12 月 に集計 した請 求分  

（２）課題  

 ・ 療育 手帳 を 取得 する例 は少 なく 、障 害児相 談支 援の利 用 も少な いた め、

必要な 療育 の内容 や 支給量 につ いて、 客 観的な 評価 が不足 し ている 。  

 ・ 放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス は 、 障 が い の 程 度 に 関 わ ら ず 申 込 順 で 利 用 で き

て お り 、 一 人 当 た り の 利 用 日 数 が 多 い た め 、 利 用 希 望 者 数 が 事 業 所 の

定員を 超え て「 利用 したい が利 用でき な い」という 世帯 が 生 じてい る 。  

 

（３）基本的な考え方 と主な 取組  

「 療 育 を 必 要 と す る 」 児 童 に 早 期 に 必 要 な 支 援 が 行 き 渡 る よ う 、 支 給 量

は 、 児 童 の が い 特 性 や 程 度 に か ん が み て 判 断 す る と と も に 、 児 童 の 成 長 段

階 に 合 わ せ た サ ー ビ ス 利 用 を 促 す こ と で 、 障 が い の 有 無 に か か わ ら ず 、 す

べての 児童 が 共に 成 長でき るよ う、学 校 や 地域 社会 への包 容 を推進 しま す。 
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①  「療育 が必 要な児 童 」の早 期発 見  

 発 達 の 遅 れ に 心 配 を 感 じ た 段 階 か ら 、 ご 家 族 が 早 期 に 相 談 し 、 療 育 の

必要性 を判 定でき る よう、保健、医療 、教 育等の 関係 機関と 連 携しま す。  

ま た 、 そ の 中 核 と な る 児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー に は 、 増 加 す る 発 達 障 が

いの相 談も 含め様 々 に対応 でき るよう 、 各事業 所と の連携 を 図りま す。  

 

②  保育所 等訪 問支援 の 積極的 な活 用  

保育所 等訪 問支援 は 、保 育園 や小学 校な どを訪 問し 、障 がい 児が集 団

生 活 に 適 応 す る た め の 専 門 的 な 支 援 や 支 援 者 側 へ の 助 言 等 を 行 い ま す 。   

インク ルー ジョン の 観点か ら、中 学校 や 放課後 児童 クラブ な どの 日常

の場で の利 用を積 極 的に行 い、 受け入 れ 環境が 整う よう支 援 します 。  

 

③  サービ ス支 給 量の 段 階的な 決定  

 必要 とす る児童 が 必要な 時に「療 育」を受け られ るよう 、それぞ れに

適正な 利用 量を判 断 する必 要が ありま す 。障 がい の程度 や家 庭の状 況等

により 一定 の基準 を 新たに 設け ながら 、サービ ス利 用後の 児 童の成 長と

モ ニ タ リ ン グ に 沿 っ て 、 利 用 量 を 段 階 的 に 決 定 す る 手 法 を 検 討 し ま す 。 

 

④  障害児 相談 支援の 利 用 率の 増加  

  上 記 の よ う な 児 童 の 障 が い 特 性 や 年 齢 ご と の 変 化 に よ り 、 必 要 な サ ー

ビスを 選定 してい く には、 障害 児相談 支 援の活 用が 必要で す 。  

  モ ニ タ リ ン グ 等 に 基 づ き サ ー ビ ス の 利 用 量 を 段 階 的 に 決 定 す る こ と で 、

障 害 児 相 談 支 援 の 利 用 率 向 上 を 図 り ま す 。 ま た 、 相 談 支 援 を 調 整 役 と し

て、放課 後児 童ク ラ ブ等の 日常 の受け 入 れ先へ の調 整支援 を 促進し ます。 

 

⑤  保護者の学びの機会への支援  

保護者 等が 子ども の 発達障 がい の特性 を 理解し 、必要な 知識 や 適切 な

対応を 学ぶ ことで 、 障害児 通所 支援と の 相乗効 果 が 得られ ま す。  

関係機 関に よるペ ア レント トレ ーニン グ や、日常 的な 支 援者 との関 わ

り を 通 じ て 、 保 護 者 の 学 び を 深 め る 機 会 を 得 ら れ る よ う 取 り 組 み ま す 。 
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基 本目 標６  特別 な 支援が 必要 な障が い 者・児 に対 する支 援 体制の 整備  

＜特別な支援が必要な障がい者（大人）について＞  

（１）現状認識  

   強 度行 動障 害 は障がい者 本人の問題でなく、合理的配慮がなされなか

った結果として誘発されるものと考えます。強度行動障 害のある方 は、

施設入所を希望する ことも多く、定員を超え た入所も難しいため、在

宅生活を続ける 中 で介護する家族の負担も大きいのが現状です。  

   また、胃ろうや痰吸引などの医療的ケアを必要とする 方は、全体の

２．６％を占めます。本市では医療的ケア児の放課後 等デイサービス

事業所への補助はあるものの、大人に対する補助は ありません。  

      

 <医療的ケアを必要とする方 の現状 >       令和５年６ 月時点  

対 象 者 数  医 療 的 ケ ア の 内 容 （ 重 複 を 含 む 延 べ 人 数 ）  

４ ５ 名  ・ 痰 吸 引    ３ ６ 名   ・ 人 工 呼 吸 器  １ １ 名   

・ 経 管 栄 養   ２ ７ 名   ・ 尿 カ テ ー テ ル  ４ 名  

 

（２）課題  

・ 在 宅 で 暮 ら す 強 度 行 動 障 害 の あ る 方 や 医 療 的 ケ ア を 必 要 と す る 方 が 、

介護す る家 族の休 息 や緊急 時に 利用で き る短期 入所 事業所 が 少ない 。  

  ・ 強 度 行 動 障 害 の あ る 方 の 外 出 時 の 支 援 を す る 行 動 援 護 は 、 事 業 所 数 も

市内で ３ カ 所 であ り 、利用 者数 も３人 (令和５ 年３ 月時点 )と少な い。  

 

（３）基本的な考え方 と主な取組  

強 度 行 動 障 害 の あ る 方 、 医 療 的 ケ ア を 要 す る 方 に 対 し 、 適 切 か つ 充 分

な 支 援 が で き る よ う 、 神 奈 川 県 の 支 援 等 を 受 け な が ら サ ー ビ ス 提 供 体 制

を強化 しま す。  

 

①  専門性 のあ る支援 者 の養成  

県が実 施す る「強 度 行動障 害支 援者養 成 研修」を広く 周知 し 、民間 の受

け皿が 増え るよう サ ービス 提供 体制の 強 化に努 めま す。  



 
19 

②  短期入 所利 用促進 に 向けた 支援  

   強 度 行 動 障 害 の あ る 方 や 常 時 医 療 的 ケ ア が 必 要 な 障 が い 者 を 受 け 入 れ

る 短 期 入 所 事 業 所 が 増 え る よ う 、 国 や 県 の 補 助 事 業 の 活 用 も 含 め 、 短 期

入所の 利用 促進に 向 けた 支 援を 検討し ま す。  

 

③  行動援 護の 利用促 進  

 強 度 行 動障 害 の あ る方 を 支 援す る 家 族 の休 息 （ レス パ イ ト ）の た めに

は 、 短 期 入所 だ け で なく 、 外 出を 支 援 す る行 動 援 護の 利 用 の 促進 を 図り

ま す。  

   

＜特別な支援が必要な障がい児（子ども）について＞  

（１）現状認識  

現 在 、 重 症 心 身 障 が い 児 や 医 療 的 ケ ア を 要 す る 児 童 を 受 け 入 れ て い る 市

内 事 業 所 は 児 童 発 達 支 援 が ３ 、 放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス が ４ 、 短 期 入 所 は ２

カ所で す。 保育園 、 幼稚園 での 受け入 れ 体制も 徐々 に 整備 さ れてい ます 。  

医 療 的 ケ ア 児 に つ い て は 、 本 市 独 自 の 補 助 と し て 、 放 課 後 等 デ イ サ ー ビ

ス事業 所に 対し 「 医 療的ケ ア提 供体制 整 備事業 」 を 実施し て い ます 。  

 

 ＜医 療的 ケアを 要 する児 童数 ＞         令和５ 年 １０ 月 時点  

分 類  総 数  う ち サ ー ビ ス 利 用  

未 就 学 児  ８ 人  児 童 発 達 支 援       ５ 名   

就 学 児  19 人  放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス  15 名  

 

（２）課題  

  ・介護する家族の休息や、保護者の入院などの緊急時に、重症心身障

がい児や医療的ケア児が利用できる短期入所先が不足している。  

・ 医 療 的 ケ ア 児 の 多 く は 放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス を 利 用 で き て い る が 、 非

常勤の 看護 師が交 代 で対応 して おり、常 時の配 置ま ではで き ていな い。 

・常勤の看護師を雇用しようとすると 、人材不足 のほか、人件費負担

などの採算性が課題となっており、小規模法人の参画が困難 である。 
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（３）基本的な考え方  

身近 な 地域 で健 や か な成 長 をサ ポー ト で きる よ う、 地域 に お ける 重症

心 身障 が い 児の 人 数 や ニー ズ を 把握 す る と とも に 、 地域 に お け る課 題 の

整理や 地域 資源の 開 発等を 行い ながら 、 支援体 制の 充実を 図 ります 。  

①   重症心 身障 がい 児 及び医 療的 ケア児 へ の短期 入所 の実施 体 制の確 保         

重 症 心 身 障 が い 児 及 び 医 療 的 ケ ア 児 と そ の 家 族 が 安 心 し て 暮 ら せ

るよう 、神奈川 県 が 実施す る 医 療型短 期 入所事 業所 促進事 業 など の 活

用も含 め、 市内事 業 者と 協 働し て短期 入 所の充 実を 図りま す 。  

 

②  医療的 ケア 児を受 け 入れる 障が い児通 所 施設へ の支 援  

医療的 ケア 児の 受入 れ可能 な通 所事 業所 を確保 ・拡 充す るた め、 看

護師人 件費 の一 部に ついて 、要 件を 満た した放 課後 等デ イサ ービス 事

業所へ の助 成をし て い ます 。  

継続的 に支 援し てい くため 、国 ・県 など の活用 でき る補 助に ついて

は検討 を進 めます 。  

 

③  医療的 ケア 児等コ ー ディネ ータ ー配置 事 業の実 施  

本市に おい ても 、関 連分野 の支 援を調 整 するコ ーデ ィネー タ ーとし

て養成 され た相談 支 援専門 員、保 健師、訪問看 護師 等の配 置 を促進 す

ること が必 要であ る と考え 、令和５ 年度 から医 療的 ケア児 等 コーデ ィ

ネータ ー配 置事業 の 実施を 目指 して調 整 してい ます 。  

このコ ーデ ィネー タ ーは 、医 療的ケ ア児 等が必 要と する多 分 野にま

たがる 支援 の利用 を 調整し 、総合的 かつ 包括的 な支 援の提 供 につな げ

ます。また 、協 議の 場に参 画し 、地 域に おける 課題 の整理 や 地域資 源

の開発 等を 行いな が ら、医療 的ケア 児等 に対す る支 援のた め の地域 づ

くりを 推進 すると い った役 割を 担っ て い きます 。  
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基本目 標７  包括 的 な 相談 支援 体制の 構 築  

（１）現状認識  

  障 が い 者 が 利 用 す る 計 画 相 談 支 援 の 利 用 率 は 約 ７ 割 、 障 害 児 相 談 支 援 は

約３割 で、 必要と す る方に 対し 事業所 や 職員数 が不 足して い ます。  

  各 地 域 の 計 画 相 談 支 援 事 業 所 の ほ か 、 お だ わ ら 総 合 医 療 福 祉 会 館 内 に 障

が い 者 総 合 相 談 支 援 セ ン タ ー 「 ク ロ ー バ ー 」 を 設 置 し 、 専 門 性 を も つ ４ つ

の法人 が勤 務して お り 、 多 様化 ・複雑 化 する 相 談に 対応し て います 。  

ま た 、 事 業 者 側 を 支 援 す る 基 幹 相 談 支 援 セ ン タ ー を 併 設 し 、 新 規 事 業 所

の開設 支援 のほか 、 各種 事 業所 への助 言 や研修 など を行っ て います 。  

 

 平 成 30 年 度 （ 10 月 時 点 ）  令 和 ５ 年 度 （ 10 月 時 点 ）  

計画相談支援 1,078/1,429 人  利 用 率 75.4％  1,152/1,687 人  利 用 率 68.2％  

障害児相談支援 207/  557 人  利 用 率 37.1％  221/  752 人  利 用 率 29.3％  

 

＜障が い者 総合 相 談 支援 セ ンタ ー の相 談 件数 ＞  

平 成 30 年 度  令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  令 和 ３ 年 度  令 和 ４ 年 度  

7,046 件  7,648 件  8,500 件  10,337 件  10,508 件  

 

（２）課題  

 ・ 総 合 相 談 支 援 セ ン タ ー へ の 相 談 件 数 の 増 加 と 、 相 談 者 へ の 継 続 的 な 対 応

に より 、地 域の計 画 相談事 業所 への橋 渡 しが十 分に できて い ない。  

 ・ 事 業 所 に お い て 、 サ ー ビ ス 管 理 責 任 者 や 相 談 支 援 従 事 者 の 不 足 に よ り 、

採算性 の確 保が難 し く、人材 の確 保や 専 門性の 向上 が課題 と なって いる。 

 ・ 計 画 相 談 事 業 所 が 、 本 人 の 希 望 と 市 の 支 給 方 針 と の 間 の 調 整 役 と し て 、

必要な 支給 量をコ ン トロー ルす るには 、市と事 業者 間の情 報 共有が 必要。 

 

（３）基本的な考え方 と主な 取組  

  総 合 相 談 支 援 セ ン タ ー か ら 地 域 の 計 画 相 談 事 業 所 へ の 円 滑 な 橋 渡 し と と

もに、各 事業 所の 専 門性向 上や 支給方 針 の共有 に向 けて支 援 してい きま す。 
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①  相談支 援従 事者 の 確 保と専 門性 の向上  

地 域 の 相 談 支 援 従 事 者 の 育 成 や 支 援 者 支 援 等 を 担 う 人 材 で あ る 主 任 相

談支援 専門 員を計 画 的に 確 保す ること が 必要で す。  

ま た 、 強 度 行 動 障 害 支 援 者 や 、 医 療 的 ケ ア 児 等 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 、 精

神 障 が い 者 支 援 等 の 専 門 性 を 持 つ 相 談 員 が い る 場 合 は 、 事 業 所 の 報 酬 に

様々な 加算 が ある た め、事 業所 にもメ リ ットが あり ます。  

各 種 研 修 の 周 知 に よ る 人 材 の 「 量 」 の 確 保 と と も に 、 専 門 性 の 向 上 に

向 けて 各事 業所へ 働 きかけ ます 。  

 

②  障がい 者 総 合 相談 支 援セン タ ー と計画 相 談事業 所と の連携 促 進  

サービ ス利 用前の 相 談窓口 とし て「ク ロ ーバー 」の 役割は 重 要であ り、

増加す る相 談件数 に 応じた 機能 強化に つ いても 検討 します 。  

 また、サー ビス決 定後に 地域 の事業 所 に円滑 に橋 渡しで き るよう、障

がい者 への 計画相 談 支援の 利用 を促す と ともに 、総 合相 談支 援セン ター

と地域 の事 業所と の さらな る連 携を図 り 、障 がい 者、家族 、地域住 民等

にとっ てア クセス し やすい 相談 支援 体 制 の構築 を目 指しま す 。   

 

③  基幹相 談支 援セン タ ー を中 心と した質 の 向上  

各 計 画 相 談 事 業 所 に お け る 相 談 支 援 従 事 者 の 専 門 性 の 向 上 が 、 適 切 な

サービ ス選 定への ア セスメ ント 力を高 め ていき ます 。  

基 幹 相 談 支 援 セ ン タ ー は 、 支 援 者 を 支 援 す る 役 割 を 担 う セ ン タ ー と し

て 、 各 種 の 助 言 や 援 助 を 行 う ほ か 、 計 画 相 談 事 業 所 向 け の 研 修 や 事 例 の

検証な どを 行い 、 計 画相談 の質 の向上 を 目指し ます 。  

 

④  「地域 障害 者 自立 支 援協議 会 」 等を通 じ た市の 支給 方針の 共 有  

本計画 に位 置付け る 障 害福 祉 サ ービス 全 体の支 給計 画につ い ては、各

計画 相 談 事業 所 の 理 解と 協 力 によ り 決 定 方針 を 共 有す る こ と が重 要 で す。    

小田 原 市 ・箱 根 町 ・ 真鶴 町 ・ 湯河 原 町 地 域 障 害 者 自立 支 援 協 議会 等を

通じ、 各計 画相談 事 業所と 市と の支給 方 針の 共 有を 図りま す 。  
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 基本 目標 ８  障 が い福祉 人材 の確保 ・ 定着  

（１）現状認識  

他の基 本目 標にあ る サービ ス提 供体制 の 確保に おい ても 、 利 用者に 合っ

たサー ビス 選択を 支 援する 相談 支援体 制 の充実 にお いても 、 その根 幹と し

ては、 福祉 人材の 確 保・定 着が 極めて 重 要です 。  

近年、 医療 的ケア な どの複 雑で 専門的 な 対応が 必要 とされ る ニーズ が顕

在化し 、質 的にも 多 様化、 高度 化して い るため 、 強 度行動 障 害のあ る方 へ

の 対応 や医 療的ケ ア に対応 でき る専門 性 のある 人材 の確保 も 重要で す。  

（２）課題  

  ・ 障 が い 福 祉 分 野 で 就 労 希 望 者 が な か な か 増 え ず 、 新 し く 働 こ う と す る

方を増 やす 対策が 必 要であ る。  

・施設 入所や 短期 入 所 等に おい て、強 度 行動障 害の ある方 へ の対応 など、

専 門 性 の 不 足 に よ り 施 設 職 員 へ の 負 担 が 大 き い こ と が 、 中 途 退 職 の 一

因にも なっ ており 、 職員の 専門 性の向 上 が求め られ ている 。  

 

（３）  基本的な考え方  

  福祉の現場で働く 人材の 「量 」の 確保を 目指 すとと も に、研 修機 会の

活 用や 事業 者間の 情 報共有 によ る「専 門 性」の 向上 、人材 を 確保す る事

業所側 への 支援も 含 めて、 人材 の確保 と 定着に 総合 的に取 り 組みま す。  

 

①  福祉の 現場 で新た に 働く人 材へ の ＰＲ 

障 が い 福祉 の 現 場 が 魅 力 的 でや り が い の あ る 職 場で あ る こ と の 周 知に   

ついて 、官 民で協 働 して取 り組 みます 。  

 

②  専門性 向上 のため の 研修の 受 講  

小 田 原 市 が 受 講 者 の 取 り ま と め を 行 っ て い る 県 の 研 修 は 、 相 談 支 援 従

事 者 初 任 者 研 修 と 主 任 相 談 支 援 専 門 員 養 成 研 修 な ど が あ り ま す が 、 今 後

は 「 強 度 行 動 障 害 支 援 者 養 成 研 修 」 な ど 職 員 の 専 門 性 向 上 の た め の 県 の

研修に つい ても市 内 事業所 等に 受 講を 促 します 。  
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③  事業者 間の 情報共 有  

事業者 側を 支援す る 基幹相 談支 援セン タ ーを 中 心に 、各 種の 研修や 多職

種間の 連携 を推進 し 、事業 者間 の専門 性 の向上 を促 進しま す 。  

 ま た 、 グ ル ー プ ホ ー ム な ど の 民 間 事 業 者 間 の 協 議 会 な ど の 情 報 共 有 の

取組に つい ても、 行 政とし ても 積極的 に 支援し てい きます 。  

 

 

  

障がい福祉の分野で働くことに興味のある人  

障がい福祉事業所  

神奈川県  

小田原市  

各種研修の周知  

事業所間  

の協議体  
情報共有  

各種研修の実施  

支援  参画  

基幹相談支援センター  
委託  

各種研修や助言  

魅力ある仕事の PR 
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第３章  計画の実現に向けた目標値の設定  

８つの 基本 目標の 実 現に向 けて、令和 11 年度ま での計 画期 間につ いて、国

の基本 指針 に基づ き 目標値 等を 設定し ま す 。  

国の基 本指 針に指 定 のある もの は、令 和 ８年度 を目 標年度 と してい ます 。  

 

１  福祉施設入所者の地域生活への移行  

 入 所 施 設 の 定 員 が 増 え て い な い 中 、 施 設 入 所 を 希 望 し て も 入 れ な い 方 が 入

所でき るよ う、現 在 入所 し てい る 利用 者 の地域 生活 への 移 行 を促進 しま す。  

 前 計 画 期 間 に お け る 地 域 生 活 移 行 者 の 目 標 値 は 12 人 を 下 回 る 見 込 み で す

が、施 設入 所者数は 192 人の 目標値 を超 え て減 少傾 向にあ り ます。  

 新た な目 標値と し て、 年 間を 通じ て 1 人の利 用で ある地 域 移行支 援の 利用

者数を 新設 すると と もに 、国の 基本 指針 に基づ き、以下 の と お り設 定し ます。  

 

項   目  数 値 等  考 え 方  

施 設 入 所 者 数  

前 計 画  
目 標 値  

―  192 人  令 和 ５ 年 度 末 の 入 所 者 数  

基 準 値  A 189 人  令 和 ４ 年 度 末 の 入 所 者 数  

目 標 値  B  180 人  
令 和 ８ 年 度 末 の 入 所 者 数  
（ 【 A】 の ５ ％ 削 減 ）  

※ 国 の 基 本 指 針 に 基 づ く  

地 域 生 活 移 行 者 数  

前 計 画  
目 標 値  

C 12 人  
令 和 ３ 年 度 ～ 令 和 ５ 年 度
の 地 域 生 活 移 行 者 数  

基 準 値  D ７ 人  
令 和 ３ 年 度 ～ 令 和 ５ 年 度
の 地 域 生 活 移 行 者 数   
※ 精 神 科 病 院 か ら の 移 行 も 含 む  

目 標 値  ―  16 人  

令 枝 ６ 年 度 ～ 令 和 ８ 年 度
の 地 域 生 活 移 行 者 数  
<【 A】 の ６ ％ ＋ (C-D） >  

※ 国 の 基 本 指 針 に 基 づ く  

地 域 移 行 支 援  
利 用 者 数  

基 準 値  ―  1 人  
令 和 ４ 年 度 に お け る 年 間
利 用 人 数  

目 標 値  ―  ４ 人  
令 和 ８ 年 度 に お け る 年 間
利 用 人 数  
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                地域生 活に 移行し た 障がい 者数   

移行先  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

グループホーム 
※ １  ２  ２  ４  ２  ４  １  

居宅  ―  ―  ―  ０  ０  ０  

その他  ―  ―  ―  ０  ０  ０  

※ グ ル ー プ ホ ー ム 家 賃 助 成 事 業 の 対 象 者 （ 精 神 科 病 院 か ら の 退 院 を 含 む 、 生 活 保 護 受 給 者 を 含 ま ず ）  

※ 令 和 ５ 年 度 は 1 0 月 時 点  

 

 

 

精 神 障 が い に も 対 応 し た 地 域 包 括 ケ ア シ ス テ ム の 構 築 に つ い て は 、 基 本

目 標 ３ の と お り 、 精 神 科 病 院 側 に 啓 発 を 進 め る 県 の 取 組 と 連 携 し な が ら 、

長期入 院患 者の現 状 や入院 期間 などの 把 握を進 めま す。  

また、「 小田 原市・箱 根町・真鶴町・湯 河 原町地 域障 害者自 立 支援協 議会」

に つ い て は 、 引 き 続 き 定 期 的 に 開 催 を 続 け 、 支 援 者 側 の 連 携 を 密 に す る こ

とによ り、 地域生 活 移行を 促進 します 。  

  

項 目  令和４年度 目 標 値  目 標 値 の 考 え 方  

保 健 、 医 療 及 び 福 祉 関 係 者 に よ る
協 議 の 場 の 開 催 回 数  

２ 回  ２ 回  
令 和 ８ 年 度 の  
開 催 回 数  

保 健 、 医 療 及 び 福 祉 関 係 者 に よ る
協 議 の 場 へ の 関 係 者 の 参 加 者 数  

27 人  30 人  
令 和 ８ 年 度 の  
の べ 参 加 者 数  

保 健 、 医 療 及 び 福 祉 関 係 者 に よ る
協 議 の 場 に お け る 目 標 設 定 及 び 評
価 の 実 施 回 数  

１ 回  １ 回  
令 和 ８ 年 度 の  
実 施 回 数 見 込  

精 神 障 が い 者 の 地 域 移 行 支 援  １ 人  ２ 人  
令 和 ８ 年 度 の  
年 間 の 実 利 用 者 数  

精 神 障 が い 者 の 地 域 定 着 支 援  ２ 人  ３ 人  
令 和 ８ 年 度 の  
年 間 の 実 利 用 者  

精 神 障 が い 者 の 共 同 生 活 援 助  42 人  50 人  
令 和 ８ 年 度 の  
年 間 の 実 利 用 者 数  

精 神 障 が い 者 の 自 立 生 活 援 助  ０ 人  １ 人  
令 和 ８ 年 度 の  
年 間 の 実 利 用 者 数  

精 神 障 が い 者 の 自 立 訓 練（ 生 活 訓 練 ） ０ 人  1 人  
令 和 ８ 年 度 の  
年 間 の 実 利 用 者 数  

  

２  精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築  
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３  福祉施設から一般就労への移行等  

直 近 ５ 年 間 の 一 般 就 労 へ の 移 行 の 実 績 は 、 令 和 ２ 年 度 以 降 の コ ロ ナ 禍 の

影 響 に お い て も 利 用 者 数 は 増 加 を 続 け て い ま す が 、 一 般 就 労 へ の 移 行 者 数

は 目標 値を 下回っ て います 。  

          一般 就労 への移 行 者数  

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度※ 前 回 目 標 値 

（令和５年度末） 

２３人  １９ 人  ２０人  ２５人  １４人  ３０人  

  

 基 本 目 標 ５ の と お り 、 利 用 者 の ニ ー ズ に 合 わ せ て ス テ ッ プ ア ッ プ す る 利

用 を 促 し ま す 。 各 サ ー ビ ス の 目 標 値 は 、 国 の 基 本 指 針 に 基 づ き 令 和 ３ 年 度

を基準 とし 、前計 画 の目標 値を もとに 、 次のと おり 設定し ま す。  

 

項 目  

基 準 値  

（令和３年度） 

目 標 値  

（令和８年度） 
備 考  

前 回 目 標 値  
(令和５年度) 

（令和３年度比） 

一般就労 への移 行者 数 20 人  34 人  一 般 就 労 に 移 行 し た 就 労

支 援 事 業 の 年 間 利 用 者 数  

（ 国 の 基 準 値  1 . 2 8 倍 ）  （ 30 人 ）  （ 1.70 倍 ）  

 就 労 移 行 支 援  10 人  20 人  一 般 就 労 に 移 行 し た 就 労

移 行 支 援 の 利 用 者 数  

（ 国 の 基 準 値  1 . 3 1 倍 ）  （ 20 人 ）  （ 2 .00 倍 ）  

就 労 継 続 支 援 A 型  2 人  3 人  一 般 就 労 に 移 行 し た 就 労

継 続 支 援 A 型 の 利 用 者 数  

（ 国 の 基 準 値  1 . 2 9 倍 ）  （ 1 人 ）  (1.50 倍 ）  

就 労 継 続 支 援 B 型  8 人  11 人  一 般 就 労 に 移 行 し た 就 労

継 続 支 援 B 型 の 利 用 者 数  

（ 国 の 基 準 値  1 . 2 8 倍 ）  （ 7 人 ）  （ 1.38 倍 ）  

項 目  
基 準 値  

（令和３年度） 

目 標 値  

（令和８年度） 
備 考  

就

労

定

着  

就 労 定 着 支 援 事 業

利 用 者 数  

20 人  

 

29 人 … ①  年 間 の 就 労 定 着 支 援 の

利 用 者 数  
（ 1.41 倍 ）  

就 労 定 着 支 援 事 業

の 就 労 定 着 者 数  

 18 人  就 労 定 着 支 援 の 利 用 の

う ち 、 令 和 ８ 年 度 中 に

就 労 が 定 着 し た 人 数  （ ①  ×0.7）  

 

※令和５年度は 10 月時点  
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各 就 労 系 サ ー ビ ス の 利 用 者 数 に つ い て は 、 就 労 移 行 支 援 や 就 労 継 続 支 援

Ａ 型 の 利 用 者 増 加 を 図 り つ つ 、 各 事 業 者 の サ ー ビ ス の 質 を 確 保 す る た め 、

利用者 のニ ーズに あ った供 給量 となる よ う調整 を検 討しま す 。  

  

 

（１） 障害 児通所 支 援の平 均利 用日数 の 検討  

  障害 児通 所支 援 におい ては、基本 目 標５の とお り、保 育 所等訪 問支 援の利

用促進 を図 ります 。また、療 育が 必要 な 児童が 必要 な時に 身 近なと ころ で利

用でき るよ う、特に 一人当 たり の利用 日 数の多 い放 課後等 デ イサー ビス にお

い て 段 階 的 な 支 給 決 定 を 図 り な が ら 、 適 正 な 利 用 機 会 の 提 供 を 目 指 し ま す 。 

 

 

（２） 発達 障 がい 者 等支援 体 制 の一層 の 充実  

  発達 障が い者 等 の早期 発見・早期 支 援には 、発達 障が い 者等及 びそ の家

族等へ の支 援が重 要 である ため 、保護者 等が子 ども の発達 障 がいの 特性 を

理解し 、必要 な知 識 や方法 を身 に着け 、適切な 対応 ができ る よう、神奈川

就労系サービス 

の 種 類  

令 和 ５ 年 10 月 時 点  

実利用者数  

     ①  

市 内 の

事業所数 

市内事業所 

の定員数② 

② ― ①  

就 労 移 行 支 援  53 人  ４  177 人  124 人  

就労継続支援 A 型 47 人  ２  40 人  -7 人  

就労継続支援 B 型 525 人  25 637 人  112 人  

生 活 介 護  457 人  15 599 人  142 人  

４  障が い児支援の提供体 制の整備  

障害児通所支援 

の 種 類  

令 和 ５ 年 10 月 時 点  

実利用者数 

①   

総 利 用 日 数 (平 均 )  市 内 の

事業所数 

市内事業所 

の定員数② 

② ― ①  

児 童 発 達 支 援  267 人  1814 日 (6.8 日 /人 )  9 180 人  －  87  

放 課 後 等 デ イ  394 人  4853 日 (12.3日/人) 19 203 人  － 191  

保 育 所 等 訪 問  12 人   13 日 ( 1.1 日 /人 ）  3 ―   
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県発達 障害 支援セ ン ターを 始め とした 関 係機関 の協 力を得 な がら、ペ アレ

ントプ ログ ラムや ペ アレン トト レーニ ン グ等、発 達障 がい者 等及び その 家

族等に 対す る支援 体 制を強 化し、障害児 通所支 援と の相乗 効 果によ る適 切

な支援 に取 り組み ま す。  

 
ペ ア レ ン ト ト レ ー ニ ン グ 等 の 支 援 プ ロ グ ラ ム 等 の 実 施 見 込  

 

項 目  目 標 値  考 え 方  

ペ ア レ ン ト ト レ ー ニ ン グ や ペ ア レ
ン ト プ ロ グ ラ ム 等 の 支 援 プ ロ グ ラ
ム 等 の 受 講 者 数  

15 人  
令 和 11 年 度 に お け る  
市 施 設 で の 受 講 者 数  

ペ ア レ ン ト メ ン タ ー の 人 数  １ 人  
令 和 11 年 度 に お け る  
市 施 設 に 配 置 す る  
ペ ア レ ン ト メ ン タ ー の 人 数  

 

５  地 域 に お け る 相 談 支 援 体 制 の 充 実  

 

（１） 計画 相談支 援 の利用 促進  

   基 本目 標７ の とおり 、計画 相談 支 援及び 障害 児相談 支 援につ いて は、大

人が約 ７割 、児童 が 約３割 の利 用率と な ってい ます 。  

   基 本目 標４ の とおり、一般 就労 へ のステ ップ アップ に 向けた サー ビス利

用を促 すな ど、障 が い者の 計画 相談支 援 の利用 促進 を図り ま す。  

  ま た 、 障 害 児 通 所 支 援 に お い て も 、 モ ニ タ リ ン グ に 基 づ い た 利 用 量 の 段

階的な 決定 を図る た め、障 害児 相談支 援 の利用 率の 向上を 図 ります 。  

 

    相 談支 援の利 用 率  

相 談 支 援 の  

種 類  

基 準 値  令 和 ５ 年 度 （ 10 月 時 点 ）  目 標 値  

利 用 者 数  サービス利用者総数 利 用 率  （令和８年度） 

計 画 相 談 支 援  1,152 人  1,687 人  68.3％  75.0％  

障害児相談支援 221 人  752 人  29.4％     50.0％  
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（２） 基幹 相談支 援 センタ ーの 機能充 実  

  事 業 者 を 支 援 す る 基 幹 相 談 支 援 セ ン タ ー に つ い て は 、 引 き 続 き 総 合 的 な

相談支 援体 制の構 築 に向け て、事 業者 に 対する 専門 的な指 導・助言、人材

育成等 、各 種機能 の さらな る充 実を図 り ます。  

 

 地 域 の 相 談 支 援 体 制 の 強 化 の 実 施 見 込  

項 目  
基 準 値  
（ R 4）  

目 標 値  
（ R11）  

考 え 方  

地 域 の 相 談 支 援 事 業 者 に 対 す る
訪 問 等 に よ る 専 門 的 な 指 導 ・ 助
言 件 数  

1,992 件  2,000 件  
令 和 11 年 度 に お け る
基 幹 相 談 支 援 セ ン タ
ー に よ る 対 応 件 数  

地 域 の 相 談 支 援 事 業 者 の 人 材 育
成 の 支 援 件 数  

14 件  15 件  

令 和 11 年 度 に お け る
基 幹 相 談 支 援 セ ン タ
ー に よ る 研 修 等 実 施
件 数  

地 域 の 相 談 機 関 と の 連 携 強 化 の
取 組 の 実 施 回 数  

49 件  50 回  

令 和 11 年 度 に お け る  
基 幹 相 談 支 援 セ ン タ
ー に よ る 取 組 の 実 施
回 数  

   

６  障 害 福 祉 サ ー ビ ス の 質 を 向 上 さ せ る 取 組  

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 が 多 様 化 す る 中 、 利 用 者 が 住 み 慣 れ た 地 域 で 安 心 し

て 暮 ら せ る よ う に す る に は 、 必 要 な サ ー ビ ス を 確 実 に 提 供 す る こ と が 必 要

で す 。 そ の た め に 担 当 職 員 の 制 度 の 理 解 を 深 め る た め の 取 組 を 行 い ま す 。

また、障 害者 自立 支 援 給付 審査 支払等 シ ステム 等を 活用し た 審査結 果等 を、

事業者 や関 係自治 体 と共有 し、障 害福 祉 サービ ス等 の質の 向 上を図 りま す。 

 

障 害 福 祉 サ ー ビ ス の 質 を 向 上 さ せ る 取 組 の 実 施 見 込  

項 目  
基 準 値  
（ R 4）  

目 標 値  
（ R11）  

考 え 方  

神 奈 川 県 が 実 施 す る 障 害 福
祉 サ ー ビ ス 等 に 係 る 研 修 そ
の 他 の 研 修 へ の 職 員 の 参 加  

２ 人  ３ 人  

令 和 11 年 度 の 相 談 支 援
従 事 者 研 修 等 へ の 参 加 見
込 人 数  
（ 他 課 ・ 委 託 先 職 員 含 む ）  

障 害 者 自 立 支 援 給 付 審 査 支
払 等 シ ス テ ム に よ る 審 査 結
果 等 の 共 有  

無  有  
令 和 11 年 度 の 審 査 結 果
等 の 事 業 所 や 関 係 自 治 体
等 と の 共 有 体 制 の 有 無  

０ 回  １ 回  
令 和 11 年 度 の 審 査 結 果
等 の 事 業 所 や 関 係 自 治 体
等 と の 共 有 の 実 施 回 数  
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１  サ ー ビ ス 等 の 概 要  

 

〇　障害福祉サービス等のサービス体系

居宅介護（身体介護・家事援助・通院等介助・通院等乗降介助）

自立訓練（機能訓練・生活訓練・宿泊型）

継続サービス利用支援（モニタリング）

地域相談支援（特例地域相談支援）

計画相談支援（特例計画相談支援）

施設入所支援

障害福祉サービス

介護給付（特例介護給付）

重度訪問介護

同行援護

行動援護

療養介護

生活介護

短期入所

重度障害者等包括支援

訓練等給付（特例訓練等給付）

就労移行支援

就労継続支援（Ａ型・Ｂ型）

就労定着支援

自立生活援助

サービス利用支援

共同生活援助

地域移行支援

地域定着支援

第４章  
障害福祉サービス等及び障害児通所支援等
の利用実績  
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(1) 訪 問系 サービ ス  

居 宅 介 護 （ ホ ー ム ヘ ル プ ）  

ヘ ル パ ー が 居 宅 を 訪 問 し 、 入 浴 、 排 せ つ 、 食 事 な ど の 介 護 や 調 理 、 洗

濯 、 掃 除 な ど の 家 事 、 生 活 な ど に 関 す る 相 談 及 び 助 言 、 そ の 他 の 生 活 全

般 に わ た る 援 助 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  

重 度 訪 問 介 護  

ヘ ル パ ー が 居 宅 を 訪 問 し 、 重 度 の 肢 体 不 自 由 者 ま た は 重 度 の 知 的 障 が

い 若 し く は 精 神 障 が い に よ り 行 動 に 著 し い 困 難 が あ る 常 時 介 護 を 要 す る

人 に 対 し 、 入 浴 、 排 せ つ 、 食 事 な ど の 介 護 や 調 理 、 洗 濯 、 掃 除 な ど の 家

事 、 生 活 な ど に 関 す る 相 談 及 び 助 言 、 そ の 他 の 生 活 全 般 に わ た る 援 助 、

外 出 時 に お け る 移 動 中 の 介 護 を 総 合 的 に 行 う と と も に 、 病 院 等 に 入 院 ま

た は 入 所 し て い る 障 が い 者 に 対 し 、 意 思 疎 通 な ど の 支 援 を 行 う サ ー ビ ス

で す 。  

同 行 援 護  

視 覚 障 が い に よ り 、 移 動 に 著 し い 困 難 が あ る 障 が い 者 等 に 対 し 、 外 出

時 に お い て 、 障 が い 者 等 に 同 行 し 、 移 動 に 必 要 な 情 報 を 提 供 す る と と も

に 、 移 動 の 援 護 、 そ の 他 の 障 が い 者 等 が 外 出 す る 際 に 必 要 な 援 助 を 行 う

サ ー ビ ス で す 。  

行 動 援 護  

知 的 障 が い ま た は 精 神 障 が い に よ り 、 行 動 に 著 し い 困 難 が あ る 常 時 介

護 が 必 要 な 障 が い 者 等 に 対 し 、 行 動 す る 際 に 生 じ 得 る 危 険 を 避 け る た め

に 必 要 な 援 護 、 外 出 時 に お け る 移 動 中 の 介 護 、 排 せ つ 及 び 食 事 等 の 介

護 、 そ の 他 行 動 す る 際 に 必 要 な 援 助 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  

重 度 障 害 者 等 包 括 支 援  

常 時 介 護 を 必 要 と し 、 意 思 疎 通 に 著 し い 支 障 が あ る 肢 体 不 自 由 者 、 知

的 障 が い ま た は 精 神 障 が い に よ り 行 動 に 著 し い 困 難 が あ る 障 が い 者 等 に

対 し 、 居 宅 介 護 、 重 度 訪 問 介 護 、 同 行 援 護 、 行 動 援 護 、 生 活 介 護 、 短 期

入 所 、 自 立 訓 練 、 就 労 移 行 支 援 、 就 労 継 続 支 援 、 就 労 定 着 支 援 、 自 立 生

活 援 助 及 び 共 同 生 活 援 助 を 包 括 的 に 提 供 す る サ ー ビ ス で す 。  
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(2) 日 中活 動系サ ー ビス  

療 養 介 護  

病 院 な ど へ の 長 期 入 院 に よ る 医 療 に 加 え 、 常 時 介 護 を 必 要 と す る 人 で

あ っ て 、 障 害 支 援 区 分 ６ に 該 当 し 、 気 管 切 開 を 伴 う 人 工 呼 吸 器 に よ る 吸

引 管 理 を 行 っ て い る 人 若 し く は 障 害 支 援 区 分 ５ 以 上 の 筋 ジ ス ト ロ フ ィ ー

患 者 又 は 重 度 心 身 障 が い 者 を 対 象 に 、 機 能 訓 練 や 療 養 上 の 管 理 、 看 護 、

介 護 及 び 日 常 生 活 上 の 世 話 、 そ の 他 の 必 要 な 医 療 を 、 医 療 機 関 に お い て

提 供 す る サ ー ビ ス で す 。  

生 活 介 護  

常 時 介 護 を 必 要 と す る 障 が い 者 等 に 対 し 、 主 に 昼 間 に お い て 、 障 害 者

支 援 施 設 な ど で 入 浴 、 排 せ つ 、 食 事 な ど の 介 護 、 創 作 的 活 動 ま た は 生 産

活 動 の 機 会 の 提 供 、 そ の 他 の 身 体 機 能 ま た は 生 活 能 力 の 向 上 の た め に 必

要 な 援 助 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  

自 立 訓 練 （ 機 能 訓 練 ）  

障 害 者 支 援 施 設 等 に お い て 、 必 要 な 援 助 を 要 す る 障 が い 者 で あ っ て 、

地 域 生 活 を 営 む 上 で 支 援 が 必 要 な 障 が い 者 に 対 し 、 身 体 機 能 ・ 生 活 能 力

の 維 持 ・ 回 復 の た め の 理 学 療 法 、 作 業 療 法 そ の 他 必 要 な リ ハ ビ リ テ ー シ

ョ ン 、 生 活 等 に 関 す る 相 談 及 び 助 言 そ の 他 必 要 な 支 援 を 行 う サ ー ビ ス で

す 。  

自 立 訓 練 （ 生 活 訓 練 ）  

地 域 生 活 を 営 む 上 で 支 援 が 必 要 な 障 が い 者 に 対 し 、 必 要 と な る 入 浴 、

排 せ つ 、 食 事 や 家 事 な ど の 日 常 生 活 能 力 を 維 持 ・ 向 上 さ せ る た め に 必 要

な 支 援 、 相 談 及 び 助 言 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  

就 労 移 行 支 援  

就 労 を 希 望 す る 障 が い 者 で あ っ て 、 通 常 の 事 業 所 に 雇 用 さ れ る こ と が

可 能 と 見 込 ま れ る 人 に 、 生 産 活 動 、 職 場 体 験 そ の 他 の 活 動 の 機 会 を 提 供

し 、 就 労 に 必 要 な 知 識 及 び 能 力 の 向 上 の た め の 訓 練 、 求 職 活 動 に 関 す る

支 援 、 そ の 適 性 に 応 じ た 職 場 の 開 拓 、 就 職 後 に お け る 職 場 へ の 定 着 の た

め に 必 要 な 相 談 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  

就 労 継 続 支 援 （ Ａ 型 ）  

企 業 等 に 就 労 す る こ と が 困 難 な 障 が い 者 で あ っ て 、 適 切 な 支 援 に よ り

雇 用 契 約 に 基 づ く 就 労 が 可 能 で あ る 人 を 対 象 に 、 雇 用 契 約 に 基 づ き 、 生

産 活 動 そ の 他 の 活 動 の 機 会 の 提 供 そ の 他 の 就 労 に 必 要 な 知 識 及 び 能 力 の

向 上 の た め に 必 要 な 訓 練 な ど の 支 援 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  
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就 労 継 続 支 援 （ Ｂ 型 ）  

通 常 の 事 業 所 に 雇 用 さ れ る こ と が 困 難 な 障 が い 者 を 対 象 に 、 生 産 活 動

そ の 他 の 活 動 の 機 会 の 提 供 、 就 労 に 必 要 な 知 識 及 び 能 力 の 向 上 の た め に

必 要 な 訓 練 な ど の 支 援 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  

就 労 定 着 支 援  

就 労 移 行 支 援 等 （ 生 活 介 護 、 自 立 訓 練 、 就 労 移 行 支 援 ま た は 就 労 継 続

支 援 ） の 利 用 を 経 て 一 般 就 労 へ 移 行 し た 障 が い 者 の 就 労 の 継 続 を 図 る た

め 、 企 業 、 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所 、 医 療 機 関 等 と の 連 絡 調 整 、 日 常 生

活 及 び 社 会 生 活 上 の 各 般 の 問 題 に 関 す る 相 談 、 指 導 及 び 助 言 等 の 支 援 を

行 う サ ー ビ ス で す 。  

短 期 入 所 （ シ ョ ー ト ス テ イ ）  

介 護 者 の 病 気 な ど の 理 由 か ら 、 一 時 的 に 障 が い 児 者 の 介 護 が で き な い

と き な ど に 、 障 害 者 支 援 施 設 等 へ 短 期 間 の 入 所 を さ せ る こ と に よ り 、 入

浴 、 排 せ つ 、 食 事 の 介 助 な ど の 支 援 を 提 供 す る サ ー ビ ス で す 。  

(3) 居 住系 サービ ス  

共 同 生 活 援 助 （ グ ル ー プ ホ ー ム ）  

共 同 生 活 援 助 （ グ ル ー プ ホ ー ム ） は 、 共 同 生 活 を 行 う 住 居 で 、 主 に 夜

間 に お い て 、 相 談 や 入 浴 、 排 せ つ 又 は 食 事 の 介 護 そ の 他 の 日 常 生 活 上 の

援 助 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  

 介 護 サ ー ビ ス 包 括 型 共 同 生 活 援 助  

事 業 所 の 従 業 者 が 、 相 談 や 家 事 等 の 日 常 生 活 上 の 援 助 と 入 浴 等  

の 介 護 を 合 わ せ て 行 い ま す 。  

外 部 サ ー ビ ス 利 用 型 共 同 生 活 援 助  

共 同 生 活 援 助 事 業 所 の 従 業 者 が 、 相 談 や 家 事 等 の 日 常 生 活 上 の  

援 助 の み を 行 い 、 入 浴 等 の 介 護 は 事 業 所 が 委 託 契 約 を 結 ん だ 指 定  

居 宅 介 護 事 業 者 が 行 い ま す 。  

日 中 サ ー ビ ス 支 援 型 共 同 生 活 援 助  

事 業 所 の 従 業 者 が 、 2 4 時 間 支 援 体 制 を 確 保 し 、 相 談 や 家 事 等 の  

日 常 生 活 上 の 援 助 と 入 浴 等 の 介 護 を 合 わ せ て 行 い ま す 。  

施 設 入 所 支 援  

障 害 者 支 援 施 設 に 入 所 す る 障 が い 者 等 に 対 し 、 主 に 夜 間 に お い て 、 入

浴 、 排 せ つ 、 食 事 等 の 介 護 、 生 活 等 に 関 す る 相 談 及 び 助 言 そ の 他 の 日 常

生 活 上 の 支 援 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  



 
35 

自 立 生 活 援 助  

地 域 に お い て 単 身 等 で 生 活 す る 障 が い 者 等 を 対 象 に 、 定 期 的 な 巡 回 訪

問 や 随 時 通 報 を 受 け て の 訪 問 、 相 談 対 応 等 に よ り 、 日 常 生 活 を 営 む 上 で

の 各 般 の 問 題 を 把 握 し 、 必 要 な 情 報 提 供 、 助 言 、 相 談 、 関 係 機 関 と の 連

絡 調 整 等 の 必 要 な 支 援 を 提 供 す る サ ー ビ ス で す 。  

(4) 相 談支 援  

計 画 相 談 支 援  

サ ー ビ ス 利 用 支 援 及 び 継 続 サ ー ビ ス 利 用 支 援 が あ り ま す 。  

 サ ー ビ ス 利 用 支 援  

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 の 支 給 申 請 に 際 し 、希 望 す る 障 害 福 祉 サ ー ビ ス

等 の 種 類 及 び 内 容 等 に つ い て 記 載 し た 、「 サ ー ビ ス 等 利 用 計 画 案 」の

作 成 を 行 い ま す 。  

障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 の 支 給 決 定 後 に 、障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所 等 と

の 連 絡 調 整 等 を 行 う と と も に 、支 給 決 定 に 係 る 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 の

種 類 及 び 内 容 を 記 載 し た 「 サ ー ビ ス 等 利 用 計 画 」 を 作 成 し ま す 。  

継 続 サ ー ビ ス 利 用 支 援  

支 給 決 定 の 有 効 期 間 内 に 、支 給 決 定 を 受 け た 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 に

係 る「 サ ー ビ ス 等 利 用 計 画 」が 適 切 か ど う か 、利 用 状 況 等 を 検 証（ モ

ニ タ リ ン グ ） し 、 必 要 に 応 じ 「 サ ー ビ ス 等 利 用 計 画 」 を 見 直 し ま す 。 

地 域 相 談 支 援  

 地 域 移 行 支 援 と 地 域 定 着 支 援 が あ り ま す 。  

 地 域 移 行 支 援  

地 域 に お け る 生 活 に 移 行 す る た め に 重 点 的 な 支 援 を 必 要 と す る 障

害 者 支 援 施 設 等 に 入 所 し て い る 障 が い 者 や 精 神 科 病 院 に 入 院 し て い

る 精 神 障 が い 者 等 に 対 し 、 住 居 の 確 保 そ の 他 の 地 域 生 活 移 行 の た め

の 活 動 に 関 す る 相 談 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を 提 供 し ま す 。  

地 域 定 着 支 援  

居 宅 に お い て 単 身 等 で 生 活 す る 障 が い 者 等 に 対 し 、 常 時 の 連 絡 体

制 を 確 保 し 、 障 が い の 特 性 に 起 因 し て 生 じ た 緊 急 の 事 態 等 に 際 し 、

相 談 や 緊 急 訪 問 等 の 支 援 を 提 供 し ま す 。  

就 労 選 択 支 援 【 新 規 】  

 令 和 ７ 年 10 月 か ら 施 行 が 見 込 ま れ る 新 た な サ ー ビ ス で 、 障 害 者 本 人 が

就 労 先 ・ 働 き 方 に つ い て よ り 良 い 選 択 が で き る よ う 支 援 し ま す 。  
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(5) 障 害児 通所支 援 等のサ ービ ス  

児 童 発 達 支 援  

療 育 を 行 う 必 要 が あ る と 認 め ら れ る 児 童 に 対 し 、 日 常 生 活 に お け る 基

本 的 な 動 作 の 指 導 、 知 識 ・ 技 能 の 付 与 、 集 団 生 活 へ の 適 応 訓 練 、 そ の 他

の 必 要 な 支 援 を 提 供 し ま す 。  

医 療 型 児 童 発 達 支 援  

上 肢 、 下 肢 又 は 体 幹 機 能 に 障 が い が あ り 、 理 学 療 法 等 の 機 能 訓 練 や 医

療 的 管 理 下 で の 支 援 等 が 必 要 と 認 め ら れ た 障 が い 児 に 対 し 、 日 常 生 活 に

お け る 基 本 的 な 動 作 の 指 導 、 知 識 技 能 の 付 与 、 集 団 生 活 へ の 適 応 訓 練 、

そ の 他 必 要 な 支 援 と 治 療 を 行 う サ ー ビ ス で す 。  

居 宅 訪 問 型 児 童 発 達 支 援  

重 症 心 身 障 が い 児 や 医 療 的 な ケ ア を 必 要 と す る 重 度 の 障 が い 児 で あ っ

て 、 障 害 児 通 所 支 援 を 受 け る た め に 外 出 す る こ と が 著 し く 困 難 な 障 が い

児 に 対 し 、 居 宅 を 訪 問 し 、 日 常 生 活 に お け る 基 本 的 な 動 作 の 指 導 、 知 識

技 能 の 付 与 、 そ の 他 必 要 な 支 援 を 提 供 し ま す 。  
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放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス  

就 学 中 の 障 が い 児 に 対 し 、 授 業 の 終 了 後 や 学 校 の 休 業 日 に 、 生 活 能 力

向 上 の た め の 訓 練 、 社 会 と の 交 流 の 促 進 、 そ の 他 必 要 な 支 援 を 提 供 し ま

す 。  

保 育 所 等 訪 問 支 援  

保 育 所 な ど を 訪 問 し 、 障 が い 児 に 対 し 、 集 団 生 活 に 適 応 す る た め の 専

門 的 な 支 援 、 そ の 他 の 必 要 な 支 援 を 提 供 し ま す 。  

障 害 児 相 談 支 援  

障 害 児 支 援 利 用 援 助 と 継 続 障 害 児 支 援 利 用 援 助 が あ り ま す 。  

 

 

障 害 児 支 援 利 用 援 助  

障 害 児 通 所 支 援 等 （ 児 童 発 達 支 援 、 放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス な ど ）

の 支 給 申 請 に 際 し 、 希 望 す る 障 害 児 通 所 支 援 等 の 種 類 及 び 内 容 等 に

つ い て 記 載 し た 「 障 害 児 支 援 利 用 計 画 案 」 の 作 成 を 行 い ま す 。  

障 害 児 通 所 支 援 等 の 支 給 決 定 後 に 、 障 害 児 通 所 支 援 事 業 所 等 と の

連 絡 調 整 等 を 行 う と と も に 、 支 給 決 定 に 係 る 障 害 児 通 所 支 援 等 の 種

類 及 び 内 容 を 記 載 し た 「 障 害 児 支 援 利 用 計 画 」 を 作 成 し ま す 。  

継 続 障 害 児 支 援 利 用 援 助  

支 給 決 定 の 有 効 期 間 内 に 、 支 給 決 定 を 受 け た 障 害 児 通 所 支 援 等 に

係 る 「 障 害 児 支 援 利 用 計 画 」 が 適 切 か ど う か 、 利 用 状 況 等 を 検 証

（ モ ニ タ リ ン グ ） し 、 必 要 に 応 じ 「 障 害 児 支 援 利 用 計 画 」 の 見 直 し

を 行 い ま す 。  

 

2 サ ー ビ ス 等 の 利 用 実 績  

第 ５ 期 及 び 第 ６ 期 計 画 期 間 に お け る 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 等 の 利 用 実 績 は 、 以 下 の  

と お り で す 。  

※  表 中 の 実 績 値 は 、 各 年 度 ３ 月 分 （ 例 ： 令 和 ３ 年 度 → 令 和 ４ 年 ３ 月 分 ）  

で す 。 令 和 ５ 年 度 は 、 令 和 ５ 年 ７ 月 の 実 績 値 で す 。  

※  単 位 の 「 人 日 」 は 、「 月 間 の 利 用 人 数 」 ×「 １ 人 １ 月 あ た り の 平 均 利 用  

日 数 」 で す 。  
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【訪問 系サ ービス 】  

総 利 用 時 間 、 実 利 用 者 数 と も に 、 概 ね 計 画 値 に 近 い 数 値 で 推 移 し て い ま

す。１人 １月 あたり の平均 利用 時間（総 利用時 間／ 実利用 者 数）は、下 表の

と お り 減 少 傾 向 に あ り ま す 。 障 が い 者 の 高 齢 化 に 伴 う 介 護 保 険 サ ー ビ ス 併

用者の 増加 などが 要 因とし て考 えられ ま す。  

１人１ 月あ たりの 平 均利用 時間 の推移  

第 ５ 期 計 画  第 ６ 期 計 画  

平 成 3 0 年 度  令 和 元 年 度  令 和 ２ 年 度  令 和 ３ 年 度  令 和 ４ 年 度  令 和 ５ 年 度  

2 5 . 2 8  h  2 4 . 6 5  h  2 8 . 2 8  h  2 8 . 3 3  h  2 5 . 4 2  h  2 3 . 6 5  h  

 

【日中 活動 系サー ビ ス】  

  令 和 ２ 年 度 か ら の 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響 に よ り 、 生 活 介 護 や

機能訓 練等 は減少 し てい ま した が、令 和 ５年度 から 回復傾 向 にあり ます 。  

自立訓 練（機 能訓練 ）は、利用 量は 多く ありま せん が、圏域 内の２ カ所 の

事業所 の利 用及び 圏 域外で の施 設入所 併 用の利 用が ありま す 。自立 訓練（生

活訓練）につ いて は 、圏域内 にサ ービ ス 提供事 業所 がなく 、圏域外 での 施設

入所併 用の 利用が 主 となっ てお り、利 用 者数の 増加 傾向が み られま す。  

 就労 移行 支援は 、圏域外 に精 神障が い 者や発 達障 がい者 向 けの 事 業所 が多

く、市内 からの 利用 も増加 して います 。また 、市 内の事 業所 も 令和 ４年 度に

1 カ 所 開設 し 、令 和 ５年度 にも 1 カ 所 開 設を予 定し ている こ とから 、 全 体と

して計 画を 上回っ て 利用者 数が 大きく 増 加して いま す。  

【訪問系サービス】 （上段：実績値　中段：見込値　下段：達成率）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

7,331 7,617 7,918 7,734 8,236 7,970

(7,400) (7,600) (7,800) (7,400) (7,500) (7,600)

99.1% 100.2% 101.5% 104.5% 109.8% 104.9%

290 309 280 273 324 337

(290) (300) (310) (340) (350) (360)

100.0% 103.0% 90.3% 80.3% 92.6% 93.6%

：達成率100％以上

居宅介護

重度訪問介護

同行援護

行動援護

重度障害者等

包括支援

第５期計画 第６期計画単

位
サービス種別

時

間

人
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就労継 続支 援（ Ａ型 ）につい ては、市内 で１ カ 所だ った事 業 所が、令 和４

年度に １カ 所開設 す るなど 、計画 を上 回 る利用 者数 の増加 が 続いて いま す。 

就 労 継 続 支 援 （ Ｂ 型 ） に つ い て は 、 雇 用 契 約 を 伴 わ な い 参 入 の し や す さ

か ら 、 主 に 軽 度 の 障 が い 者 を 対 象 と し た 事 業 所 数 が 年 々 増 加 し て い ま す 。

市内事 業 所 の定員 は 利用者 数を 上回っ て おり、利 用者 数も 増 加して いま す。 

短 期 入 所 利 用 者 は 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響 に よ り 、 事 業 所 の

受 け 入 れ 控 え な ど の 影 響 で 、 減 少 し て い ま し た が 回 復 傾 向 に あ り ま す 。

【日中活動系サービス】 （上段：実績値　中段：見込値　下段：達成率）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

8,712 9,370 9,905 9,390 9,246 9,143

(9,000) (9,300) (9,600) (10,000) (10,400) (10,800)

96.8% 100.8% 103.2% 93.9% 88.9% 84.7%

446 470 475 473 456 461

(430) (440) (450) (500) (520) (540)

103.7% 106.8% 105.6% 94.6% 87.7% 85.4%

104 89 102 26 12 15

(115) (118) (122) (90) (105) (120)

90.4% 75.4% 83.6% 28.9% 11.4% 12.5%

9 6 8 2 3 2

(14) (15) (15) (6) (7) (8)

64.3% 40.0% 53.3% 33.3% 42.9% 25.0%

2 47 42 71 123 112

(210) (210) (210) (100) (100) (100)

1.0% 22.4% 20.0% 71.0% 123.0% 112.0%

1 3 3 4 6 7

(10) (10) (10) (5) (5) (5)

10.0% 30.0% 30.0% 80.0% 120.0% 140.0%

670 439 483 555 903 956

(800) (840) (880) (630) (810) (990)

83.8% 52.3% 54.9% 88.1% 111.5% 96.6%

40 27 25 30 53 58

(40) (42) (44) (35) (45) (55)

100.0% 64.3% 56.8% 85.7% 117.8% 105.5%

サービス種別
単

位

第５期計画 第６期計画

就労移行支援

人

日

人

生活介護

人

日

人

自立訓練

（機能訓練）

人

日

人

自立訓練

（生活訓練）

人

日

人
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【日中活動系サービス】 （上段：実績値　中段：見込値　下段：達成率）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

496 740 844 886 969 888

(360) (400) (440) (800) (840) (880)

137.8% 185.0% 191.8% 110.8% 115.4% 100.9%

25 38 41 43 48 51

(18) (20) (22) (40) (42) (44)

138.9% 190.0% 186.4% 107.5% 114.3% 115.9%

7,254 7,159 8,175 8,283 9,014 8,732

(8,100) (8,600) (9,100) (7,700) (8,000) (8,300)

89.6% 83.2% 89.8% 107.6% 112.7% 105.2%

429 425 449 478 506 528

(430) (450) (470) (450) (470) (490)

99.8% 95.6% 95.5% 106.4% 107.7% 106.1%

5 8 14 20 22 19

(4) (5) (6) (9) (10) (11)

125.0% 160.0% 233.3% 222.2% 220.0% 172.7%

42 37 41 38 34 34

(39) (41) (43) (41) (42) (43)

107.7% 90.2% 95.3% 92.7% 81.0% 79.1%

612 436 233 189 336 409

(660) (680) (700) (500) (550) (600)

92.7% 64.1% 33.3% 37.8% 61.1% 68.2%

129 91 22 27 61 68

(150) (160) (170) (100) (110) (120)

86.0% 56.9% 12.9% 27.0% 55.5% 56.7%

40 24 20 16 25 41

(45) (45) (45) (50) (55) (60)

88.9% 53.3% 44.4% 32.0% 45.5% 68.3%

10 6 6 4 7 8

(11) (11) (11) (10) (11) (12)

90.9% 54.5% 54.5% 40.0% 63.6% 66.7%

サービス種別
単

位

第５期計画 第６期計画

：達成率100％以上

就労継続支援

（Ａ型）

人

日

人

就労継続支援

（Ｂ型）

人

日

人

就労定着支援

療養介護

短期入所

（医療型）

人

日

人

人

人

短期入所

（福祉型）

人

日

人
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【居住 系サ ービス 】  

グ ル ー プ ホ ー ム は 、 障 が い 者 が 地 域 で 暮 ら す た め の 居 住 の 場 と し て 重 要

な 社 会 資 源 と し て 、 施 設 入 所 者 の 地 域 生 活 移 行 や 、 家 族 と 在 宅 で 生 活 し て

い た 方 の 入 居 な ど に よ り 、 利 用 者 数 が 増 加 し て い ま す 。 市 内 に お け る グ ル

ープホ ーム の整備 も 毎年の よう にあり 、令和５年 10 月現 在 、市内 の共同 生

活援助 の定 員数が 331 人であ るため 、利 用者数 を上 回る供 給 量があ りま す。 

   施設 入所 支援は 、 国が 地域 生活移 行 の推進 に伴 う入所 者 数の削 減方 針に従

い 、 神 奈 川 県 で は 施 設 入 所 支 援 事 業 の 新 設 、 定 員 増 加 を 認 め な い 運 用 を 行 っ

ている ため 、 一定 の 利用者 数か らほぼ 横 ばいの 状況 が続い て います 。  

 

  

【相談 支援 】  

計画相 談支 援の利 用 者数は、平成 30 年 度 からモ ニタ リング 標 準期間 が変

更 さ れ 、 月 あ た り の 実 施 回 数 が 増 加 し て い ま し た 。 令 和 ２ 年 度 以 降 は 、 事

業所数 の２ カ所増 加 に伴い、全体 の 利 用 者数も約 258 人増 加 してい ます が、

サービ ス利 用者全 体 の伸び に追 いつか ず 、利用率 は７ 割を 下 回って いま す。 

地 域 移 行 支 援 に つ い て は 、 利 用 者 の 掘 り 起 こ し の ほ か 、 サ ー ビ ス 導 入 に

係る関 係機 関との 調 整等、体 制整 備に 多 くの時 間と 労力を 要 するこ とか ら、

利用実 績と しては 伸 び悩ん でい ます。  

【居住系サービス】 （上段：実績値　中段：見込値　下段：達成率）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

193 197 206 231 261 250

(190) (190) (202) (220) (240) (250)

101.6% 103.7% 102.0% 105.0% 108.8% 100.0%

193 196 196 195 190 186

(191) (190) (188) (193) (193) (192)

101.0% 103.2% 104.3% 101.0% 98.4% 96.9%

0 0 0 0 0 0

(1) (1) (1) (1) (1) (1)

0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

サービス種別
単

位

第５期計画 第６期計画

人

：達成率100％以上

人

共同生活援助

施設入所支援

自立生活援助 人
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地 域 定 着 支 援 に つ い て は 、 単 身 等 で 生 活 す る 方 の 緊 急 時 に 訪 問 、 相 談 な

ど に 対 応 す る 見 守 り 支 援 と し て 知 的 障 が い 者 や 精 神 障 が い 者 が 、 地 域 で の

生活に 移行 するに 際 し利用 され ていま す が、利用 者数 は伸 び 悩んで いま す 。 

 

相 談 支 援

の利用状況 

平 成 30 年 度 （ 10 月 時 点 ）  令 和 ５ 年 度 （ 10 月 時 点 ）  

利用者数/サービス総利用者数 利 用 率  利用者数/サービス総利用者数 利 用 率  

計画相談支援 1,078 人 / 1,429 人  75.4％  1,152 人 /1,687 人  68.2％  

障害児相談支援 207 人 /   557 人  37.1％  221 人 /  752 人  29.3％  

 

【障害 児通 所支援 等 】  

   障 害児 相談支 援 につい ては、障害 児 通所支 援の 利用者 数 の伸び に対 して、

相談支 援事 業所 が 不 足して おり 、利用 率 が３割 を下 回って い ます。  

   児 童発 達支援 に ついて は 、 市内で の 事業所 の開 設もあ り 、令和 ２年 度以

降も利 用者 が 微増 し ていま すが 、平均 利 用日数 は減 少して い ます。  

   放 課後 等デイ サ ービス は、 年々事 業 所数 が 増え ており 、 令和２ 年度 から

1.3 倍以 上 と大 幅に 利用者 数も 伸びて い ます 。 一方 、平均 利 用日数が 12.4

日と多 いた め、必 要 な児童 が身 近なエ リ アで利 用で きない 状 況があ りま す。 

   保 育所 等訪問 支 援は、 平成 30 年 度 から利 用者 数がほ ぼ 横ばい でし た が、

令和５ 年度 からは 大 幅な増 加が 見られ ま す。  

【相談支援】 （上段：実績値　中段：見込値　下段：達成率）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

169 229 245 239 251 256

(160) (170) (180) (270) (280) (290)

105.6% 134.7% 136.1% 88.5% 89.6% 88.3%

1 0 0 1 0 0

(2) (2) (2) (1) (1) (1)

50.0% 0.0% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0%

4 3 2 1 2 1

(2) (2) (2) (4) (5) (6)

200.0% 150.0% 100.0% 25.0% 40.0% 16.7%

サービス種別
単

位

第５期計画 第６期計画

計画相談支援 人

地域移行支援 人

地域定着支援 人

：達成率100％以上

＜再掲＞  
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 【障害児通所支援等】 （上段：実績値　中段：見込値　下段：達成率）

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

37 38 31 22 24 54

(50) (55) (60) (30) (35) (40)

74.0% 69.1% 51.7% 73.3% 68.6% 135.0%

1,534 1,244 1,961 1,715 1,663 1,599

(1,500) (1,550) (1,600) (2,100) (2,200) (2,300)

102.3% 80.3% 122.6% 81.7% 75.6% 69.5%

216 171 277 274 279 247

(180) (185) (190) (240) (250) (260)

120.0% 92.4% 145.8% 114.2% 111.6% 95.0%

0 0 0 0 0 0

－ － ー － － ー

－ － ー － － ー

0 0 0 0 0 0

－ － ー － － ー

－ － ー － － ー

0 0 0 0 0 0

－ － ー － － ー

－ － ー － － ー

0 0 0 0 0 0

－ － ー － － ー

－ － ー － － ー

3,494 3,415 3,926 3,622 4,634 4,780

(3,300) (3,350) (3,400) (4,200) (4,500) (4,800)

105.9% 101.9% 115.5% 86.2% 103.0% 99.6%

292 272 297 312 356 398

(260) (265) (270) (325) (345) (365)

112.3% 102.6% 110.0% 96.0% 103.2% 109.0%

2 3 4 4 3 14

(6) (8) (10) (12) (13) (14)

33.3% 37.5% 40.0% 33.3% 23.1% 100.0%

2 3 4 4 3 13

(6) (8) (10) (12) (13) (14)

33.3% 37.5% 40.0% 33.3% 23.1% 92.9%

：達成率100％以上

人

日

人

放課後等

デイサービス

居宅訪問型

児童発達支援

人

日

人

保育所等

訪問支援

人

日

人

児童発達支援

人

日

人

医療型

児童発達支援

人

日

人

サービス種別
単

位

第１期計画 第２期計画

障害児相談支援 人



 
44 

第５章  
障害福祉サービス等及び障害児通所支援等
の見込量及び見込量確保のための方策  

 

※  表中 の 実 績値 は 、各年 度３ 月分（ 例 ： 令和 ３ 年 度→ 令 和 ４ 年３ 月分 ）  

です。 令和 ５年度 は 、令和 ５年 ７月の 実 績値で す。  

※  単位 の「 人日 」 は、「月 間の 利用 者 数」×「 １人 １月あ たりの 平均 利用  

日数」 です。（本 章 におい て、 別に表 記 がない 限り 同様で す 。）  

 

１  訪 問 系 サ ー ビ ス  

(1) サ ービ スの見 込 量（ １ カ月 あたり ）  

こ れ ま で の 利 用 実 績 を 基 礎 と し つ つ 、 強 度 行 動 障 害 の あ る 方 へ の 行 動

援護の 利用 促進も 加 味し、 利用 時間及 び 利用者 数を 見込ん で います 。  

 訪問系サービスの見込量（ １カ月 あたり）   

居 宅 介 護 

重 度 訪 問 介 護 

同 行 援 護 

行 動 援 護 

重度障害者等包括支援 

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績  

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

7 , 7 3 4ｈ  8 , 2 3 6ｈ  7 , 9 7 0ｈ  

2 7 3 人  3 2 4 人  3 3 7 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

8 , 0 0 0ｈ  8 , 1 0 0ｈ  8 , 2 0 0ｈ  8 , 3 0 0ｈ  8 , 4 0 0ｈ  8 , 5 0 0ｈ  

3 4 0 人  3 5 0 人  3 6 0 人  3 7 0 人  3 8 0 人  3 9 0 人  

 

(2) 見 込量 確保の た めの方 策  

市 内 の 指 定 居 宅 介 護 事 業 所 及 び 指 定 重 度 訪 問 介 護 事 業 所 数 は 、 令 和 ５

年 10 月現在 32 カ 所と第 ６期 障がい 福 祉計画 の基 礎資料 と した 令 和２

年 6 月現在の 31 カ 所と比 べ、 １カ所 増 えてい ます 。  

１人当 たり の利用 時 間が減 少傾 向にあ り ますが 、全体の 利用 量は 、障

がいの 重度 化や介 護 者の高 齢化 により 増 加が見 込ま れ ます の で 、事業 の

拡大に つい て事業 者 に働き かけ を行い ま す。  
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２  日 中 活 動 系 サ ー ビ ス  

(1) サ ービ スの見 込 量（ １ カ月 あたり ）  

ア  生活 介護  

これま での 利用実 績 を基礎 とし つつ、特 別支援 学校 高等部 卒 業生の 進

路 選 択 の 予 測 を 加 味 し 、 増 加 傾 向 と し て い ま す 。 生 活 介 護 か ら 就 労 継

続 支 援 Ｂ 型 へ の 移 行 を 進 め な が ら も 、 施 設 入 所 者 や 在 宅 の 重 度 障 が い

の方の 利用 を見込 ん でいま す。  

 生活介護の見込量（ １カ月 あたり）   

生 活 介 護  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数     1 5 カ 所  

  

 定  員  数    5 9 9 人  

 

         (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

9 , 3 9 0人日 9 , 2 4 6人日 9 , 1 4 3人日 

4 7 3 人  4 5 6 人  4 6 1 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

9 , 2 0 0人日 9 , 4 0 0人日 9 , 6 0 0人日 9 , 8 0 0人日 9 , 8 0 0人日 9 , 8 0 0人日 

4 7 0 人  4 8 0 人  4 9 0 人  5 0 0 人  5 0 0 人  5 0 0 人  

 

イ  自立 訓練 （機 能 訓練）  

これま での 利用実 績 を基礎 とし 、利用 量 を見込 んで います 。  

一定の ニー ズ は継 続 的にあ る と 想定し 、 増加傾 向と し てい ま す。  

 自立訓練（機能訓練）の見込量（ １カ月あたり）   

自 立 訓 練  

（ 機 能 訓 練 ）  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数      １ カ 所  

  

 定  員  数     2 0 人  

 

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 6人日 1 2人日 1 5人日 

2 人  3 人  2 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

2 0人日 3 0人日 4 0人日 5 0人日 5 0人日 5 0人日 

5 人  6 人  7 人  8 人  8 人  8 人  
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ウ  自立 訓練 （生 活 訓練）  

これま での 利用実 績 を基礎 とし 、利用 量 を見込 んで います 。  

大幅な 利用 の 増加 は 見込ま れま せんが 、一定の ニー ズ は継 続 的にあ

るもの と想 定して い ます。  

 自立訓練（生活訓練）の見込量（ １カ月あたり）   

自 立 訓 練  

（ 生 活 訓 練 ）  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数      ０ カ 所  

  

 定  員  数     ０ 人  

 

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

7 1人日 1 2 3人日 1 1 2人日 

4 人  6 人  7 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

1 1 5人日 1 2 0人日 1 2 5人日 1 2 5人日 1 2 5人日 1 2 5人日 

8 人  9 人  1 0 人  1 0 人  1 0 人  1 0 人  

 

エ  就労 移行 支援  

利用実 績を 基礎と し つつ、特 別支 援学校 高等部 卒業 生の進 路 として、

一 定 の ニ ー ズ が あ る こ と を 加 味 し 、 利 用 量 の 増 加 を 想 定 し て い ま す 。 

月平均 で約 17 日 の 利用日 数を 見込み、就労継 続支 援から の ステッ

プアッ プ利 用を促 す こと に より 、利用者 数と利 用日 数の 増 加 を想定 し

ていま す。  

 就労移行支援の見込量（ １カ月 あたり）   

就 労 移 行 支 援  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数      ４ カ 所  

  

 定  員  数    1 7 7 人  

 

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

5 5 5人日 9 0 3人日 9 5 6人日 

3 0 人  5 3 人  5 8 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

1 0 0 0人日 1 1 0 0人日 1 2 0 0人日 1 2 7 5人日 1 3 6 0人日 1 4 5 0人日 

6 0 人  6 5 人  7 0 人  7 5 人  8 0 人  8 5 人  
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オ  就労 継続 支援 （ Ａ型）  

利用実 績を 基礎と し つつ、 利用 量を見 込 んでい ます 。  

1 人あた り約 20 日の 利用日 数を 見込む と ともに 、就 労継続 支 援（Ｂ

型）など から のス テ ップア ップ 利用を 促 すこと によ り、さ ら に増加傾

向が進 むも のと想 定 します 。  

 就労継続支援（ Ａ型）の見込量（ １カ月あたり）   

就 労 継 続 支 援  

（ Ａ 型 ）  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数     ２ カ 所  

  

 定  員  数     4 0 人  

 

       (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

8 8 6人日 9 6 9人日 8 8 8人日 

4 3 人  4 8 人  5 1 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

1 , 1 0 0人日 1 , 2 0 0人日 1 , 3 0 0人日 1 , 4 0 0人日 1 , 5 0 0人日 1 , 6 0 0人日 

5 5 人  6 0 人  6 5 人  7 0 人  7 5 人  8 0 人  

 

カ  就労 継続 支援 （ Ｂ型）  

利用実 績を 基礎と し つつ 、特別 支援学 校 高等部 卒業 生の進 路 として

の ニ ー ズ を 加 味 す る と と も に 、 就 労 移 行 支 援 等 へ の ス テ ッ プ ア ッ プ

利 用 を 促 す こ と に よ り 増 加 傾 向 が 緩 や か と な る ほ か 、 年 齢 や 利 用 目

的に沿 った 利用量 の 検討を 進め、平均利 用日数 の減 少を見 込 みます。 

 就労継続支援（Ｂ型）の見込量（ １カ月あたり）   

就 労 継 続 支 援  

（ Ｂ 型 ）  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数     2 5 カ 所  

  

 定  員  数    6 3 7 人  

 

       (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

8 , 2 8 3人日 9 , 0 1 4人日 8 , 7 3 2人日 

4 7 9 人  5 0 6 人  5 2 8 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

9 , 0 0 0人日 9 , 2 0 0人日 9 , 4 0 0人日 9 , 5 0 0人日 9 , 5 0 0人日 9 , 5 0 0人日 

5 5 0 人  5 7 0 人  5 9 0 人  6 0 0 人  6 0 0 人  6 0 0 人  
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キ  就労 定着 支援  

こ れ ま で の 利 用 実 績 及 び 令 和 ８ 年 度 に お け る 就 労 定 着 支 援 利 用 者

数の目 標値 を踏ま え 、 利用 量を 見込ん で います 。  

就労移 行支 援の利 用 者数の 増加 や、就 労 選択支 援の 新設に よ り、就

労者 数 の増 加に 伴 っ て就 労 定着 支援 の 利 用者 数 の増 加を 見 込 みま す。 

 

 就労定着支援の見込量（ １カ月 あたり）   

就 労 定 着 支 援  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数     １ カ 所  

  

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 0 人  2 2 人  1 9 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

2 5 人  2 8 人  3 1 人  3 4 人  3 7 人  4 0 人  

 

ク  療養 介護  

平成 30 年度 からの 緩やか な減 少傾向 と 、対象 施設 や定員 数 が増減

する 予 定が ない こ と から 、 利用 者数 は 横 ばい と して 見込 ん で いま す。 

 

 療養介護の見込量（ １カ月 あたり）   

 療 養 介 護  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数     ２ カ 所  

  

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

3 8 人  3 4 人  3 4 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

3 4 人  3 4 人  3 4 人  3 4 人  3 4 人  3 4 人  

 

ケ  短期 入所 （シ ョ ートス テイ ）   

   新 型コ ロナ ウ イルス 感染 症 によ る 影響前 の平成 30 年 度には 、福祉

型で 129 人 が利用 し ていた 実績 をもと に 、利用 量を 見込み ま す。  



 
49 

    介 護 者 の 病 気 な ど の 他 、 休 息 の た め の ニ ー ズ が あ る こ と か ら 、 福 祉

型では 平均 約６日 の 利用を 見込 み増加 傾 向とし てい ます。   

ま た 、 医 療 的 ケ ア を 要 す る 方 が 十 分 に 利 用 で き て い な い 状 況 を 踏ま

え 、 医 療 型 の 増 加 も 見 込 み ま す が 、 現 在 の 市 内 事 業 所 数 が ３ カ 所 で あ

ること から、他の 医 療機関 等に おける 増 床の必 要性 を見込 ん でいま す。 

 

 短期入所（福祉型）の見込量（ １カ月 あたり）   

短 期 入 所 支 援  

（ 福 祉 型 ）  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数     1 5 カ 所  

  

 定  員  数    1 0 5  人  

 

       (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 8 9人日 3 3 6人日 4 0 9人日 

2 7 人  6 1 人  6 8 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

4 2 0人日 4 8 0人日 5 4 0人日 6 0 0人日 6 6 0人日 7 2 0人日 

7 0 人  8 0 人  9 0 人  1 0 0 人  1 1 0 人  1 2 0 人  

 

 短期入所（医療型）の見込量（ １カ月 あたり）   

短 期 入 所 支 援  

（ 医 療 型 ）  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数     ３ カ 所  

      

     ※ 空 床 型 を 含 む  

 

       (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 6人日 2 5人日 4 1人日 

4 人  7 人  8 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

4 5人日 5 0人日 5 5人日 6 0人日 6 5人日 7 0人日 

1 0 人  1 1 人  1 2 人  1 3 人  1 4 人  1 5 人  

 

(2) 見 込量 確保の た めの方 策  

障がい 者 が 地域に お いて生 き生 きとし た 生活を 送る ために は 、その

人に適 した 日中活 動 の場が 必要 です 。  
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そのた め、サービ ス 利用希 望者 のニー ズ とサー ビス 供給量 の バラン

スを把 握し 、供給 量 に不足 が見 込まれ る サービ スに ついて は 、事業 者

と な り 得 る 団 体 等 に 対 す る 情 報 の 提 供 や 供 給 体 制 整 備 に 係 る 協 議 等

を 行 う と と も に 、 神 奈 川 県 等 と も 協 力 し て 支 援 を 検 討 し て い き ま す 。 

障がい 者の 自立を 促 進する に当 たり、福 祉施設 から 一般就 労 への移

行を基 本目 標にお い ている こと から、就 労移行 支援 等への ス テップ ア

ップ利 用を 促 し、就 労移行 支援 事業所 等 の定員 の受 け入れ や 拡大に つ

い て事 業者 に働き か けてい きま す。各 事 業にお いて 、利用 者 のニー ズ

に合っ た適 正な需 給 バラン ス に なるよ う 検討を 進め ます。  

 

３  居 住 系 サ ー ビ ス  

 (1) サ ービ スの 見 込量（ １カ 月 あた り ）  

ア  共同 生活 援助 （ グルー プホ ーム ）  

入 所 施 設 等 か ら の 地 域 生 活 移 行 が 進 む こ と を 加 味 し 利 用 量 を 見 込 み

ます 。 ここ 数年 の 新 規グ ル ープ ホー ム 開 設に よ り市 内事 業 所 の定 員数

は、現 在の 利用者 数 を上回 って おり、 必 要数は 充足 し てい ま す。  

一 方 、 対 応 す る 施 設 の 少 な い 精 神 障 が い の 方 や 医 療 的 ケ ア を 要 す る

方、 強 度行 動障 害 等 の方 の ニー ズが あ る こと か ら、 既存 の 施 設側 スタ

ッフ の 専門 性向 上 に よ り 受 け入 れ の 幅 が 広が る こと で 、 一 定 の利 用者

の増加 する よう 見 込 んでい ます 。  

 

 共同生活援助の見込量（ １カ月 あたり）   

 共 同 生 活 援 助  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数    5 5 カ 所  

 

 定  員  数    3 3 1 人  

  

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 3 1 人  2 6 1 人  2 6 4 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

2 7 0 人  2 8 0 人  2 9 0 人  3 0 0 人  3 0 0 人  3 0 0 人  



 
51 

イ  施設 入所 支援  

第 ４ 章 に 記 載 し た 福 祉 施 設 入 所 者 等 の 地 域 生 活 へ の 移 行 等 に 係 る

の目 標 値 を 勘案 し て 、 全 体 の入 所者 数 の 減少 傾 向を 見込 ん で いま す。 

令和８ 年度 までに 16 人の地 域 生活 移行 を目指 し て い ます が 、現在、

入所待 ちを してい る 在宅の 重度 障がい 者 の新規 入所 を見込 み 、施設 入

所者数 の減 少は緩 や かなも の に なる と 想 定して いま す。  

 

 施設入所支援の見込量（ １カ月 あたり）   

 施 設 入 所 支 援  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

（ 大 人 ）  

  事 業 所 数      ４ カ 所  

  定  員  数      2 0 1 人  

（ 児 童 ）  

  事 業 所 数      ２ カ 所  

定  員  数     7 0 人  

      (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 9 5 人  1 9 0 人  1 8 6 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

1 8 4 人  1 8 2 人  1 8 0 人  1 8 0 人  1 8 0 人  1 8 0 人  

 

ウ  自立 生活 援助  

現状 、圏 域内に サー ビス提 供事 業所は あ りませ んが 、障 がい 者が安

定 し た 地 域 生 活 を 送 る 上 で 有 効 な サ ー ビ ス で あ る と 考 え ら れ ま す の

で、各 年度 １ 人 ず つ を目標 とし て利用 者 数を見 込む ことと し ます。  

 

 自立生活援助の見込量（ １カ月 あたり）   

 自 立 生 活 援 助  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数    ０ カ 所  

 

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

0 人  0 人  0 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

1 人  1 人  1 人  1 人  1 人  1 人  



 
52 

 (2) 見 込量 確保 の ための 方策  

施設入 所者 等の地 域 生活へ の移 行 や 、在 宅で障 がい 者を 支 援 してき

た 親 族 等の 高 齢 化 に よ る グ ルー プ ホ ー ム へ の ニ ーズ に 対 し て は 、 近年

のグル ープ ホーム の 新設に より 、一定 の 定員数 は確 保でき て います 。  

今 後 は 、 軽 度 の 障 が い の 方 の 居 宅 生 活 へ の 移 行 も 視 野 に 入 れ つ つ 、

ま だ 対 応し て い る 施 設 の 少 ない 精 神 障 が い 者 や 、医 療 的 ケ ア を 要 する

方、強 度行動 障 害 等 の方に 対し、既存 の 事業所 が受 け入れ ら れるよ う、

スタッ フ の 専門性 向 上 や事 業者 間の情 報 共有 を 推進 します 。  

ま た 、 令 和４ 年 度 か ら 本 市 に おい て も 日 中 サ ー ビ ス支 援 型 グ ル ープ

ホ ー ム が開 設 さ れ て い ま す が、 常 時 の 見 守 り を 必要 と す る 重 度 障 がい

の 方 の 地域 生 活 移 行 先 と し て、 他 の グ ル ー プ ホ ーム と の 一 定 の 役 割分

担 を 期 待し 、 利 用 者 の ニ ー ズに 合 っ た 受 け 入 れ に向 け て 事 業 者 の 支援

を図り ます 。  

 

４  相 談 支 援  

(1)  サービ スの 見込量 （ １カ月 あた り）  

ア  計画 相談 支援  

  す べ て の 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 利 用 者 に 計 画 相 談 支 援 が 行 き 届 く こ と

が理想 です が、現 状 では サ ービ ス利用 者 数全体 の伸 びに、計 画相談事

業所の 対応 が 追い つ いてお らず 、利用 率 は 68.2％ とな ってい ます。  

このた め、月 当た り の利用 者数の 4.5 倍 が実利 用者 数 と算 定 し、目

標値と して 令和８ 年 度に 75％ の利 用率を 目指し てい ます。  

  現 在、３ 割以上 の方が セル フプラ ン を利用 して いる就 労 継続支 援の

利 用 者 の 計 画 相 談 支 援 の 利 用 促 進 を 踏 ま え 、 増 加 傾 向 を 見 込 み ま す 。 

＜再掲 ＞  

相 談 支 援

の利用状況 

平 成 30 年 度 （ 10 月 時 点 ）  令 和 ５ 年 度 （ 10 月 時 点 ）  

利用者数/サービス総利用者数 利 用 率  利用者数/サービス総利用者数 利 用 率  

計画相談支援 1,078 人 / 1,429 人  75.4％  1,152 人 /1,687 人  68.2％  

障害児相談支援 207 人 /   557 人  37.1％  221 人 /  752 人  29.3％  
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 計画相談支援の見込量（ １カ月 あたり）   

 計 画 相 談 支 援  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数    1 4 カ 所  

 

       (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 3 9 人  2 5 1 人  2 5 6 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

2 7 0 人  2 9 0 人  3 1 0 人  3 2 0 人  3 3 0 人  3 4 0 人  

 

イ  地域 相談 支援  

地域移 行支 援につ い ては、精神病 床の 長 期入院 者 へ の地域 生 活移行

に 関 す る 十 分 な 情 報 提 供 や 潜 在 的 ニ ー ズ の 掘 り 起 こ し 等 の 利 用 促 進

を図っ てい くこと を 踏まえ 、毎年 度１ 人 ずつの 利用 者増 を 見 込みま す。 

地域定 着支 援は 、サ ービス が徐 々に浸 透 しつつ あり ますの で 、こ れ

までの 利用 実績を 踏 まえる とと もに、施 設入所 者の 地域生 活 への移 行

見込数 等か ら利用 者 数を見 込ん でいま す 。  

 

 地域相談支援の見込量（ １カ月 あたり）   

地 域 移 行 支 援  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数    ７ カ 所  

 

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 人  0 人  0 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

2 人  3 人  4 人  5 人  6 人  7 人  

地 域 定 着 支 援  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数    ７ カ 所  

 

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 人  2 人  1 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

3 人  4 人  5 人  6 人  6 人  6 人  
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(3) 見 込量 確保の た めの方 策  

国 の 方 針 に 基 づ き 、 サ ー ビ ス 等 利 用 計 画 作 成 の 対 象 者 を 増 加 さ せ る

こ と と され て い る こ と か ら 、相 談 支 援 の 利 用 率 向 上 に 向 け て 、 事 業者

と市が 今後 のサー ビ ス提供 を見 据えた 対 応を図 りま す。  

相 談 支 援 専 門 員 の 人 材 確 保 と し て は 、 潜 在 的 な 有 資 格 者 の 把 握 ・ 活

用、介 護保 険制度 の ケアマ ネー ジャー に 対する 参入 の促進 を 図りま す。  

ま た 、 相 談 支 援 事 業 所 の 経 営 状 況 改 善 へ の 支 援 な ど 、 相 談 支 援 事業

者 の 負 担 軽 減 策 等 に つ い て の 事 業 者 と の 協 議 な ど 、 計 画 相 談 支 援 の 供

給量を 増や すため の 対応 に つい て検討 を 進めま す。  

 

５  障 害 児 通 所 支 援 等  

(1) サ ービ スの見 込 量（ １ カ月 あたり ）  

ア  障 害児 相談支 援  

障 害 児 相 談 支 援 に つ い て は 、 障 が い 児 の 成 長 と 変 化 に 合 わ せ て 適

切なサ ービ スを選 択 するた め、現在約 30％の利 用率 を、令和 ８年度

に 50％と する 目標値 を掲げ てい ます。  

今後の 供給 量の増 加 も含め 、利 用者数 の 増加を 想定 してい ま す。  

ま た 、 放 課 後 等 デ イ サ ー ビ ス に お い て 、 適 正 な 利 用 機 会 の 提 供 の

ため に 、モ ニタ リ ン グに 基 づく 段階 的 な 支給 決 定な どを 進 め るに あ

たり、 障害 児相談 支 援の利 用率 の向上 が 見込ま れま す。  

 

 障害児相談支援の見込量（ １カ月 あたり）   

障 害 児 相 談 支 援  

第 ２ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数   ９ カ 所  

 

       (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

2 2 人  2 4 人  5 4 人  

第 ３ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

6 0 人  8 0 人  1 0 0 人  1 1 0 人  1 2 0 人  1 3 0 人  
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イ  児 童発 達支援  

こ れ ま で の 利 用 実 績 を 基 礎 と し つ つ 、 未 就 学 児 に お け る 早 期 療 育

の方針 を踏 まえ、 利 用児童 数 と 利用量 の 増加を 見込 んでい ま す。  

 

 児童発達支援の見込量（ １カ月 あたり）   

児 童 発 達 支 援  

第 ２ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数      ９ カ 所  

  

 定  員  数    1 8 0 人  

 

       (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 , 7 1 5人日 1 , 6 6 3人日 1 , 5 9 9人日 

2 7 4 人  2 7 9 人  2 4 7 人  

第 ３ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11 年度 

1 , 6 5 0人日 1 , 7 0 0人日 1 , 7 5 0人日 1 , 8 0 0人日 1 , 8 5 0人日 1 , 9 0 0人日 

2 8 0 人  2 9 0 人  3 0 0 人  3 1 0 人  3 2 0 人  3 3 0 人  

 

ウ  医 療型 児童発 達 支援  

近 隣 市 町 に も サ ー ビ ス を 提 供 す る 事 業 者 は な く 、 新 規 の 開 設 の 見

込も あ りま せん 。 こ れま で に 利 用実 績 も な く 、 医療 的ケ ア 児 は、 看

護師 を 配置 した 児 童 発達 支 援 を 利用 す る こと が 可能 であ る こ とか ら、

利用量 は 見 込まな い ことと し ま す 。  

 

 医療型 児童発達支援の見込量（ １カ月 あたり）   

医 療 型  

児 童 発 達 支 援  

第 ２ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数      ０ カ 所  

  

（ 県 内 事 業 所 数  1 5 カ 所 ）  

 

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

０ 人  ０ 人  ０ 人  

―  ―  ―  

第 ３ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11 年度 

―  ―  ―  ―  ―  ―  

―  ―  ―  ―  ―  ―  
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エ  居 宅訪 問型児 童 発達支 援  

県 内 に は 事 業 所 は 増 え つ つ あ り ま す が 、 圏 域 に お い て サ ー ビ ス を

提供予 定 の 事業所 が ない た め、 利用量 は 見込ま ない ことと し ます。  

 

 居 宅訪 問型児童発達支援の見込量（ １カ月 あたり）   

居 宅 訪 問 型  

児 童 発 達 支 援  

第 ２ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 事 業 所 数      ０ カ 所  

  

（ 県 内 事 業 所 数   1 6 カ 所 ）  

  

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

０ 人  ０ 人  ０ 人  

―  ―  ―  

第 ３ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11 年度 

―  ―  ―  ―  ―  ―  

―  ―  ―  ―  ―  ―  

 

オ  放 課後 等デイ サ ービス  

こ れ ま で の 実 績 と 早 期 療 育 や 発 達 障 が い へ の 認 識 の 広 が り を 加 味

し、 利 用者 数の 増 加 を見 込 みま す。 す で に定 員 数を 上回 る 利 用者 数

があ る 中、 段階 的 な 支給 決 定に より 平 均 利用 日 数を 抑え つ つ 、適 正

な利用 機会 の提供 を 図りま す。  

 

 放課後等デイサービスの見込量（ １カ月あたり）   

放 課 後 等  

デ イ サ ー ビ ス  

第 ２ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

  

 事 業 所 数    1 9 カ 所  

  

 定  員  数   2 0 3 人  

 

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

3 , 6 2 2人日 4 , 6 3 4人日 4 , 7 8 0人日 

3 1 2 人  3 5 6 人  3 9 8 人  

第 ３ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11 年度 

4 , 8 0 0人日 4 , 8 5 0人日 4 , 9 0 0人日 4 , 9 5 0人日 5 , 0 0 0人日 5 , 0 5 0人日 

4 0 0 人  4 1 0 人  4 2 0 人  4 3 0 人  4 4 0 人  4 5 0 人  
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エ  保 育所 等訪問 支 援  

     月 １ ～ ２ 日 の 利 用 を 想 定 す る と と も に 、 イ ン ク ル ー ジ ョ ン の 視 点

か ら 、 小 学 校 や 放 課 後 児 童 ク ラ ブ 等 へ の 積 極 的 な 利 用 を 促 進 す るた

め、利 用者 の増加 傾 向を見 込み ます。  

 

 保育所等訪問支援の見込量（１カ月あたり）   

保 育 所 等  

訪 問 支 援  

第 ２ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 

 事 業 所 数   ４ カ 所  

 

 

     (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

4人日 3人日 1 4人日 

4 人  3 人  1 3 人  

第 ３ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10年度 令和 11 年度 

6人日 8人日 1 0人日 1 2人日 1 4人日 1 6人日 

5 人  6 人  7 人  8 人  9 人  1 0 人  

※令和 5 年度は、７月 時点のため、他 の年度末時点の数値と差異があります。  

 

キ  医療的ケア児に対する関連分野の支援を調整するコーディネーターの配置 

医 療 的 ケ ア 児 等 コ ー デ ィ ネ ー タ ー に つ い て は 、 神 奈 川 県 が 実 施 す

る 医 療 的 ケ ア 児 等 コ ー デ ィ ネ ー タ ー 養 成 研 修 の 修 了 者 の み が 対 応で

き る こ と と な っ て お り 、 本 市 に は 現 状 ５ 名 の コ ー デ ィ ネ ー タ ー 資格

を有す る者 がい ま す 。  

令 和 ５ 年 度 は 相 談 支 援 専 門 員 と 兼 務 の 福 祉 従 事 者 の 配 置 を 調 整 中

です。  

な お 、 医 療 的 ケ ア 児 の コ ー デ ィ ネ ー ト は 福 祉 と 医 療 の 両 側 面 から

考 え る た め 、 福 祉 従 事 者 と 医 療 従 事 者 と が 連 携 し て 支 援 に 当 た れ る

ことが 望ま し いと 考 えます 。  

今 後 の コ ー デ ィ ネ ー タ ー へ の ニ ー ズ や 関 わ り の 度 合 い を 見 な が ら 、

必要に 応じ て 医療 従 事者 を 含め た 配置 人 数 の増 員を 検討し ま す。  
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 医療的ケア児等コーディネータ ーの配置数 の見込量   

医 療 的 ケ ア 児 に

対 す る 関 連 分 野

の 支 援 を 調 整 す

る コ ー デ ィ ネ ー

タ ー の 配 置 人 数  

第 ２ 期 計 画 利 用 実 績    ＜ 市 内 事 業 所 の 状 況 ＞  

 

 配 置 人 数   ０ 人  

 

        (令 和 ５ 年 1 0 月 時 点 )  

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

―  ―  １  

第 ３ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

１ 人  １ 人  １ 人  1 人  1 人  1 人  

※令和 5 年度は、1 人の配置を調整中  

(2) 見 込量 確保の た めの方 策  

     本 市では 、 障害児 通所 支援等 の サービ スを 実施し て いる事 業所 が、

そ れ ぞ れの 事 業 所 の 特 徴 を 生か し 、 事 業 所 ご と に機 能 や 役 割 を 果 たし

ていま す。  

今 後 の 取 組 み と し て 、 見 込 量 と 実 績 の 推 移 を 勘 案 し な が ら 、 支 援利

用 希 望 者 の 受 入 態 勢 の 確 保 や 専 門 ス タ ッ フ の 充 実 に つ い て 事 業 者 に 働

きかけ てい きます 。  
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第６章  地域生活支援事業の実施に関する事項  

 

１  実 施 す る 事 業 の 内 容  

 



 
60 

 

 

 

 

・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・点字・声の広報等発行

・奉仕員養成研修（点訳奉仕員・朗読奉仕員等）

・複数市町村による意思疎通支援の共同実施促進

・家庭・教育・福祉連携推進事業

・盲人ホームの運営

・知的障害者職親委託

・雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業

就業・就労支援に関する事業

社会参加支援に関する事業

・専門性の高い相談支援事業（発達障害、高次脳機能障害等）

・専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

　（手話通訳者・要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等）

・専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

　（手話通訳者・要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等）

・意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互の連絡調整事業

・広域的な支援事業（地域のネットワーク構築支援、発達障害者支援地域協議会等）

サービス・相談支援者、指導者育成事業

・審査会委員、相談支援従事者等、居宅介護従事者等、障害者ピアサポーター　等

日常生活支援に関する事業

・福祉ホームの運営

・オストメイト(人工肛門、人工膀胱造設者)社会適応訓練

・音声機能障害者発声訓練

・児童発達支援センター等の機能強化

・矯正施設等を退所した障害者の地域生活への移行促進

・医療型短期入所事業所開設支援

・障害者の地域生活の推進に向けた体制強化支援事業

社会参加支援に関する事業

・手話通訳者設置

・字幕入り映像ライブラリーの提供

・点字・声の広報等発行

・点字による即時情報ネットワーク

・都道府県障害者社会参加推進センター運営

・奉仕員養成研修（手話奉仕員、点訳奉仕員、朗読奉仕員等）

・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・サービス提供者情報提供等

・障害者自立(いきいき)支援機器普及アンテナ事業

・企業ＣＳＲ連携促進

就業・就労支援に関する事業

・盲人ホームの運営

・重度障害者在宅就労促進(バーチャル工房支援)

・一般就労移行等促進

・障害者就業・生活支援センター体制強化等

重度障害者に係る市町村特別支援

障害福祉のしごと魅力発信事業

特別支援事業 予め厚生労働省に協議を行い承認を得て実施

都道府県地域生活支援事業

都道府県必須事業

都道府県任意事業

・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・点字・声の広報等発行

・奉仕員養成研修（点訳奉仕員・朗読奉仕員等）

・複数市町村による意思疎通支援の共同実施促進

・家庭・教育・福祉連携推進事業

・盲人ホームの運営

・知的障害者職親委託

・雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業

就業・就労支援に関する事業

社会参加支援に関する事業
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(1) 必 須事 業  

地 域生 活 支 援 事業 と し て、 次 の 事 業を 実 施 し、 障 が い 者等 の 地 域社 会

での自 立し た生活 と 社会参 加を 促進す る よう努 めま す。  

な お、 本 市 で は、 日 常 生活 用 具 費 支給 事 業 、移 動 支 援 事業 に お いて 、

低所得 者層 の利用 者 負担の 無料 化を図 っ ていま す。  

ア  理 解促 進研修 ・ 啓発事 業  

障がい 者等 が日常 生 活及び 社会 生活を 営 む上で 生じ る「 社会 的障壁」

をなく すた め、 日 ご ろ、障 がい 者等 と接 する機 会の 少な い市 民に対 し

て、障 がい 者等 に対 する理 解を 深め るた めの研 修会 やイ ベン ト等の 啓

発活動 を行 います 。  

  イ  自 発的事 業 支援事 業  

障がい 者団 体や 障が い関係 施設 自ら が、 地域を 対象 に行 う活 動を支

援しま す。  

・専門性の高い相談支援事業（発達障害、高次脳機能障害等）

・専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業

　（手話通訳者・要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等）

・専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業

　（手話通訳者・要約筆記者、盲ろう者向け通訳・介助員等）

・意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互の連絡調整事業

・広域的な支援事業（地域のネットワーク構築支援、発達障害者支援地域協議会等）

サービス・相談支援者、指導者育成事業

・審査会委員、相談支援従事者等、居宅介護従事者等、障害者ピアサポーター　等

日常生活支援に関する事業

・福祉ホームの運営

・オストメイト(人工肛門、人工膀胱造設者)社会適応訓練

・音声機能障害者発声訓練

・児童発達支援センター等の機能強化

・矯正施設等を退所した障害者の地域生活への移行促進

・医療型短期入所事業所開設支援

・障害者の地域生活の推進に向けた体制強化支援事業

社会参加支援に関する事業

・手話通訳者設置

・字幕入り映像ライブラリーの提供

・点字・声の広報等発行

・点字による即時情報ネットワーク

・都道府県障害者社会参加推進センター運営

・奉仕員養成研修（手話奉仕員、点訳奉仕員、朗読奉仕員等）

・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・サービス提供者情報提供等

・障害者自立(いきいき)支援機器普及アンテナ事業

・企業ＣＳＲ連携促進

就業・就労支援に関する事業

・盲人ホームの運営

・重度障害者在宅就労促進(バーチャル工房支援)

・一般就労移行等促進

・障害者就業・生活支援センター体制強化等

重度障害者に係る市町村特別支援

障害福祉のしごと魅力発信事業

特別支援事業 予め厚生労働省に協議を行い承認を得て実施

都道府県地域生活支援事業

都道府県必須事業

都道府県任意事業

・レクリエーション活動等支援

・芸術文化活動振興

・点字・声の広報等発行

・奉仕員養成研修（点訳奉仕員・朗読奉仕員等）

・複数市町村による意思疎通支援の共同実施促進

・家庭・教育・福祉連携推進事業

・盲人ホームの運営

・知的障害者職親委託

・雇用施策との連携による重度障害者等就労支援特別事業

就業・就労支援に関する事業

社会参加支援に関する事業
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ウ  相 談支 援事業  

障 が い 者 、 障 が い 児 の 保 護 者 又 は 障 が い 者 の 介 護 を 行 う 方 な ど の

一般的 な相 談に応 じ 、必要な 情報 の提供 や助言 など を行う も のです。 

本市及 び足 柄下郡 ３ 町では 、令 和２年 12 月に、 障害者 相談 支援事

業 の 再 編 を 行 う と と も に 、 地 域 に お け る 相 談 支 援 の 中 核 的 な 役 割 を

担う機 関と して、 基 幹相談 支援 センタ ー を設置 しま した。  

  エ  成 年後見 制 度利用 支援 事業  

知 的 障 が い 者 又 は 精 神 障 が い 者 に 対 し 、 自 己 決 定 権 の 尊 重 や 本 人の

権利を 守り 生活を 支 援する ため 、成年 後 見制度 の利 用を支 援 します 。  

  オ  成 年後見 制 度法人 後見 支援事 業  

成 年 後 見 制 度 に お け る 後 見 等 の 業 務 を 適 切 に 行 う こ と が で き る 法人

を 確 保 で き る 体 制 を 整 備 す る と と も に 、 市 民 後 見 人 の 活 用 も 含 め た 法

人後見 の活 動を支 援 するこ とで 、障害 者 の権利 擁護 を図り ま す。  

カ  意 思疎 通支援 事 業  

   (ア ) 手話通 訳 者・要 約筆 記者派 遣 事業  

手 話 通 訳 者 又 は 要 約 筆 記 者 を 派 遣 し 、 聴 覚 障 が い 者 の 情 報 保 障 を

図りま す。  

(イ ) 手 話通 訳者 設 置事業  

聴 覚 障 が い 者 の 情 報 保 障 を 充 実 す る た め 、 障 が い 福 祉 課 窓 口 に 手

話通訳 者を 配置し ま す。  

キ  日 常生 活用具 費 支給事 業  

自 立 生 活 支 援 用 具 な ど を 必 要 と す る 重 度 障 が い 者 等 に 日 常 生 活 用具

費を給 付し 、日常 生 活の利 便の 向上を 図 ります 。  

ク  手 話奉 仕員養 成 研修事 業  

日 常 会 話 程 度 の 手 話 表 現 技 術 を 習 得 し た 手 話 奉 仕 員 、 要 約 筆 記 に必

要 な 技 術 等 を 習 得 し た 要 約 筆 記 奉 仕 員 を 養 成 す る た め 、 講 習 会 を 開 催

します 。  
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ケ  移 動支 援事業  

    屋 外 で の 移 動 が 困 難 な 障 が い 者 等 に 対 し て 、 外 出 の た め の 支 援 を 行

うこと によ り、地 域 におけ る自 立生活 及 び社会 参加 の促進 を 図りま す。 

コ  地 域活 動支援 セ ンター 事業  

創 作 的 活 動 又 は 生 産 活 動 の 機 会 の 提 供 、 社 会 と の 交 流 の 促 進 な どを

行 い 、 障 が い 者 の 日 中 活 動 の 場 と な る 地 域 活 動 支 援 セ ン タ ー の 運 営 を

支援し ます 。  

(2) 任 意事 業  

任 意 の 地 域 生 活 支 援 事 業 と し て 、 次 の 事 業 を 実 施 し 、 障 が い 者 等 が 地

域 社 会 で 自 立 し て 生 活 で き る よ う 、 ま た 、 障 が い 者 等 の 社 会 参 加 を 促 進

するよ う努 めます 。  

なお、本 市で は、訪 問入浴 サー ビス事 業 、日中一 時支 援事業 におい て、

低所得 者層 の利用 者 負担の 無料 化を図 っ ていま す。  

ア  日常 生活 支援 に 関する 事業  

(ア ) 訪 問入 浴サ ー ビス事 業  

在 宅 で の 入 浴 が 困 難 な 重 度 障 が い 者 に 対 し て 、 訪 問 に よ る 入 浴 サ

ー ビ ス を 実 施 す る こ と に よ り 、 障 が い 者 の 身 体 の 清 潔 の 保 持 、 心身

機能の 維持 等を図 り ます。  

(イ ) 日 中一 時支 援 事業  

      障 が い 者 等 を 預 か り 、 日 中 に お け る 活 動 の 場 を 確 保 す る こ と に よ

り 、 障 が い 者 等 の 家 族 の 就 労 支 援 及 び 一 時 的 休 息 の 取 得 の 促 進 を図

ります 。  

イ  社会 参加 支援 に 関する 事業  

(ア ) レ クリ エー シ ョン活 動等 支援  

     障 が い 者 等 の 健 康 の 保 持 促 進 を 図 り 、 社 会 参 加 の 機 会 を 拡 大 で き

る よ う 、 多 く の 障 が い 児 者 が 参 加 で き る レ ク リ エ ー シ ョ ン 事 業 等を

障がい 福祉 関係団 体 と行政 機関 等が協 力 して実 施し ます。  
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   (イ ) 芸術 文 化活動 振興  

     障 が い 者 等 の 文 化 活 動 を 通 じ た 社 会 参 加 と 障 が い 者 相 互 、 地 域 住

民 と の 交 流 機 会 の 創 出 の た め 、 県 西 地 域 の 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業所

や行政 機関 等が協 力 して、 県西 地区障 害 者文化 事業 を開催 し ます。  

   (ウ ) 点字 ・ 声の広 報等 発行  

     文 字 に よ る 情 報 の 入 手 が 困 難 な 視 覚 障 が い 者 等 の た め 、 点 訳 や 音

訳 な ど の 方 法 に よ り 、 市 広 報 紙 や 障 が い 福 祉 ガ イ ド ブ ッ ク の 情 報を

提供し ます 。  

 

２  事 業 の 実 施 状 況 及 び 見 込 量 等  

 

(1) 理 解促 進研修 ・ 啓発事 業  

   障 が い や 障 が い 者 に 関 す る 市 民 の 理 解 を 深 め る た め 、 理 解 促 進 の た め の

研 修・イ ベ ン ト 等 を 通 じ た 啓 発 事 業 、精 神 保 健 福 祉 地 域 交 流 会 開 催 事 業 を 実

施 し ま す 。  

 理解促進研修・啓発事業の実施状況と実施予定   

理 解 促 進 研 修  

・ 啓 発 事 業  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績     

  

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実 施  実 施  実 施  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  

 

(2) 自 発的 活動支 援 事業  

自 発 的 活 動 へ の 支 援 を 行 う と と も に 、今 後 、さ ら な る 民 間 団 体 等 の 自 発 的  

活 動 の 支 援 に つ い て 、 検 討 を 行 い ま す 。  
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 自発的活動支援事業の実施状況と実施予定   

自 発 的 活 動  

支 援 事 業  

 

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績     

  

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実 施  実 施  実 施  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  

 

(3) 相 談支 援事業  

   令 和 ２ 年 度 に 、障 害 者 相 談 支 援 事 業 の 再 編 を 行 う と と も に 、基 幹 相 談 支 援  

 セ ン タ ー を 設 置 し ま し た 。今 後 は 、基 幹 相 談 支 援 セ ン タ ー を 核 と し た 重 層 的  

な 相 談 支 援 体 制 を 構 築 ・ 強 化 し て い き ま す 。  

 相談支援事業の実施状況と実施予定   

実 績  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績  

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

障 害 者 相 談 支 援

事 業  
1 カ 所  1 カ 所  1 カ 所  

基 幹 相 談 支 援  

セ ン タ ー の 設 置  
検 討  検 討  実 施  

基 幹 相 談 支 援  

セ ン タ ー 等  

機 能 強 化 事 業  

実 施  実 施  実 施  

住 宅 入 居 等  

支 援 事 業  
―  ―  ―  

見 込  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

障 害 者 相 談 支 援

事 業  
1 カ 所  1 カ 所  1 カ 所  1 カ 所  1 カ 所  1 カ 所  

基 幹 相 談 支 援  

セ ン タ ー の 設 置  
実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  

基 幹 相 談 支 援  

セ ン タ ー 等  

機 能 強 化 事 業  

実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  

住 宅 入 居 等  

支 援 事 業  
―  ―  ―  検 討  検 討  実 施  
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(4) 成 年後 見制度 利 用支援 事業  

   後 見 人 等 を 申 立 て 、成 年 後 見 制 度 を 利 用 す る 方 は 、年 々 増 加 し て い ま す 。  

今 後 も 住 み 慣 れ た 地 域 で そ の 人 ら し い 生 活 を 送 る た め の 支 援 と し て 、成 年 後  

見 制 度 の 利 用 を 促 進 し 、 所 要 量 を 見 込 み ま す 。  

  成年後見制度利用支援事業の実施状況と実施予定（年間）   

成 年 後 見 制 度  

利 用 支 援 事 業  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績     

  

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 5 件  2 0 件  2 2 件  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

2 5 件  2 7 件  2 9 件  3 1 件  3 3 件  3 5 件  

※  数値は、各年度の申立費用助成及び報酬助成の年間実績件数又は年間見込件 数 

※  令 和 ５ 年 度 の 数 値 は 、 年 間 見 込 件 数  

 

(5) 成 年後 見制度 法 人後見 支援 事業  

   本 市 で は 、 成 年 後 見 制 度 の 利 用 の 促 進 に 関 す る 法 律 に 基 づ き 、 令 和 ４

年 10 月 に中 核機 関 （おだ わら 成年後 見 支援セ ンタ ー）を 設 置しま した。

中 核 機 関 で は 、 後 見 制 度 の 理 解 を 深 め る た め の 広 報 、 制 度 利 用 や 後 見 業

務 に 関 す る 相 談 を 担 い 、 成 年 後 見 制 度 の 利 用 を 促 進 し て い ま す 。 ま た 、

市民後 見人 の活用 も 含めた 法人 後見の 活 動を支 援に ついて は 、高齢福 祉、

障 が い 福 祉 が 連 携 し て 体 制 を 整 備 し 、 成 年 後 見 人 等 の 担 い 手 を 確 保 し 、

成年後 見制 度の普 及 を一層 推進 してい く ことと して います 。  

  成年後見制度法人後見支援事業 の実施状況と実施予定（年間）   

成 年 後 見 制 度 法

人 後 見 支 援 事 業  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績     

  

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

検 討  実 施  実 施  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  
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(6) 意 思疎 通支援 事 業  

   手 話 通 訳 者 ・ 要 約 筆 記 者 の 派 遣 件 数 は 、 年 度 ご と の 増 減 は あ り ま す が 、  

300 件 前 後 で 推 移 し て い る こ と を 踏 ま え 、 所 要 量 を 見 込 み ま す 。  

  手 話 通 訳 者 の 設 置 に つ い て は 、 県 内 他 市 に 先 駆 け て 、 正 規 職 員 と し て  

手 話 通 訳 士 を １ 名 配 置 し て い ま す 。 今 後 も 継 続 し て 配 置 し て い き ま す 。  

 ま た 、with コ ロ ナ 、after コ ロ ナ 期 に お け る 意 思 疎 通 支 援 の 確 保 の た め 、

デ ジ タ ル 技 術 を 活 用 し た 遠 隔 手 話 通 訳 シ ス テ ム の 活 用 な ど の 新 た な 技 術 に

つ い て も 研 究 し て い き ま す 。  

 意思疎通支援事業の実施状況と実施予定 （年間）  

実 績  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績  

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

手 話 通 訳 者 ・

要約筆記者派遣事業 
2 8 4 件  2 2 5 件  3 0 0 件  

手話通訳者設置事業 1 人  1 人  1 人  

見 込  
第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

手 話 通 訳 者 ・

要約筆記者派遣事業 
3 0 0 件  3 0 0 件  3 0 0 件  3 0 0 件  3 0 0 件  3 0 0 件  

手話通訳者設置事業 1 人  1 人  1 人  1 人  1 人  1 人  

※  手 話 通 訳 者 ・ 要 約 筆 記 者 派 遣 事 業 の 数 値 は 、 各 年 度 の 年 間 派 遣 実 績 件 数  

又 は 年 間 派 遣 見 込 件 数 。 な お 、 令 和 ５ 年 度 の 数 値 は 年 間 派 遣 見 込 件 数  

※  手 話 通 訳 者 設 置 事 業 の 数 値 は 、 各 年 度 の 設 置 実 績 人 数 又 は 設 置 見 込 人 数  

 

(7) 日 常生 活用具 費 支給 事 業  

   障 が い 者 の 高 齢 化 や 障 が い の 重 度 化 等 に よ り 、 給 付 件 数 は 増 加 傾 向 に あ   

  り ま す 。特 に 介 護・訓 練 支 援 用 具 や 在 宅 療 養 等 支 援 用 具 、排 せ つ 管 理 支 援 用

具 等 の 増 加 に 加 え 、定 期 的 な 対 象 品 目 、助 成 基 準 額 の 改 定 や 、開 発 が 進 む 新

た な 用 具 の 対 象 品 目 化 等 や 見 直 し を 行 っ て い く こ と を 想 定 し ま す 。  

一 方 、 国 の 補 装 具 給 付 の 指 針 に あ る 介 護 保 険 の 福 祉 用 具 貸 与 の 優 先 の 考

え 方 や 、デ ジ タ ル 化 の 進 展 に 伴 う ス マ ー ト フ ォ ン・タ ブ レ ッ ト 等 の 日 常 的 な

Ｉ Ｃ Ｔ 機 器 の 普 及 も 踏 ま え て 、 所 要 量 を 見 込 み ま す 。  
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 日常生活用具 費支給事業の 実績と見込（年間）  

実 績  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績  

 ＜ 令 和 ３ 年 度 ＞  

   

合 計  3 , 9 0 8 件  

  

  総 額  3 7 , 9 9 5 , 5 1 7 円  

 

 

＜ 令 和 ４ 年 度 ＞  

  

 合 計  3 , 8 0 4 件  

 

 総 額  3 8 , 6 5 1 , 7 5 1 円  

令 和  

３ 年 度  

令 和  

４ 年 度  

令 和  

５ 年 度  

介 護 ・ 訓 練 

支 援 用 具 
1 4 件  9 件  1 2 件  

自 立 生 活 

支 援 用 具 
2 3 件  1 0 件  2 6 件  

在 宅 療 養 等 

支 援 用 具 
1 0 件  1 0 件  2 6 件  

情 報 ・ 意 思 疎 通 

支 援 用 具 
4 6 件  5 0 件  3 8 件  

排 せ つ 管 理 用 具 3 , 8 1 5 件  3 , 7 2 0 件  3 , 8 2 8 件  

居 宅 生 活 動 作 

補 助 用 具 
8 件  5 件  0 件  

見 込  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令 和  

６ 年 度  

令 和  

７ 年 度  

令 和  

８ 年 度  

令 和  

９ 年 度  

令 和  

1 0 年 度  

令 和  

1 1 年 度  

介 護 ・ 訓 練 

支 援 用 具 
1 2 件  1 3 件  1 4 件  1 5 件  1 6 件  1 7 件  

自 立 生 活 

支 援 用 具 
2 3 件  2 5 件  3 0 件  3 1 件  3 2 件  3 3 件  

在 宅 療 養 等 

支 援 用 具 
2 5 件  2 6 件  2 7 件  2 8 件  2 9 件  3 0 件  

情 報 ・ 意 思 疎 通 

支 援 用 具 
4 5 件  4 5 件  4 5 件  4 5 件  4 5 件  4 5 件  

排 せ つ 管 理 用 具 3 , 8 5 0 件  3 , 9 0 0 件  3 , 9 5 0 件  3 , 9 5 0 件  3 , 9 5 0 件  3 , 9 5 0 件  

居 宅 生 活 動 作 

補 助 用 具 
5 件  5 件  5 件  5 件  5 件  5 件  

※  数 値 は 、 各 年 度 の 年 間 給 付 実 績 件 数 又 は 年 間 給 付 見 込 件 数  

※  令 和 ５ 年 度 の 数 値 は 、 年 間 見 込 件 数  
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(8) 手 話奉 仕員養 成 研修事 業  

   聴覚 障がい 者 へのコ ミュ ニケー シ ョン支 援の 担い手 の 裾野を 広げ るた  

め、今 後も 継続し て 養成研 修を 実施し て いきま す。  

  手話奉仕員養成研修事業の 実績と見込（年間）  

手 話 奉 仕 員  

養 成 研 修 事 業  

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績     

  

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

1 6 人  1 6 人  1 6 人  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

1 5 人  1 5 人  1 5 人  1 5 人  1 5 人  1 5 人  

※  数 値 は 、 各 年 度 の 研 修 終 了 人 数 又 は 研 修 修 了 見 込 者 数 （ 例 年 の 募 集 定 員 数 ） 

※  令 和 ５ 年 度 の 数 値 は 、 見 込 者 数  

 

(9) 移 動支 援事業  

   需 要 に 対 し 供 給 が 不 足 し て い る サ ー ビ ス で す 。 地 域 移 行 の 促 進 に 伴 う

施 設 入 所 者 の 外 出 支 援 の 促 進 等 を 踏 ま え 、 サ ー ビ ス 提 供 事 業 者 の 受 入 れ

に係る 環境 整備等 に 対する 支援 により 、 利用量 の増 を見込 み ます。  

 移 動支 援事業の実績と見込（年間）  

実 績  
第 ６ 期 計 画 利 用 実 績  

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

年 間 実 利 用 者 数 1 8 4 人  2 1 6 人  1 8 0 人  

年間延べ利用時間 2 0 , 8 7 4 h  2 1 , 3 6 2 h  2 0 , 3 2 4 h  

見 込  
第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

年 間 実 利 用 者 数 1 9 0 人  2 0 0 人  2 1 0 人  2 2 0 人  2 3 0 人  2 4 0 人  

年間延べ利用時間 2 0 , 8 0 0 h  2 1 , 9 0 0 h  2 2 , 3 0 0 h  2 4 , 0 0 0 h  2 5 , 2 0 0 h  2 6 , 2 0 0 h  

※  令 和 ５ 年 度 の 数 値 は 、 見 込 値  
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(10) 地 域活 動支 援 センタ ー事 業  

   事 業 所 数 に 変 動 は 見 込 ま れ な い が 、 令 和 ５ 年 に 利 用 登 録 者 数 の 増 加 が

あ った こと に かん が み、利 用量 を見込 み ます。  

 地域活動支援センター事業の事業所数と実利用者数  

実 績  
第 ６ 期 計 画 利 用 実 績  

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

事 業 所 数 7 カ 所  7 カ 所  7 カ 所  

１ 日 当 た り 

実 利 用 者 数 
5 7 人  5 5 人  6 0 人  

見 込  
第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

事 業 所 数 7 カ 所  7 カ 所  7 カ 所  7 カ 所  7 カ 所  7 カ 所  

１ 日 当 た り 

実 利 用 者 数 
6 0 人  6 0 人  6 0 人  6 0 人  6 0 人  6 0 人  

※  令 和 ５ 年 度 の 数 値 は 、 見 込 値  

 

(11) 訪 問入 浴サ ー ビス事 業  

   利 用 者 数 は 令 和 ３ 年 度 を ピ ー ク と し 、 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影

響によ る減 少は回 復 傾向に あり ます。 1 人当た りの 利用回 数 は 年間 約 50

回 と 増 加 傾 向 に あ る た め 、 今 後 は 介 護 保 険 の サ ー ビ ス の 活 用 を 図 り な が

ら 、こ れら を勘案 し 利用量 を見 込んで い ます。  

 訪問入浴サービス事業の実績と見込（年間）  

実 績  
第 ６ 期 計 画 利 用 実 績  

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

年 間 実 利 用 者 数 2 6 人  2 1 人  1 7 人  

年間延べ利用回数 1 , 0 8 7 回  1 , 1 1 4 回  8 0 6 回  

見 込  
第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

年 間 実 利 用 者 数 2 5 人  2 7 人  2 9 人  3 0 人  3 0 人  3 0 人  

年間延べ利用回数 1 , 2 5 0 回  1 , 2 6 9 回  1 , 2 7 6 回  1 , 3 0 0 回  1 , 3 0 0 回  1 , 3 0 0 回  

※  令 和 ５ 年 度 の 数 値 は 、 見 込 値  
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(12) 日 中一 時支 援 事業  

   需 要 に 対 し 供 給 が 不 足 し て い る た め 、 利 用 者 に 応 じ た 適 切 な 利 用 量 の

確 保 を 図 り な が ら 、 利 用 者 数 の 増 加 を 見 込 み ま す 。 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス

感染症 の 影 響前 の 年 間 150 人程 度 の 利 用 者数 と 、障 がい児 の 放課後 等デ

イサー ビス の不足 分 を補う 利用 等も見 込 み 、利 用量 の増を 見 込みま す。  

 日中一時支援事業の実績と見込（年間）  

実 績  
第 ６ 期 計 画 利 用 実 績  

 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

年 間 実 利 用 者 数 7 6 人  6 3 人  7 3 人  

年間延べ利用回数 2 , 7 4 4 回  2 , 6 8 3 回  1 , 9 5 2 回  

見 込  
第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

年 間 実 利 用 者 数 1 0 0 人  1 1 0 人  1 2 0 人  1 3 0 人  1 4 0 人  1 5 0 人  

年間延べ利用回数 4 , 0 0 0 回  4 , 1 8 0 回  4 , 3 2 0 回  4 , 4 2 0 回  4 , 4 8 0 回  4 , 5 0 0 回  

※  令 和 ５ 年 度 の 数 値 は 、 見 込 値  

 

(13) 障 がい 者ス ポ ーツ・ 文化 活動支 援 事業  

知 的 障 が い 者 に 休 日 に お け る 活 動 の 場 を 提 供 す る 、知 的 障 が い 者 サ ー ク ル  

 活 動 事 業 の 実 施 や 、県 西 地 区 の 障 害 福 祉 サ ー ビ ス 事 業 所 や 行 政 、関 係 機 関 に  

よ り 開 催 す る 、県 西 地 区 障 害 者 文 化 事 業 へ の 参 画 等 、障 が い 者 等 の 社 会 参 加   

を 促 進 す る 事 業 を 実 施 し ま す 。  

 障がい者スポーツ・文化活動支援事業の実施状況と実施予定   

ス ポ ー ツ・文 化  

活 動 の 支 援  

    

第 ６ 期 計 画 利 用 実 績  

 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

実 施  実 施  実 施  

第 ７ 期 計 画 見 込 量  

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  実 施  
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障 が い 者 等 や そ の 家 族 、 関 係 機 関 、 地 域 の キ ー パ ー ソ ン 等 に 対 し て 、 サ ー

ビ ス 内 容 と サ ー ビ ス 提 供 事 業 者 に 関 す る 情 報 を 提 供 し 、 事 業 の 円 滑 な 実 施 を

図 る と と も に 、 障 が い 者 等 が 利 用 し や す い サ ー ビ ス と な る よ う 、 当 事 者 及 び

事 業 者 か ら の 意 見 聴 取 や 協 議 を 行 い 、 施 策 に 反 映 さ せ る こ と で 見 込 量 の 確 保

に努め ます 。  

 

  

３  事 業 の 見 込 量 確 保 の た め の 方 策  
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第７章  計画の達成状況の点検及び評価  

 

障 が い 福 祉 計 画 に お け る サ ー ビ ス 見 込 量 や 数 値 目 標 の 達 成 状 況 に つ い て は 、

本市と 箱根 町、真鶴 町及び 湯河 原町で 共 同設置 して いる「小 田原市・箱根町・

真鶴町・湯河 原町地 域障害 者自 立支援 協 議会」に 報告 し、点 検・評価 を受 ける

ととも に、 計画の 達 成に必 要な 施策を 実 施しま す。  

ま た 、 必 要 に 応 じ て 障 が い 福 祉 課 が 中 心 と な っ て 、 関 係 す る 各 課 及 び 各 機

関に対 する 調査を 実 施し、 事業 の進捗 状 況や課 題の 把握を 行 います 。  

各 種 の 情 報 ・ 要 望 に つ い て は 、 毎 年 総 合 的 に 内 容 を 分 析 し 、 計 画 の 進 捗状

況の点 検と 合わせ て 検討し ます 。  

 

 

 

 

 

 

 

小田原市・箱根町・真鶴町・湯河原町地域障害者自立支援協議会  組織図  

※各部会においては、必要に応じてオブザーバーとして関係機関の参加を依頼できます。  

相互に連携 
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参考１  用語解説  

 

○一般就労（ P.8,14,27,27,29,34,50）  

障がい者の就労形態のひとつで、一般の企業などで雇用契約に基づい

て就業したり、在宅就労すること 。  

 

〇医療的ケア児（ P.3,18,19,20,22,55,57,58）  

  医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ（新生児集中治療 室）等に長期入

院した後、引き続き、人工呼吸器やたんの吸引（気管に溜まったたんを

吸引する）、経管栄養（チューブを使って、鼻や腹部の皮膚を通じて、胃

に直接や栄養を送ること）などの医療的なケアを必要とする子どものこ

と。  

 

〇インクルージョン（ P.17,57）  

障害があっても地域で地域の資源を利用し，市民が包み込んだ共生社

会を目指すという理念。  

児童の場合は、障がいの有無にかかわらず、すべての児童が共に成長でき

るような地域社会への参加や包容を意味する 。  

 

〇基幹相 談支援センター（ P.13,21,22,24,30,62,65）  

  地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、総合的・専

門的な相談支援、地域の相談支援体制の強化の取組、地域移行・地域定

着の促進、権利擁護・虐待防止等の業務を総合的に行う機関 。  

 

〇強度行動障害（ P.12,13,18,19,22,23,44,50,52）  

  直接的な他害（かみつき、頭突き）や間接的な他害（睡眠の乱れ等）、  

自傷行為等が、通常では考えられない頻度と形式で出現している状態の

こと。  
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〇高次脳機能障害（ P.2）  

  脳卒中などの病気や交通事故、心肺停止による低酸素脳症などで脳が

ダメージを受けたために、思考・記憶・行為・言語・注意などの脳機能

の一部に障害が起き、日常生活や社会生活に支障を来す状態のこと 。  

 

○合理的配慮（ P.1,2,3,18）  

障がいのある人が障がいのない人と平等に人権を享受し行使できるよ

う、一人ひとりの特徴や場面に応じて発生する障がい・困難さを取り除

くための、個別の調整や変更（適切な便宜や助け）のこと 。  

 

〇児童発達支援センター（ P.17）  

地域の障がいのある児童を通所させて、日常生活における基本的動作

の指導、自活に必要な知識や技能の付与又は集団生活への適応訓練を行

う施設のこと。開設には、専門職員の配置などの人員基準や必要とする

設備や備品などを定めた設備基準の要件を満たす必要がある 。  

 

○社会的障壁（ P.1,2,3,61）  

障がい者等 にとって日常生活や社会生活を営む上で支障となる 事物、

制度、慣行 、観念 のこと。「 障がい」は個人の心身機能の障 がいと社会的

障壁の相互作用によって創り出されているものであり、社会的障壁を取

り除くのは社会の責務である、という「障害の社会モデル」 という考え

方に基づく概念 。  

 

〇重症心身障がい児（ P.19,20,36）  

  重い身体障がい（肢体不自由）の他に、様々な程度の精神遅滞（知的  

障がい )やてんかんや行動障害などを合併している児のこと。昭和 41 年

の旧厚生省の定義では、「身体的・精神的障害が重複し、かつ、それぞれ

の障害が重度である児童」とされている 。  
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〇精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム（ P.13,26）  

精神障害の有無にかかわらず、誰もが安心して自分らしく暮らすこと

ができるよう、医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労など）、

地域の助け合い、普及啓発（教育など）が包括的に確保された支援体制。

高齢者の支援を念頭にした「地域包括ケアシステム」における、必要な

支援を地域の中で包括的に提供し、地域での自立した生活を支援すると

いう考え方を、精神障がい者のケアにも応用したもの 。  

 

〇地域共生社会（ P.7）  

  地域のあらゆる住民が、互いに人格と個性を認め合いながら、「支え手」  

と「受け手」 という関係を超えて 、地域、暮らし、生きがいをともに創

り、高め合うことができる社会のこと 。  

 

○地域生活支援事業（ P.3,59,61,63）  

市町村及び都道府県が、国（市町村にあっては都道府県も）の補助を  

受け、障がい者等が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、それぞれの地域の特性や利用者の状況に応じて実施する事業の

こと。  

 

〇レスパイト（ P.19）  

  障 が い の あ る 人 を 介 護 す る 家 庭 の 家 族 が 一 時 的 に 休 息 を と れ る よ う

にサポートすること。（家族の外出、行事などの際の短期入所利用など）  
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参考２  アンケート調査及び市民意見等の募集について 

 

 パブリックコメントの結果を踏まえて作成予定  
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参考３ 計画の策定経過 

 

 今後の策定経過を踏まえて作成予定 
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小田原市立病院経営計画（経営強化プラン）の策定について 

 

１ 策定の経緯及び趣旨 

市立病院は、医師不足等による厳しい経営状況を踏まえて国が示す公立病院

の改革ガイドライン（平成26年度）により、市立病院経営改革プランを策定し、

経営の効率化、経営形態の見直しなどに取り組んできた。 

（平成29年度～令和２年度） 

国は、令和４年３月29日に「持続可能な地域医療体制を確保するための公立

病院経営強化ガイドライン」を発出し、病院事業を設置する地方公共団体は、

令和５年度までに経営強化プランを策定し、病院事業の経営強化に総合的に取

り組み、その策定にあたっては、公立病院の役割と機能・連携の強化、医師・

看護師等の確保（働き方改革）、経営形態の見直し、新感染症への平時からの

取組を記載することとされた。 

そこで、市立病院では、令和４年６月に小田原市立病院運営審議会に諮問し、

同審議会での２年間の審議を経て示された答申案をもとに、行政案として「小

田原市新病院建設基本計画」の新病院の目指す姿を見据え、新ガイドラインの

記載事項も含めて中期的な経営ビジョンを示した小田原市立病院経営計画を策

定する。 

 

２ 計画の期間 

  令和６年４月１日から令和10年３月31日まで（４年間） 

 

 

 

 

資料２ 
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３ 計画の構成 

Ⅰ 序論 1 策定の趣旨 
2 計画の構成と期間 
3 新ガイドラインの概要 
4 新プランと第６次小田原市総合計画、地域医療構想との関係 
5 小田原市立病院経営改革プラン（平成29年度～令和２年度）の総括 
6 社会情勢の変化と小田原市立病院の課題 
7 新プランの対象期間における収支計画 

Ⅱ 基本 
計画 

第１章 理念・基本方針等 
第２章 市立病院の目指す姿 

Ⅲ 実行 
計画 

1 患者に信頼される病院 
2 急性期医療を担う病院 
3 地域における機能分化と連携強化 
4 働く魅力のある病院 
5 経営の健全化 
6 新病院建設に伴う取組 
7 災害に強い病院  

その他 計画の進捗管理、推進体制等、用語の解説、統計資料 

 

４ 計画の内容 

  資料２-１のとおり 

 

５ 策定の経過 

区  分 日 内  容 備考 

令 和 
４年度 

第１回 6 / 2 3 

• 諮問 
• 公立病院経営強化ガイドラインについて 
• 小田原市立病院経営強化プランの策定について 
• 第８次医療計画の進捗状況について 

会議室 

第２回 8 / 2 6 
• 市立病院経営強化プランの骨子案について 
• 実行計画記載項目の検討について 

ＷＥＢ 

第３回 10/27 
• 県西地区保健医療福祉推進会議の開催状況について 
• 実行計画記載項目の検討について 

会議室 

第４回 1 2 / 8 序論・基本計画等の検討について 会議室 

第５回 2 / 1 6 計画案の調整について 会議室 

第６回 3 / 3 0 中間とりまとめ案の検討について 会議室 

令 和 
５年度 

第１回 5 / 2 5 ＫＰＩの検討等について 会議室 

第２回 11/30 経営強化プランの答申案について 会議室 

その他 1 2 / 7 答申 市長室 
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６ 今後の予定 

 (1) 令和６年２月１日から同年３月１日まで パブリックコメントの実施 

 (2) 令和６年３月 経営計画策定 

 

７ 市立病院の運営審議会委員 

氏  名 役  職  名 選出区分 

 安西 由充 小田原歯科医師会長 

市内医療団
体 の 代 表 

 小林 敏子 
神奈川県看護協会小田原支部 
小田原循環器病院 看護部長 

 南  康平 
神奈川県病院協会常任理事 
医療法人社団帰陽会 丹羽病院 理事長 

◎渡邊 清治 小田原医師会長 

 渡邊 千括 小田原薬剤師会長※ 

 岡本 和彦 東洋大学理工学部建築学科 教授 

学識経験者  

 小田原正和 公認会計士 

 白木 秀典 千葉商科大学 客員教授 

 長谷川嘉春 神奈川県小田原保健福祉事務所長 

 増田千鶴子 昭和大学看護キャリア開発・研究センター長 

 守田 誠司 東海大学医学部救命救急医学 教授 

○木村 秀昭 小田原市自治会総連合 理事 
医療機関の
利用者代表 

  ◎：会長 〇：副会長（※ ～令和５年７月31日 荒井俊明委員）   （敬称略） 
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１ 策定の趣旨 

(1) 国では、公立病院改革ガイドライン及び新公立病院改革ガイドラインを通知し、

公立病院の経営改革に取り組むように指示し、市立病院も平成29年度から小田原

市立病院経営改革プランを策定し、経営改善に取り組んできた。 

(2) 令和６年度から医師の時間外労働規制への対応、新型コロナウイルス感染症の感

染拡大により地域に必要な医療提供体制を確保するため、国は公立病院経営強化

ガイドラインを発出し、病院間の機能分化・連携強化、医師・看護師等の確保な

どの公立病院の経営強化のための取組を求めている。 

(3) 市立病院では、「小田原市新病院建設基本計画」で示した新病院の目指す姿を見

据え、新ガイドラインの記載事項も含めて中長期的な経営ビジョンを示した小田

原市立病院経営計画を策定する。 

 

２ 計画の構成と期間 

経営計画は、令和６年（2024年）４月１日から令和10年（2028年）３月31日までの

４年間を計画期間とし、その構成は、序論、基本計画及び実行計画とする。 

Ⅰ 序論 1 策定の趣旨 

2 計画の構成と期間 

3 新ガイドラインの概要 

4 新プランと第６次小田原市総合計画、地域医療構想との関係 

5 小田原市立病院経営改革プラン（平成29年度～令和２年度）の

総括 

6 社会情勢の変化と小田原市立病院の課題 

7 新プランの対象期間における収支計画 

Ⅱ 基本計画 第１章 理念・基本方針等 

第２章 市立病院の目指す姿 

Ⅲ 実行計画 

   

1 患者に信頼される病院 

2 急性期医療を担う病院 

3 地域における機能分化と連携強化 

4 働く魅力のある病院 

5 経営の健全化 

6 新病院建設に伴う取組 

7 災害に強い病院  

その他 

計画の進捗管理、推進体制等、用語の解説、統計資料 

 

３ 序論 

１及び２のほか、「新ガイドラインの概要」「新プランと第６次小田原市総合計画

及び地域医療構想との関係」「小田原市立病院経営改革プランの総括」「社会情勢の

変化と小田原市立病院の課題」及び「新プランの対象期間における収支計画」を記載

した。 

前プランの評価は、外部委員会から「おおむね良好」という評価を得ているものの、

令和２年度は新型コロナの感染拡大による影響で経常損失を生じ、同プランの目標未

達成の項目が増加した。今後はウィズコロナの視点を踏まえた短期的な経営改善や新

病院開院後も持続可能な病院経営を実現させるための中長期的な視点に立った経営改

善に取り組む必要があると総括した。 

県西地域の状況では、県西二次保健医療圏は、生産年齢人口の流入が少なく、早く
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から高齢化が進行している地域で既に人口減少進行地域となっており、病院・一般診

療所は、小田原市内に集中し、人口10万人あたりの施設数が一般診療所数は全国平均

を下回っている。県西医療圏内は、病床過剰地域であるが、病床数200床未満の小規

模な病院が多く、人口10万人当たりの医師数は、全国平均と比べて少ない状況である。 

市立病院の経営の状況は、平成28年度から令和２年度までは純利益を計上し、令和

２年度は新型コロナの感染拡大により医業収益が減少したものの、国の空床補償で純

利益を維持し、令和３年度及び令和４年度も新型コロナの影響はあるものの、コロナ

診療との両立により、純利益を計上するなど平成28年度以降７年連続で当期純利益を

計上できた。今後は、医師の働き方改革の影響と施設の老朽化・狭隘化、地域の医療

機関との連携強化などの取り組むべき課題がある。また、新プランの対象期間中の各

年度の収支計画の見通しを算出した。 

 

４ 基本計画 

 市立病院の理念、基本方針、市立病院の使命及び市立病院の役割・機能を定め、明

確化した。また、市立病院の目指す姿を、患者に信頼される病院、急性期医療を担う

病院、地域における機能分化と連携強化、働く魅力のある病院、経営の健全化、新病

院建設に伴う取組及び災害に強い病院の項目に分け、それぞれ定めた。 

 

５ 実行計画 

めざす姿と課題、解決のための詳細施策を記載している。課題と詳細施策は、経営、

ヒト、モノの３つの視点に分類して記載し、その指標としてＫＰＩを設定した。 

 

(1) 患者に信頼される病院 

 【めざす姿】 

〇 患者の権利を尊重し患者を中心とした医療の展開  

〇 患者プライバシーへの配慮と安全で信頼できる総合的な医療の提供  

〇 救急、小児、周産期などの公立病院に期待される医療の提供 

〇 患者や患者家族の意思決定支援の保障 

【詳細施策】 

経営 救命救急センター、地域周産期母子医療センターの機能を堅持し、救

急・小児・周産期医療等の公立病院が果たすべき役割を担う。 

ヒト ◎ 患者の権利を尊重し、診療を受ける権利、拒否する権利、知る権利

個人情報の保護等を明確にし、その仕組みを整え広く周知 

◎ 患者の決定の自由を保障し説明・同意に関する基本指針の作成と、

説明と同意の適切な実施。セカンドオピニオンの権利を定め周知

し、自己の診療記録を適正な手続と基準で開示 

◎ 医療者と患者・家族が今後の治療・療養を話し合い、患者の望む

「生活の場」「治療の場」の意思決定支援（ＡＣＰ）の視点を導入 

モノ 患者や患者家族が相談しやすいよう市立病院の相談機能を充実させ、相

談体制の整備と患者等の支援体制の充実 

【ＫＰＩ】 

① 患者満足度調査項目の「満足」「やや満足」の

割合（入院・外来） 
90％ 

② 救急応需率 95％ 
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 (2) 急性期医療を担う病院（役割・機能の最適化と連携の強化） 

 【めざす姿】 

〇 高度急性期・急性期医療を中心に地域の医療の堅持 

〇 高度医療の提供による重症患者への対応強化 

〇 チーム医療を推進し、重症患者への医療の質の向上 

〇 環境・空間・設備が治療に繋がることを意識して計画された病院 

【詳細施策】 

経営 ◎ 市立病院は、今後も基幹病院として救命救急センターの機能を維持

し、高度急性期医療の提供と地域がん診療連携拠点病院の機能につ

いても、手術・化学療法・放射線療法等を円滑に実施し質の高いが

ん治療を提供 

◎ 病院機能評価の認定による第三者機関から医療の質の評価 

ヒト ◎ 医師の確保は、大学病院との連携の強化と管理型臨床研修病院の機

能充実、基幹施設認定による専攻医の確保を推進 

◎ 看護師やコメディカルの確保は、新病院の機能に応じ計画的に採用

を推進 

◎ チーム医療を積極的に導入し医療の質を向上 

◎ 県西地域における基幹病院として、地域の医療機関との連携・協力

に努め、地域全体で医療提供体制を支援 

モノ 新病院は、機能的なフロア計画等により良質で適切な高度急性期医療を

提供する病院とするほか、ロボット手術などの最先端医療等により研修

施設としての魅力向上を図り医療人材の確保等を促進 

【ＫＰＩ】 

① 病床稼働率  90.0％ 

② 手術件数 4,300件 

③ 平均在院日数 9.5日 

④ １日平均患者単価 入院 80,000円 

外来 15,000円 

  

(3) 地域における機能分化と連携強化（役割・機能の最適化と連携の強化） 

【めざす姿】 

〇 完結型医療の実現と機能分化に向け、国・県の取組への協力 

〇 地域医療支援病院として、各医療機関の役割分担と地域医療の充実 

〇 地域の課題に対し地域の関係機関との間で役割分担・連携 

【詳細施策】 

経営 ◎ 「地域完結型医療」の実現に向け、高度急性期・急性期機能を担

い、５疾病６事業と集中治療を要する重症患者中心の医療を提供 

◎ 地域の医療機関、福祉・介護施設、行政などが、それぞれの役割

を担い、市民が24時間365日安心して医療が利用できる連携の推進 

◎ 平時だけでなく新興感染症の拡大時においても、地域内の機能分

化で市立病院の機能として治療すべき患者に対し適切な医療を提

供できるよう地域の医療機関との間で紹介及び逆紹介の円滑な対

応を促進 
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 ◎ 小田原市立病院と県立足柄上病院の基本協定の趣旨を踏まえ、地

域医療構想区域内の市町や医療機関等との連携強化と「地域完結

型」の医療提供体制を構築 

◎ 地域包括支援センター、訪問看護ステーション、介護施設等との

更なる連携・支援を行い、地域包括ケアシステムの強化を推進 

ヒト ◎ 医師・看護師等の確保と地域の医療機関への医師・看護師等の派

遣により地域全体で医療提供体制を確保 

◎ 市立病院の人材の地域内還元で地域医療レベルの向上や地域連携

の円滑化 

◎ 病院、診療所・クリニックなどの医療職連携のほか、地域の歯科

医院・歯科医師、地域の薬局・薬剤師、訪問ステーションの看護

師などと多職種連携を推進 

◎ 地域周産期母子医療センターとして、地域の小児・周産期医療の

核として医師等の人材を配置し、助産師を中心に女性外来や産後

ケア等の充実 

モノ ◎ 新病院では、地域医療連携部門等の充実を図り患者支援の強化と

（仮称）地域連携・患者支援センターを患者が利用しやすい場所

に設置し一元的な対応 

◎ 登録医数の増加と定期的な研修会、共同施設利用の促進 

【ＫＰＩ】 

① 地域医療支援病院の紹介率 80％ 

② 地域医療支援病院の逆紹介率  92％ 

③ 共同施設の利用件数  1,500件 

 

 (4) 働く魅力のある病院（医師・看護師等の確保と働き方改革） 

【めざす姿】 

〇 医療従事者の確保・定着のため、魅力ある職場環境づくりを推進 

〇 働き方改革を推進 

〇 教育・研修機能を充実し医療人材を育成 

【詳細施策】 

経営 ◎ 看護の質やモチベーションを向上する教育システムの構築とコメ

ディカル等にもスキルアップや接遇の研修等を実施 

◎ 職員の満足度調査の実施 

◎ 臨床研修医の受入や基幹施設への移行による専攻医の確保 

◎ 最先端医療導入による研修施設としての価値向上による医師確保

を目指す。 

◎ 専門・認定・特定看護師等の活用、医師事務補助者の採用と能力

向上などでタスクシフト・タスクシェアを進め、医師の負担軽減

を図る。 

ヒト ◎ 職員の能力や資格等の諸条件に基づき評価し適正で柔軟な処遇や

採用条件の確保 

◎ 大学病院との連携を強化し医療提供に必要な医師確保を堅持 

◎ 看護師は看護学生等からの採用を進め、コメディカルは新病院の

機能に応じて計画的な採用を実施 
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 ◎ 様々な情報発信ツールを活用し積極的な病院情報発信と医療従事

者の採用促進 

◎ 定期的なストレスチェックの実施と職員のメンタルケアの推進、

適正なハラスメント対策を進め健康で安全な職場環境の整備 

◎ 毎年、職員満足度調査を実施し、その結果を働きやすい環境づく

りの取組に反映 

モノ 現施設でも働きやすい環境を整備。新病院では、スタッフ動線の最短

化、快適な休憩・休息スペースの配置など、職員の働きやすさの視点

からも整備を推進 

【ＫＰＩ】 

① 管理型臨床研修医定員数      10人 

② 臨床研修医マッチング率       （フルマッチ）100% 

③ 基幹施設認定の診療科の数     ３科 

④ 専門・認定・特定看護師人数  合計40人 

⑤ 職員満足度調査項目の「とてもそう思う」

「思う」の割合  
80％ 

 

(5) 経営の健全化（経営形態の見直し、経営の効率化等） 

【めざす姿】 

〇 市立病院は、「小田原市立病院経営計画（経営強化プラン）」に基づく取組を進め、

ＰＤＣＡサイクルにより常に改善に取り組むほか、より適切な経営形態の選択も視野

に入れて、持続可能な病院経営を実施 

〇 「地域完結型医療」の実現に向け医療を必要とする患者に対し十分な医療を提供で    

きる環境の確保と地域医療連携の強化、病院経営の健全化を推進 

〇 収支バランスによる健全経営を進めるために、コスト意識の徹底 

【詳細施策】 

経営 ◎ 市立病院は、救急・小児・周産期医療等の公立病院が果たすべき

役割を担うほか、市としては一般会計負担金の繰入れ等の適正な

経費負担について調整 

◎ 病院運営審議会を継続設置し、病院の運営に関して様々な意見を

収集し分析。また、各情報発信ツールを使って地域に情報発信を

行い、地域の医療機関等との連携推進に向け、地域医療連携ネッ

トワークや地域連携パスを積極的に活用 

◎ 公設公営としての経営形態を維持。地方公営企業法の全部適用で

達成される効果を検証し求められる効果が達成されそうにない場

合は地方独立行政法人を含む適切な経営形態について検討 

ヒト 病院経営に精通した医療人材を確保・育成し、長期的視点から最適な

医療を提供する体制の強化 

モノ 材料費の定数管理を厳格に行うなど、その削減への取組み 

【ＫＰＩ】 

① 経常収支比率（新病院建設前の令和７年度まで）  105.0％ 

② 医業収支比率（新病院建設前の令和７年度まで）  95.0％ 

③ 累積欠損金比率   0％ 

④ 材料費対医業収益比率  25.0％ 

⑤ 企業債残高 （新病院開院時点での目標値） 950,000 千円 
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  (6) 新病院建設に伴う取組（施設・設備の最適化） 

【めざす姿】 

新病院建設では、新病院建設基本計画に基づき、令和８年春の開院に向けて、デジタ

ル化への対応も含め、施設・整備の最適化の推進。新病院開院までは、現病院の機能

維持に向けて必要な修繕等の実施と必要な医療機器等の整備 

【詳細施策】 

モノ ◎ 市立病院は、高度急性期病床を中心に、病床数400床を維持 

◎ 新病院では、医療施設のゾーニング・プランニングに時間効率を

考慮し、効率的な医療提供を行う価値の高い病院を実現 

◎ 新病院では、がん治療の強化として化学療法室の増床等、脳卒

中・心筋梗塞等の心血管疾患の対応強化にアンギオ室の増室、救

急外来にＸ線・ＣＴの配置等、小児医療の強化に治療室の増床

等、周産期医療の強化にＬＤＲ（陣痛室・分娩室・回復室が一体

となった個室）の増床、救急専用ＥＶの設置等を実施 

◎ 新病院建設の整備費抑制に向け、CM業者の導入と民間事業者等の

専門的な知見を活用し、契約方式は基本設計段階から施行者のノ

ウハウを活用できる設計・施工一括発注方式（設計・交渉タイ

プ）を採用 

◎ 新病院では、外来の診察案内表示システムを導入し、プライバシ

ーの保護と外来患者の待ち時間の短縮等 

◎ 地域医療介護連携ネットワークシステムの活用の検証 

◎ 新病院の建物は、ＺＥＢ Orientedの実現と省エネ機器やエネルギ

ーマネジメントシステムを導入しランニングコストの削減 

◎ ＤＸを進め、サイバーセキュリティ対策に向けシステム関連の専

門人材の確保等の検討 

ヒト 新病院の機能に対応するために、医療職員の適切な確保や研修の実施 

【ＫＰＩ】 

① 経常収支比率（新病院開院後から令和９年度まで） 100.0％ 

② 医業収支比率（新病院開院後から令和９年度まで） 93.0％ 

③ 建物の単位面積あたりの電気・ガス・水道の使用量

（令和４年度実績値との比較） 

電気35％ 

 ガス70％ 

 水道35％ 

の削減 

 

 

(7) 災害に強い病院（新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組） 

【めざす姿】 

〇 災害拠点病院としての機能を発揮するための整備 

〇 サイバーセキュリティ対策への取組を推進 

〇 新興感染症の感染拡大時には、感染症指定病院に協力 

【詳細施策】 

経営 ◎ ＢＣＰに基づく災害マニュアルを更新し、病院内での定期的な訓

練の実施と協力施設や地域の医療人材との連携の強化 

◎ 市立病院の災害対策本部と市の災害対策本部、医師会や歯科医師

会等との役割や位置付けを明確化 
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◎ 足柄上病院との連携強化と新興感染症対策のために関係機関との

連携を密に役割分担や連携の在り方を検討 

ヒト サイバーセキュリティ対策をＢＣＰマニュアルに位置付け、セキュリ

ティ対策を強化するほか、ＤＸ推進に向け、システム関連の専門人材

の確保等を検討 

モノ ◎ 現病院では同様の新興感染症のパンデミック時には検査体制を整

え、動線や病室等の隔離や陰圧室の整備により対応 

◎ 新病院の災害対策は、地震対策設備、浸水対策設備、インフラ断

絶時の設備、屋上ヘリポート、患者収容スペース等の整備 

◎ 新病院の感染対策は、感染専用エレベーターなどによる動線の分

離や感染拡大状況に応じた感染症専用病棟への転換 

【ＫＰＩ】 

① 火災・防災訓練の回数  ４回 

 

６ 計画の進捗管理、推進体制等 

新プランの計画の管理は、市立病院の経営戦略委員会及び事務部門の経営を所掌す

る部署で担当し、計画の管理に当たっては、ＫＰＩを中心に新プランの実施状況の点

検等を行う。また、新プランの実施状況の点検及び評価は、内部評価と外部評価を実

施し、外部評価は市立病院運営審議会に、内部評価は市の庁内検討会（企画部門、財

政部門、福祉部門、消防）及び市立病院内の経営戦略委員会において行う。 

  新プランは、数値目標の達成が著しく困難である場合などに新プランの改定を行う。 
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Ⅰ 序論 

 

１ 策定の趣旨 

小田原市立病院（以下「市立病院」という。）は、昭和33年６月の開設以来、「患

者の権利を尊重した患者中心の医療に努めるとともに、地域基幹病院としての機能を

発揮し、地域住民から信頼され愛される病院を目指す」という基本理念のもと、医療

水準の向上と良質で適切な医療の提供に努め、地域医療の発展に貢献してきました。

今後も、県西地域の基幹病院として急性期医療の充実と高度医療の提供を進めていく

ためには、市立病院の機能拡充と健全経営を進めていく必要があり、これは小田原市

総合計画にも位置付けています。 

一方、国では、地域における基幹的な公的医療機関として、地域医療の確保のため

重要な役割を果たしている公立病院の多くが経営状況の悪化や医師不足等により、医

療提供体制の維持が極めて厳しい状況であることから、「公立病院改革ガイドライン」

（平成19年12月24日付け総務省自治財政局長通知）及び「新公立病院改革ガイドライ

ン」（平成27年３月31日付け総務省自治財政局長通知。以下「旧ガイドライン」とい

う。）を通知し、公立病院の経営改革に取り組むように指示しています。 

市立病院も平成29年度から小田原市立病院経営改革プラン（以下「前プラン」とい

う。）を策定し、経営改善に取り組んできました。その一環として令和３年度からは、

経営形態を地方公営企業法の全部適用に移行し、更なる経営改善に取り組んでいます。 

しかしながら、国の働き方改革の一環として、令和６年度から医師の時間外労働規

制が開始されることにより、医療従事者の確保がさらに厳しい状況となります。また、

令和２年から世界的に流行した新型コロナウイルス感染症（以下「新型コロナ」とい

う。）の感染拡大により、感染症に関する日本の医療の仕組みを大きく変える必要性

に迫られており、「持続可能な地域医療体制を確保するための公立病院経営強化ガイ

ドライン」（令和４年３月29日付け総務省自治財政局長通知。以下「新ガイドライン」

という。）においても新興感染症の感染拡大時における公立病院の役割の強化を求め

ています。 

さらに、地域に必要な医療提供体制を確保するためには、病院間の機能分化・連携

強化、医師・看護師等の確保、働き方改革の推進等による公立病院の経営強化のため

の取組が急務とされており、今後の大きな課題となってきます。 
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また、現在、各都道府県において第８次医療計画の策定作業が進められており、そ

の作業と併せて、令和４年度及び令和５年度において、地域医療構想に係る各医療機

関の対応方針の策定や検証・見直しを行っているため、地域において各病院が担う役

割・機能を早期に調整・確定させていくことが必要となります。 

こうした中、小田原市では、令和４年度から令和12年度までを計画期間とする第６

次総合計画を策定し、基本構想と、３年を１期とした３期の実行計画をスタートして

います。 

そこで、市立病院では、「小田原市新病院建設基本計画」（令和２年12月議決）で

示した新病院の目指す姿を見据え、新ガイドラインの記載事項も含めて中長期的な経

営ビジョンを示した小田原市立病院経営計画（以下「経営計画」という。）を策定す

るものです。 

 

２ 計画の構成と期間 

経営計画は、令和６年（2024年）４月１日から令和10年（2028年）３月31日までの

４年間を計画期間とし、その構成は、序論、基本計画及び実行計画とします。 

 

３ 新ガイドラインの概要 

公立病院は、旧ガイドラインのもと、前プランを作成し、再編・ネットワーク化、

経営形態の見直しなどに取り組んできました。しかしながら、医師・看護師等の不足、

人口減少・少子高齢化に伴う医療需要の変化等により、依然として、持続可能な経営

を確保しきれない病院が多い状況です。 

そこで、新ガイドラインでは、新型コロナの対応に公立病院が中核的な役割を果た

し、感染症拡大時の対応における果たす役割の重要性を再認識し、病院間の役割分担

の明確化・最適化や医師・看護師等の確保などの取組を平時から進める必要性がある

とするものの、今後、医師の時間外労働規制への対応など、さらに厳しい状況が続く

と記載し、持続可能な地域医療提供体制の確保で、限られた医師・看護師等の医療資

源を地域全体で最大限効率的に活用するという視点を最も重視し、新興感染症の感染

拡大時等の対応という視点も持って、公立病院の経営を強化していくことが重要とし

ています。 

（図表１参照） 
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４ 新プランと第６次小田原市総合計画、地域医療構想との関係 

小田原市は、令和４年度から第６次総合計画をスタートしました。現総合計画の重

点施策に、地域の医療機関、福祉・介護施設、行政等の連携強化や市立病院新病院の

建設による機能強化を掲げ、いつでも安心して医療が利用でき、一次、二次、三次救

急の役割分担によるスムーズな救急医療や高度な医療体制を構築し、県西地域の基幹

病院である市立病院は、健全経営のもと安定的に良質な医療を提供することが位置付

けられています。総合計画は、市立病院の定める経営計画の上位計画に当たることか

ら、現総合計画の施策の方向性に沿って、経営計画を進めていきます。 

また、経営計画は、新ガイドラインに記載された事項を含めて策定し、地域の医療

提供体制において果たすべき機能や役割を担うために地域医療構想との整合性を図る

とともに、地域包括ケアシステムの強化に向けて、おだわら高齢者福祉介護計画やそ

の他の関係施策と連携し、また、他政策分野の取組とも調和を図っていきます。 

（図表２参照） 

 

 図表１）公立病院経営強化プランの記載事項（国のガイドライン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 役割・機能の最適化と連携の強化 

・地域医療構想等を踏まえた当該病院の果たすべき役割・機能 

・地域包括ケアシステムの構築に向けて果たすべき役割・機能 

・機能分化・連携強化 

 各公立病院の役割・機能を明確化・最適化し、連携強化。 

 特に、地域において中核的医療を行う基幹病院に急性期機能を集約して

医師・看護師等を確保し、基幹病院以外の病院等は回復期機能・初期救

急等を担うなど、双方の間の役割分担を明確化するとともに、連携を強

化することが重要 
  

(2) 医師・看護師等の確保と働き方改革 

・医師・看護師等の確保（特に、不採算地区病院等への医師の派遣を強化 

・医師の働き方改革への対応 
 

(3) 経営形態の見直し 

(4) 新興感染症の感染拡大時に備えた平時からの取組 

(5) 施設・整備の最適化 

・施設・設備の適正管理と整備費の抑制 

・デジタル化への対応 
 

(6) 経営の効率化 

  ・経営指標に係る数値目標 
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５ 小田原市立病院経営改革プラン（平成29年度～令和２年度）の総括 

市立病院は、前プランに基づく取組を進め、平成29年度から令和元年度までの期間

において経常黒字を確保し健全経営を維持してきました。また、令和３年４月から経

営形態を地方公営企業法の全部適用に移行するなど、着実に経営改善に取り組んでき

ました。そして、前プランは、毎年度に外部委員会である市立病院運営審議会の評価

を受けており、令和元年度までの前プランの進捗に関しては「おおむね良好」という

評価を得ているところです。しかしながら、令和２年度に、新型コロナの感染拡大で

病院経営にも大きな影響を与え、５年ぶりに経常損失を生じ、目標未達成の項目が増

加しました。 

病院の本業である医業収支では、前プランの初年度と最終年度における「医業収益」

「医業費用」の年平均成長率で「医業収益：▲2.4％」「医業費用：＋1.3％」となっ

ており、収益はマイナス、費用はプラスとなりました。 

前プランの初年度と新型コロナ禍前の令和元年度における年平均成長率では「医業

収益：＋4.1％」「医業費用：＋4.3％」で費用の増加率が高くなっており、引き続き

費用の見直しが必要と評価されました。 

新型コロナへの対応は、県西二次保健医療圏の基幹病院として、また、神奈川県医

療提供体制「神奈川モデル」の認定医療機関（高度医療機関及び重点医療機関協力病

院）として圏域内で疑似症から重症までをシームレスに診療できる体制で対応し、そ

れに伴う費用増や損失分は、国県からの補助金で補填されています。今後はコロナ禍

の状況を分析し、ウィズコロナ・ポストコロナの視点を踏まえた短期的な経営改善や、 

 

 図表２）小田原市立病院経営計画の位置づけ 
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新病院開院後も持続可能な病院経営を実現させるための中長期的な視点に立った経営改

善に取り組む必要があると総括しました。 

 

６ 社会情勢の変化と小田原市立病院の課題 

(1) 社会情勢の変化 

ア 経営計画（新プラン）策定の背景 

公立病院は、これまで再編・ネットワーク化、経営形態の見直しなどに取り組

んできましたが、医師・看護師等の不足、人口減少・少子高齢化に伴う医療需要

の変化等により、依然として、持続可能な経営を確保しきれない病院も多いのが

実態です。 

こうした中でも新型コロナ対応に公立病院が中核的な役割を果たし、感染症拡

大時の対応における公立病院の果たす役割の重要性が改めて認識され、病院間の

役割分担の明確化・最適化や医師・看護師等の確保などの取組を平時から進めて

おく必要性があります。 

しかしながら、公立病院は、医師不足の中、今後、医師の時間外労働規制への

対応も迫られるなど、さらに厳しい状況が続くことから、持続可能な地域医療提

供体制を確保するため、限られた医師・看護師等の医療資源を地域全体で最大限

効率的に活用するという視点と新興感染症の感染拡大時等の対応という視点も持

って、公立病院の経営を強化していくことが重要とされ、新ガイドラインのもと

に新プランの策定を進めることとされています。 

市立病院も、圏域内の基幹病院として、高度急性期・急性期機能をはじめ、こ

れまで提供してきました医療機能を引き続き維持・向上するとともに、これまで

は、平成28年度から令和４年度までの７年連続で黒字を維持してきましたが、新

病院建設事業に伴う長期にわたる事業費の負担のほか、働き方改革の実施に伴う

医師をはじめとした医療従事者の確保、少子高齢化の進展などにより、圏域内全

体の医療提供体制への影響などに鑑み、人的・物的・社会的な大きな環境の変化

の中、持続可能な医療提供体制を維持するために、病院経営に係る適切な経営形

態の在り方も含めて中期的なビジョンを持つ病院経営に関する計画を策定する必

要があります。 

イ 県西地域の状況 
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県西二次保健医療圏は、小田原市をはじめとする２市８町（小田原市、南足柄

市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴町、湯河原町）で

構成されています。 

神奈川県内の各圏域で最も面積が広い（県面積の約1/4、26%）一方、最も人口

が少ない（県人口の3.6%）医療圏で、生産年齢人口の流入が少なく、早くから高

齢化が進行している地域です。（図表３参照） 

県西二次保健医療圏域は既に人口減少進行地域で、受療率の高い高齢者人口割

合が今後増加すると推計していますが、県地域医療構想では、高齢者人口の増加

率は緩やかで、令和12年(2030年)をピークに医療需要が減少すると予想されてお

り、県や全国平均と同程度の医療需要の伸びは想定できません。 

同圏内の病院・一般診療所は、令和４年10月1日時点で病院数は23、一般診療

所数は260施設で、小田原市内に集中しています。人口10万人あたりの施設数は、

病院数は全国平均並みで、一般診療所数は全国平均を下回っています。 

県西医療圏内の一般病床・療養病床の既存病床数は3,092床であり、基準病床

数と比べると283床が余剰で、病床過剰地域として、新規病院開設や増床は原則

として許可されない医療圏となっています。         （図表４参照） 

また、特定機能病院や病床数500床以上の大規模病院がなく、病床数200床未満

の小規模な病院が多い地域です。人口10万人当たりの医師数は、全国平均と比べ

て概ね全ての診療科において医師数が少ない状況となっています。 

（図表５参照） 

ウ 市立病院の状況 

市立病院は、昭和33年６月に市民の健康保持に必要な医療を提供することを目

的に診療科９科・一般病床110床で開設しました。昭和56年から昭和59年にかけ

て全面改築工事を行い、診療科15科・一般病床417床の現施設が完成しました。 

その後も、医療ニーズの多様化に対応するため、救急科や糖尿病内分泌内科な

どを新設し、令和５年４月１日現在では26診療科を備えています。また、災害拠

点病院の指定をはじめ、地域周産期母子医療センター、地域がん診療連携拠点病

院の指定、救命救急センターの開設などにより、県西地域の基幹病院として急性

期医療や救急医療、高度医療において中核的役割を担ってきました。 

（図表６参照） 
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 図表３）高齢化率の比較 

（令和４年１月１日時点） 

区分 県西医療圏 神奈川県 全国 

総人口（A） 337,535 人 9,215,210 人 125,927,902 人 

65 歳以上人口（B） 109,014 人 2,340,698 人 35,929,389 人 

高齢化率（B÷A） 32.3% 25.4% 28.5% 

 

  図表４）基準病床数及び既存病床数（一般病床・療養病床） 

（令和４年４月１日現在） 

区分 基準病床数 既存病床数 過不足 

県西医療圏 2,809 床 3,092 床 + 283 床 

出典：神奈川県ホームページ健康医療局「神奈川県の病床状況について」 

 

図表５）人口 10 万人あたりの診療科別医師数（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

*1:その他には、救急科、形成外科、リハビリテーション科、血液内

科、乳腺外科、病理診断科、呼吸器外科、婦人科、リウマチ科、美

容外科、小児外科、心療内科、臨床検査科、感染症内科、産科、肛

門外科、アレルギー科等が含まれる。 
 

出典:総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」

（令和３年１月１日時点）、厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師

調査」（令和２年12月31日時点） 
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エ 経営の状況 

①  収支の状況 

前プランの取組前の平成 27 年度は、麻酔科の医局撤退により常勤麻酔科医

が減少したことから、手術を行うために必要な非常勤麻酔科医を確保するため

の費用が増加したこと等で純損失を生じましたが、平成 28 年度から平成 30 年

度までにおいては、積極的に患者の受入に努めたことで、３年連続で純利益を

計上しました。令和元年度は、医療体制の充実等に向けて、医療職職員の増員

を行ったことで給与費が増加しましたが、引き続き積極的な患者の受入れに努

めたことで、医業収益も増加し、純利益を計上することができました。 

しかし、令和２年度は、新型コロナの感染拡大による影響で５～６月に院内

クラスターが発生し病棟閉鎖を余儀なくされたほか、感染対策強化のために多 

 

図表６）市立病院の概要 

（令和５年４月1日現在） 

開  設 昭和33年6月24日 病 床 数 一般417床 

主 な 指
定 ・ 承 認
等 

平成10年 3月 災害医療拠点病院の指定 
（平成24年12月から災害拠点病院に名称変更） 

平成15年10月 管理型臨床研修病院の指定 
平成17年１月 地域周産期母子医療センターの指定 
平成18年８月 地域がん診療連携拠点病院の指定 
平成21年４月 救命救急センターの開設 
平成21年10月 地域医療支援病院の承認 

平成17年５月  （公財）日本医療機能評価機構の病院機能評価の認定 
平成22年５月  同             認定更新 
平成27年５月  同             認定更新 
令和５年２月  同             認定 

施 設 概 要 

敷地面積：21,268㎡ 延床面積：23,562㎡ 

本館（病棟） 中央診療棟 外来診療棟 

駐車場 収容台数 272台（現在は、新病院建設のため縮小） 

職 員 数 643名（医師107名、看護師389名、准看護師1名、医療技術職106名、事務職40名） 

診 療 科 

26診療科（標榜科） 
内科 腎臓内科 糖尿病内分泌内科 精神科 脳神経内科 呼吸器内科 
消化器内科 循環器内科 小児科 外科 整形外科 形成外科 脳神経外科 
呼吸器外科 消化器外科 心臓血管外科 皮膚科 泌尿器科 産婦人科  
眼科 耳鼻咽喉科・頭頚部外科 リハビリテーション科 放射線科  
病理診断科 救急科 麻酔科  
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床室のベッド数を減らすなどで医業収益が大きく減少しましたが、国の新型コ

ロナ対策としての病床確保料等の収入増で純利益を計上することができました。 

令和３年度は、令和２年度に引き続き新型コロナの感染拡大による影響を受

けながらも、救命救急センターを８床増床し、令和２年度から20床で運用を開

始しましたところ、新型コロナの重症患者の急激な増加で、約半分強の12床を

当該患者の重症病床として、当該患者を積極的に受け入れたため、入院患者の

単価が高くなり、医業収益が増加するとともに、引き続き、国の病床確保料も

得られたことから、純利益を計上することができました。 

令和４年度は、令和３年度に引き続き新型コロナの感染拡大による影響を受

けながらも、救急を始め各診療科で積極的に患者を受け入れ、適切な診療報酬

請求等、業務効率の改善や経営強化に病院全体で努めたことで、入院患者数が

増加したことなどにより医業収支が黒字化し、平成 28 年度以降７年連続で当

期純利益を計上することができました。（図表７及び図表８参照） 

なお、新ガイドラインにおいては、新プランの対象期間中に原則として経常

収支の黒字化（経常収支比率 100%以上）が求められています。 

 

図表７）経常収支の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：病院年報（平成 27 年度～令和４年度） 
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（百万円）

＋
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② 入院診療の状況 

市立病院の延べ入院患者数は、上昇傾向にあります。 

これは、旧プランで目指した「断らない救急」をもとに、患者受入を強化

したことによります。しかしながら、令和２年度は、新型コロナの影響によ

り、大幅に入院患者数が減少しましたが、その後は、感染対策を強化し新型

コロナの患者と救急の受入れを両立したことから、実受入患者数も増加して

います。 

また、新型コロナ患者に係る診療報酬の特例措置の影響もあり１人１日当

たりの入院単価は上昇しましたが、令和５年10月１日から当該措置も抑制さ

れ、新型コロナ患者自体も減少しているので、今後は、このような収益構造

は続かないことが予想されます。            （図表９参照） 

    ③ 外来診療の状況 

市立病院の延べ外来患者数は減少傾向にあります。これは、内科を中心に

紹介制に移行したことに伴い、紹介による初診患者が増え、再診患者が減少

したためです。患者１人１日当たりの外来単価は上昇傾向にあり、結果とし

て外来収益は増加傾向にあります。          （図表 10 参照） 

 

 

 

図表８）経常収支比率の推移 

 

              出典：病院年報（平成 27 年度～令和４年度） 
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図表９）入院収益の構造と経年変化*1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：病院年報（平成 27 年度～令和４年度） 

*1：折線グラフの数字は、平成 27 年度を 100 とした場合の各年度における指数 

*2：実入院患者数は、延入院患者数を平均在院日数で割り返して算定 

 

図表10）外来収益の構造と経年変化*1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：病院年報（平成 27 年度～令和４年度） 
*1：折線グラフの数字は、平成 27 年度を 100 とした場合の各年度における指数 

入院収益

延べ入院患者数

患者１人１日当たりの入院単価

×

実入院患者数

平均在院日数

×

外来収益

延べ外来患者数

患者１人１日当たりの外来単価

×

初診患者数

再診患者数

＋

119,602 124,853 125,693 126,578 131,644 104,613 124,853 139,504

12 10 10 10 12 12 12 12

10,323 12,984 12,569 12,658 11,156 8,477 10,117 11,420

62,790 64,199 64,189 66,292 67,178 73,480 76,544 76,583

7,510 8,015 8,068 8,391 8,844 7,687 9,424 10,683

R2 R3 R4

延べ入院患者数（人）

平均在院日数（日）

実入院患者数（人）

患者１人１日当たりの入院単価（円）

入院収益（百万円）

　　 年 度

 区 分
H27 H28 H29 H30 R1

267,022 263,068 269,120 252,910 249,864 201,274 229,390 253,430

20,549 20,770 22,506 22,117 22,479 16,215 20,599 25,218

246,473 242,298 246,614 230,793 227,385 185,059 208,791 228,212

10,969 11,327 11,740 12,603 13,303 13,916 13,555 13,024

2,929 2,980 3,160 3,187 3,324 2,784 3,101 3,295

R2 R3 R4

延べ外来患者数（人）

外来収益（百万円）

　　 年 度

 区 分

初診患者数（人）

再診患者数（人）

患者１人１日当たりの外来単単価（円）

H27 H28 H29 H30 R1
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④ 人材の確保・育成の状況 

病院経営の安定化には、医師や看護師などの医療従事者の確保、定着が必

要不可欠であるとともに、それを支えるためには、病院経営の専門知識を有

する事務職員も必要になります。 

      事務職員の在課年数を長くすることで、専門知識の取得と経験を経ること

による職員の育成と確保のほか、診療情報管理士や社会福祉士などの資格を

有する職員は、病院採用としています。 

今後の医療従事者をはじめとしたさらなる人材を確保し、定着を図るた

めには、職員にとって魅力ある勤務環境づくりや柔軟な勤務形態の検討が必

要となります。 

市立病院は、令和３年度に地方公営企業法の全部の規定を適用して、病

院事業管理者を設置し、人事面の権限も有していますが、地方自治法及び

地方公務員法の規定による運営では柔軟な勤務形態への対応に課題が残り

ます。 

 

(2) 市立病院の課題 

市立病院が位置する県西地域の面積は、県全体の約1/4を占めていますが、面積

と医療機能を比較すると、急性期医療を担う400床以上の基幹病院の数が市立病院

しかなく、また、三次救急医療機関、小児・周産期に対応できる病院も、市立病院

しかない状況です。そのため、今後も、こうした機能を維持していくためには、医

師をはじめとした医療従事者を確保し、雇用継続をしていかなければなりません。

さらに、令和６年度から本格的に実施される医師の働き方改革の影響で当圏域の医

師不足がより顕著になり、地域の医療機関からの依頼に応じて市立病院の医師を派

遣していく必要性が増してくることが考えられます。しかし、市立病院の救急医療

も医師の働き方改革による勤務時間の制限が当直体制に大きな影響を及ぼす可能性

があり、課題となってきます。 

また、現地域医療構想では、県西地域は回復期病床が不足し、高度急性期・急性

期病床は過剰とされ、全体的には過剰病床地域とされているため、病床転換以外に

は、回復期病床を確保することが困難で後方連携による転院先を確保することに苦

慮し、患者の症状に応じた医療機関の選択がうまく機能していませんので、引き続
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き、地域の医療機関との連携強化が求められていきます。 

新型コロナの流行期には、新型コロナ陽性患者や発熱患者の受入れを行う医療機

関は少なく、さらに休日・夜間の受入れを行う医療機関はなく、下り搬送を受け入

れる施設等もなくなったため、市立病院に患者が集中し、病床がひっ迫することが

ありました。新興感染症への対応については、県西地域における医療機関等の役割

分担や連携による医療提供体制の構築が必要となります。    （図表11参照） 

現病院施設では、施設の老朽化や、出入口やエレベーター等の動線分離が十分で

はなく、一般患者及び職員と感染患者の動線、感染患者の待機場所や診察スペース、

隔離可能な病床や陰圧装置など、感染対策に係る設備についても課題があります。 

 

７ 新プランの対象期間における収支計画 

新プランの対象期間中の各年度の収支計画は、図表12（次頁）のとおりです。収支

計画は、診療報酬の改定等の経営環境の変化により影響を受けるため、新プラン策定

後も状況変化を踏まえ必要に応じて見直しを行います。また、一般会計負担金は、収

益的収支にあっては繰出基準内での繰入れ、資本的収支においては、新病院建設に係

る建設改良費の一部の繰入れとなっていることから、令和４年度の収益的収支の繰入

額及び新病院建設による建設改良費としての資本的収支の繰入額をもとにしています。 

なお、新病院建設による減価償却費等の影響で、収支計画上は一時的に経常損失を

生じますが、利益積立金の補填等により経営への影響がないよう措置を講じます。ま

た、可能な限り計画期間内においても、経常収支の黒字化を目指します。 

 

 図表11)一般病床数100床以上の病院における医療機関等の役割 

 

 

 

 

 

 

 
出典: 一般病床数及び総病床数については厚生労働省「病床機能報告」（令和３年度） 、地域医療支援病院、

災害拠点病院、救急救命センター、地域周産期母子医療センター及び地域連携がん診療拠点病院につ
いては神奈川県ホームページ（令和４年４月１日時点）、広域二次病院群輪番制参加医療機関につい
ては小田原市ホームページを基に作成しました。 
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図表12）新プラン策定時の収支シミュレーション 

（収益的収支） 

 

 

 

 

(単位：百万円、％)

　　 年 度 令 和 ４ 令 和 ５ 令 和 ６ 令 和 ７ 令 和 ８ 令 和 ９ 令 和 10

年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度

 区 分 決 算 額 当初予算 (2024) (2025) (2026) (2027) (2028)

１. ａ 14,195 12,690 12,600 12,670 12,707 13,657 13,864

(1) 10,683 9,342 8,717 8,798 8,857 9,229 9,460

(2) 3,295 3,007 3,515 3,504 3,482 3,902 3,878

(3) 217 341 368 368 368 526 526

107 243 243 243 243 243 243

２. 1,816 1,354 1,319 1,377 1,497 1,614 1,614

(1) 1,293 1,157 1,174 1,232 1,352 1,347 1,347

(2) 523 197 145 145 145 267 267

(A) 16,011 14,044 13,919 14,047 14,204 15,271 15,478

１. ｂ 13,389 13,613 13,221 13,277 16,036 15,494 15,660

(1) 7,205 7,245 7,197 7,236 7,258 7,801 7,919

(2) 756 754 749 749 1,476 2,096 2,096

(3) 5,428 5,614 5,275 5,292 7,302 5,597 5,645

２. 628 585 598 730 991 1,076 1,076

(B) 14,017 14,198 13,819 14,007 17,027 16,570 16,736

経 　常 　損 　益 　(A)－(B) (C) 1,994 ▲ 154 100 40 ▲ 2,823 ▲ 1,299 ▲ 1,258

１. (D) 974 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

２. (E) 26 35 36 36 166 2,894 36

特 　別 　損 　益 　(D)－(E) (F) 948 ▲ 35 ▲ 36 ▲ 36 ▲ 166 ▲ 2,894 ▲ 36

純　　損　　益　(C)＋(F) 2,942 ▲ 189 64 4 ▲ 2,989 ▲ 4,193 ▲ 1,294

未処分利益剰余金及び積立金 9,366 9,177 9,241 9,244 6,255 2,062 768

資金保有額（現金・預金） 13,164 12,819 13,041 12,986 10,293 10,359 10,090

外 来 収 益

減 価 償 却 費

収
　
　
益
　
　
的
　
　
収
　
　
支

経
　
　
　
常
　
　
　
収
　
　
　
支

医 業 収 益

入 院 収 益

そ の 他

う ち 他 会 計 繰 入 金

医 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

経 常 収 益

医 業 費 用

職 員 給 与 費

そ の 他

医 業 外 費 用

経 常 費 用

特
 

別
 

収
　
支

特 別 利 益

う ち 他 会 計 繰 入 金

特 別 損 失
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（資本的収支） 

 

 

  

(単位：百万円、％)

　　 年 度 令 和 ４ 令 和 ５ 令 和 ６ 令 和 ７ 令 和 ８ 令 和 ９ 令 和 10

年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度 年 度

 区 分 決 算 額 当初予算 (2024) (2025) (2026) (2027) (2028)

１. 542 1,590 6,331 9,976 5,347 1,070 1,176

２. 2 38 114 124 124 386 442

３. 17 4 1,511 2,411 8 11 11

(a) 561 1,632 7,956 12,511 5,479 1,467 1,629

１. 1,172 2,283 8,285 13,068 5,638 1,129 1,241

２. 204 250 236 224 995 977 1,311

３. 5 9 26 26 26 26 26

(b) 1,381 2,542 8,547 13,318 6,659 2,132 2,578

差　引　不　足　額　(a)－(b) ▲ 820 ▲ 910 ▲ 591 ▲ 807 ▲ 1,180 ▲ 665 ▲ 949

ａ

ｂ
(A)

(B)
98.9% 100.7% 100.3% 83.4% 92.2% 92.5%経　常　収　支　比　率 ×100 114.2%

95.4% 79.2% 88.1% 88.5%106.0% 93.2% 95.3%

資
　
本
　
的
　
収
　
支

収
　
入

企 業 債

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

収 入 計

支
　
　
出

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

そ の 他

支 出 計

医　業　収　支　比　率 ×100
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Ⅱ 基本計画 

 

第１章 理念・基本方針等 

 

１ 市立病院の理念 

患者の権利を尊重した患者中心の医療に努めるとともに、地域基幹病院としての機

能を発揮し、地域住民から信頼され愛される病院を目指します。 

 

２ 基本方針 

(1) 病院職員としての倫理を遵守し、患者の生命を尊重した安全で安心のできる医療

を展開します。 

(2) 医療水準の向上に努め、質の高い効率的な医療を提供します。 

(3) 情報の提供に努め、開かれた病院にします。 

(4) 地域の医療機関と連携、協力して地域医療の発展に貢献します。 

(5) 病院の健全な経営に努め、良質な医療を継続的に提供します。  

 

３ 市立病院の使命  

(1) 総合的な診療機能を有する地域の基幹病院として、市民の信頼の確保に努めます。 

(2) 地域医療支援病院として、地域の医療機関と連携・協力をし、地域の医療ニーズ

に対応します。 

(3) 三次救急医療を主体とする高度急性期・急性期医療を提供します。 

 

４ 市立病院の役割・機能 

(1) 県西二次保健医療圏における公立病院及び基幹病院としての役割を果たせるよう、

引き続き現在の役割の維持とそれぞれの機能を充実させていくほか、新たに新興

感染症などの医療ニーズの変化にも適切に対応します。 

(2) 医療法に基づく５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神）６事業

（救急、小児、周産期、災害時医療 （へき地医療を除く。）、新興感染症対策

及び在宅医療）を行っていきます（在宅医療は協力）。 

(3) 地域医療支援病院の機能は、医療連携、入退院支援、在宅療養支援、医療相談 
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等を担う地域医療連携部門等の充実を図るとともに、新病院では患者支援を強化

するため、地域連携の拠点となる（仮称）地域連携・患者支援センターを設置し、

よりスムーズな患者支援を目指します。 

(4) 地域がん診療連携拠点病院の機能は、手術・化学療法・放射線療法等を円滑に実

施し、地域の中心となって質の高いがん治療を提供します。 

(5) 救命救急センターは、県西二次保健医療圏唯一の機能として、24時間365日受入

可能な環境整備を行い、安定的で質の高い救急医療を提供します。 

(6) 小児医療は、県西二次保健医療圏における小児医療の基幹病院として、通常の外

来診療や小児夜間救急外来も行い、24時間体制で新生児や小児救急に対応します。 

(7) 周産期医療は、県西二次保健医療圏唯一の地域周産期母子医療センターとして、

自然分娩からハイリスクの分娩まで24時間対応できる体制を維持します。 

(8) 災害拠点病院の機能は、災害発生時に速やかに診療機能の復帰・維持をし、入院

患者の安全の確保や傷病者等の受入れができる体制を整備します。 

 

第２章 市立病院の目指す姿 

 

１ 患者に信頼される病院 

〇 患者の権利を尊重した、患者を中心とした医療を展開します。  

〇 患者プライバシーへの配慮、療養環境の改善に努め、安全で信頼できる総合的

な医療を提供します。 

〇 救急、小児、周産期といった公立病院に期待される医療を提供します。 

〇 患者や患者家族の意思決定支援を保障します。 

 

２ 急性期医療を担う病院 

（役割・機能の最適化と連携の強化） 

  〇 高度急性期・急性期医療を中心として、地域の医療を守り続けます。 

〇 高度医療の提供による重症患者への対応強化に努めます。 

〇 高度な専門知識のある医師、看護師を中心とした多職種によるチーム医療を推

進し、重症患者への医療の質の向上に努めます。 

〇 環境・空間・設備が治療に繋がることを意識して計画された病院とします。 
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３ 地域における機能分化と連携強化 

（役割・機能の最適化と連携の強化） 

〇 県西二次保健医療圏での地域完結型医療の実現と機能分化に対応するため、

国・県の取組へ積極的に協力します。 

〇 地域医療支援病院として、地域の医療機関の役割分担を尊重し、地域医療の充

実を牽引します。 

〇 地域の課題に対し、市立病院と地域の医療・福祉の関係機関とで役割を協議し

た上で、地域の各機関との連携を図り、基幹病院としての役割を果たします。 

 

４ 働く魅力のある病院 

（医師・看護師等の確保と働き方改革） 

〇 医師や看護師等の医療従事者の確保・定着のため、魅力ある職場環境づくりを

進めます。 

〇 医療安全の確保や質の高い医療の提供につながる働き方改革を進めます。 

〇 教育・研修機能を充実して、医療人材の育成に努めます。 

 

５ 経営の健全化 

（経営形態の見直し、経営の効率化等） 

〇 市立病院は、三次救急、小児、周産期等の他病院での代替が困難な医療を提供

しており、これらの機能を安定して提供し続け、少子高齢化、医師の働き方改

革などによる医師不足にも対応していくため、「小田原市立病院経営計画（経

営強化プラン）」に基づく取組を進め、ＰＤＣＡサイクルによる見直しと検証

により、常に改善に取り組むほか、より適切な経営形態の選択も視野に入れて、

持続可能な病院経営に努めます。 

〇 地域医療構想に資する「地域完結型医療」の実現に向けて、医療を必要とする

患者に対し十分な医療を提供できる環境を確保するとともに、地域からの紹介

患者を受け入れ、治療が終了したら地域の医療機関に逆紹介していくことで、

地域医療連携の強化と病院経営の健全化を進めていきます。 

〇 収支バランスによる健全経営を進めるために、材料費などの削減に努めるなど、

コスト意識を徹底します。 
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６ 新病院建設に伴う取組 

（施設・設備の最適化） 

  新病院建設では、新病院建設基本計画に基づき、令和８年春の開院に向けて、デ

ジタル化への対応も含め、施設・整備の最適化を進めていきます。また、新病院

開院までの間は、現病院の機能を維持するために、必要な修繕等を行うとともに、

その間に必要な医療機器等も整備していきます。 

 

７ 災害に強い病院 

（新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組） 

〇 災害時には、災害拠点病院としての機能を発揮するための整備をしていきます。 

〇 サイバー攻撃による機能停止も大規模災害と捉え、ＢＣＰ（災害時の事業継続

計画）にも位置付け、サイバーセキュリティ対策への取組を進めていきます。 

〇 新興感染症の感染拡大時の対応も災害医療の一つと捉え、県西地域の医療機能

の維持のため、感染症指定病院と協力し対応していきます。  
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Ⅲ 実行計画 

 

めざす姿と課題、それを解決するための詳細施策を記載しています。課題と詳細施

策は、経営（運営）的視点、人的視点、物的視点の３つの視点に分類して記載し、そ

のための指標として、ＫＰＩも設定しました。また、実行計画の各項目名の括弧内の

記載は、総務省の経営強化ガイドラインでプランの記載を求められている項目の対応

状況を示しています。 
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１ 患者に信頼される病院 

 

【めざす姿】 

○ 患者の権利を尊重した、患者を中心とした医療を展開します。  

○ 患者プライバシーへの配慮、療養環境の改善に努め、安全で信頼できる総合的な医療を

提供します。  

○ 救急、小児、周産期といった公立病院に期待される医療を提供します。 

○ 患者や患者家族の意思決定支援を保障します。 

 

【詳細施策】 

 ■運営（経営）的視点 

県西地域唯一である救命救急センター、地域周産期母子医療センターの機能を堅持

し、救急・小児・周産期医療等の公立病院が果たすべき役割を担っていきます。 

 

■人的視点 

◎患者の権利を尊重し、診療を受ける権利、拒否する権利、知る権利（診療情報等）、

個人情報の保護等を明確にし、その保護のための仕組みを整えるとともに、患者は

もとより、全職員にも広く周知します。 

◎患者の権利としての決定の自由を保障するため、説明・同意に関する基本指針を作

成し、患者の価値観に基づく選択ができるように、医療の専門家の支援のもと、説

明と同意を適切に行います。自己決定の支援として、セカンドオピニオンを他に求

める権利を定め周知します。また、自己の診療記録を適正な手続と基準のもとに開

示します。 

◎患者・家族が今後の治療・療養について医療者と話し合い、患者の望む「生活の場」

「治療の場」の意思決定支援を行う、ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）

の視点を取り入れます。 

 

■物的視点 

患者や患者家族が相談しやすいように、設備整備も含め、市立病院の相談機能を充

実させ、相談体制を整備するとともに、患者等の支援体制を充実させます。 
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【ＫＰＩ（重要業績評価指標）】 

① 患者満足度調査項目の「満足」「やや満足」の割合（入院・外来） 90％ 

  患者の満足度が高ければ高いほど、患者に信頼される病院となっているかどうか

の指標となります。 

② 救急応需率  95％ 

  救急応需率が高ければ高いほど、県西地域における基幹病院として、救急・小

児・周産期医療等の役割を果たしていると言えます。 

 

ＫＰＩの過去の実績値 

区  分 
Ｈ27 
年度 

Ｈ28 
年度 

Ｈ29 
年度 

Ｈ30 
年度 

Ｒ元 
年度 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

入院患者満足度調

査満足等割合(％) 
― ― ― ― ― ― ― 82.0 

外来患者満足度調

査満足等割合(％) 
― ― ― ― ― ― ― 67.0 

救急応需率(％) 94.1 94.1 92.1 89.9 90.5 87.4 92.8 91.3 

※ 令和２年度は、新型コロナの影響で、救急応需率が大きく低下している。 
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２ 急性期医療を担う病院 

（役割・機能の最適化と連携の強化） 

 

【めざす姿】 

○ 高度急性期・急性期医療を中心として、地域の医療を守り続けます。 

○ 高度医療の提供による重症患者への対応強化に努めます。 

○ 高度な専門知識のある医師、看護師を中心とした多職種によるチーム医療を推進し、重

症患者への医療の質の向上に努めます。 

○ 環境・空間・設備が治療に繋がることを意識して計画された病院とします。 

 

【課  題】 

 ■運営（経営）的視点 

現在の地域医療構想では、県西地域は回復期病床が不足しており、高度急性期・急

性期病床は過剰とされています。しかし、当地域の民間病院は200床以下の病院が

多く、県全体の約1/4を占める面積の広さと比較しても、急性期医療を担う400床以

上の基幹病院は市立病院のみで数が少なく、市立病院と県立足柄上病院の２公立病

院で、その機能を担う必要があります。 

 

■人的視点 

◎急性期医療や高度医療の提供を行うためには、専門知識のある医師・看護師等が必

要ですが、新病院の機能強化に向けては、更なる人材の育成と人員増が必要となり

ます。 

◎人口10万人当たりの医師数は、全国平均と比べて概ね全ての診療科において少ない

状況となっています。 

 

■物的視点 

現在の市立病院は、現病院の建設後40年が経過して、施設・設備ともに物理的・機

能的・社会的な劣化と狭隘化が課題です。 
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【詳細施策】 

 ■運営（経営）的視点 

◎市立病院は、今後も県西地域の基幹病院として、県西二次保健医療圏唯一の救命

救急センターの機能を維持し、高度急性期医療を提供します。救命救急センター

は、引き続き、24時間365日受入可能な環境整備を行い、安定的で質の高い救急医

療の提供体制を確保するほか、地域がん診療連携拠点病院の機能についても、手

術・化学療法・放射線療法等を円滑に実施し、地域の中心となって質の高いがん

治療を提供します。 

◎日本医療機能評価機構による病院機能評価の認定を受け、継続することで、第三

者機関から医療の質が担保されていることの評価を受けます。 

 

■人的視点 

◎医師の確保については、大学病院との連携を強化し、継続的な医師派遣により医療

提供に必要な医師の確保に努め、また、管理型臨床研修病院の機能充実による地域

医療研修の実施と協力型臨床研修病院からの臨床研修医の受け入れ、各科基幹施設

認定の取得等により専攻医の確保を進めます。 

◎看護師やコメディカルについては、新病院の機能に応じて、計画的に採用を進めて

いきます。特に看護師に関しては、専門・認定看護師や特定看護など看護の質やモ

チベーションを向上する教育システムを構築します。 

◎チーム医療を積極的に導入し、医師・歯科医師・看護師・薬剤師・診療放射線技

師・臨床検査技師・理学療法士・作業療法士などが連携して医療提供を行うことで

医療の質を高め、医療に関わる医療従事者のモチベーションを向上させていきます。 

◎県西地域における基幹病院として、必要に応じ医師・看護師等の派遣を行うなど、

地域の医療機関との連携・協力に努め、地域全体で医療提供体制を支えていきます。 

 

■物的視点 

◎新病院は、機能的なフロア計画等により、県西地域の基幹病院として、良質で適切

な高度急性期医療を提供する病院とします。 

◎新病院では、ロボット手術のほか最先端医療等により、研修施設としての魅力向上

にも資するなど、医師をはじめとした医療人材の確保等を促す施設とします。 
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【ＫＰＩ】 

① 病床稼働率 90.0％ 

市立病院の医業収益の約7割を占める入院収益に着目し、また急性期医療を担

う病院として高度急性期・急性期病床の稼働率を指標とすることで、当圏域に

おいて市立病院が機能しているかを業績指標としました。 

② 手術件数 4,300件 

  手術は、基幹病院の重要な機能の一つであり、手術をどれくらい実施している

かを業績指標としました。 

③ 平均在院日数 9.5日 

  ＤＰＣ制度（入院医療費の包括支払い制度）の導入により、必要以上に患者が

長期間入院すると病院の収入が減るため、平均在院日数をいかに短縮するかが、

急性期病院としての指標となります。 

④ １日平均患者単価 入院 80,000円 外来 15,000円 

  急性期病院として、１日平均における患者単価の推移は、医療の質の指標とな

ります。新病院における機能追加等を視野に入れ目標値を高く設定しています。 

 

ＫＰＩの過去の実績値 

区  分 
Ｈ27 
年度 

Ｈ28 
年度 

Ｈ29 
年度 

Ｈ30 
年度 

Ｒ元 
年度 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

病床稼働率(％) 78.4 82.0 82.6 83.2 86.9 68.8 80.9 91.7 

(コロナ病棟を除く。) ― ― ― ― ― 74.9 92.8 99.8 

手術件数（件） 3,632 3,833 3,869 3,978 4,071 3,087 3,983 4,355 

平均在院日数(日) 11.6 10.8 10.0 10.0 10.4 9.9 9.8 9.6 

１日平均入院患者

単価（円） 
62,790 64,199 64,189 66,292 67,178 73,480 76,544 76,582 

１日平均外来患者

単価（円） 
10,969 11,327 11,740 12,603 13,303 13,916 13,555 13,024 

※ 令和２年度は新型コロナの影響で、病床利用率と手術件数が大きく低下している。 
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３ 地域における機能分化と連携強化 

（役割・機能の最適化と連携の強化） 

 

【めざす姿】 

○ 県西二次保健医療圏での完結型医療の実現と機能分化に対応するため、国・県の取組

へ積極的に協力します。 

○ 地域医療支援病院として、地域の医療機関の役割分担を尊重し、地域医療の充実を牽

引します。 

○ 地域の課題に対し、市立病院と地域の医療・福祉の関係機関とで役割を協議した上で、

地域の各機関との連携を図り、基幹病院としての役割を果たします。 

 

【課  題】 

 ■運営（経営）的視点 

◎地域医療支援病院として、地域の医療機関との更なる連携を、どのように行ってい

くか検討する必要があります。 

◎地域の福祉施設・介護施設等と可能な限り地域との連携を図り、地域包括ケアシス

テムの強化のため、地域医療連携部門の役割を強化する必要があります。 

◎新型コロナ流行期には、休日・夜間の受入れを行う医療機関がなくなり、市立病院

に患者が集中することとなりました。また、市立病院を退院する患者の受入施設等

が見つからず市立病院の病床がひっ迫する事態も生じました。県西地域内の体制を

平時から構築する必要があります。 

◎県立足柄上病院との連携協定に伴い、２病院でのどのような役割や機能の分担・連

携を行っていくか、体制を構築する必要があります。 

 

■人的視点 

市立病院は、地域の医療機関や養成所等からの依頼に応じて医師等を派遣していま

すが、今後、働き方改革により、人材の集約化が進み医師等の確保が困難になるな

ど、市立病院の医療提供体制だけでなく、地域内の医療提供体制の維持が難しくな

る可能性があります。 
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■物的視点 

市立病院の現施設では、地域連携の窓口である地域医療連携室や入退院支援センタ

ーが分散するほか、患者の相談ブースが不足するなど、十分に機能集約や設備の確

保が図れておらず、患者支援が充実していません。 

 

【詳細施策】  

 ■運営（経営）的視点 

◎地域医療構想に定める「地域完結型医療」の実現に向けて、引き続き、高度急性

期・急性期機能を担い、５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神）や

６事業（救急、小児、周産期、災害時医療、在宅医療への支援及び新興感染症等）

と集中治療を要する重症患者や特殊疾患患者などを中心とした医療を提供します。 

◎地域医療支援病院として、総合計画に位置付けられた地域医療連携推進に向け、地

域の医療機関、福祉・介護施設、行政などが、それぞれの役割を担うことで、市民

が24時間365日安心して医療が利用できるよう、更なる連携を推進します。 

◎平時だけでなく新興感染症の拡大時においても、地域内の機能分化において、市立

病院の機能として治療すべき患者に対し、適切な医療を提供できるよう、地域の医

療機関との間で紹介及び逆紹介の円滑な対応に努めるとともに、必要なシステムや

マニュアル等を整備し、高度急性期・急性期医療を過ぎた患者を地域に紹介し、急

性期から慢性期までを地域内で完結できるような円滑なシステムの構築を積極的に

推進します。その際には、医師・看護師だけでなく、栄養士や理学療法士・作業療

法士・言語聴覚士なども含めたチームで患者支援を行い、市立病院を退院後の在

宅・施設生活を円滑に行うことができるよう支援を行います。 

◎小田原市、神奈川県及び地方独立行政法人神奈川県立病院機構の３者による「小田

原市立病院と県立足柄上病院の機能と協力に係る基本協定」（令和２年10月26日締

結）の趣旨を踏まえ、地域医療構想区域内の市町や医療機関等との連携を強化し、

２病院それぞれの特色や強みを活かす機能分化・連携強化を進め、高度急性期から

急性期、回復期、在宅医療までの切れ目のない「地域完結型」の地域の医療提供体

制を構築します。また。市立病院と神奈川県立足柄上病院は、人材交流や防災協定

などにより、地域の基幹病院としての機能を充実していきます。 

◎地域の住民が住み慣れた地域で自分らしい生活を続けられるよう、地域包括支援セ
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ンター、訪問看護ステーション、介護施設等との更なる連携・支援を行い、 地域

包括ケアシステムの強化を進めます。また、地域連携クリニカルパスの活用を推進

するなど、地域連携室機能の更なる強化を目指します。 

◎患者・家族が今後の治療・療養について医療者と話し合い、患者の望む「生活の場」

「治療の場」の意思決定支援を行う、ＡＣＰの視点を取り入れます。（再掲） 

  

■人的視点 

◎医師・看護師等を適切に確保し、今後スタッフの不足が見込まれる地域の医療機関

に対して、市立病院の機能を維持しながら医師・看護師等を派遣し、地域全体で医

療提供体制を確保していきます。 

◎市立病院で教育した人材を出向・転職などで地域に還元することで地域医療レベル

の向上や地域連携を円滑にすることを目指します。 

◎人材面でも、病院、診療所・クリニックなどの医師、看護師、薬剤師等の医療職と

の連携のほか、地域の歯科医院・歯科医師、地域の薬局・薬剤師、訪問ステーショ

ンの看護師などと多職種についても各職種における地域連絡会に積極的に参加する

など、連携を推進していきます。 

◎当圏域内の医師や看護師、コメディカルのほか、関係機関等の勉強会や研修などを

実施することで、知識・情報の共有や顔の見える関係を構築します。 

◎県西地域唯一の地域周産期母子医療センターとして、地域の小児・周産期医療の核

として医師等の人材を配置するとともに、助産師を中心に女性外来や産後ケア等の

更なる充実を図ります。 

 

■物的視点 

◎新病院では、地域医療連携部門等の充実を図り、患者支援を強化するため、看護師

や薬剤師等の多職種をより多く配置し、地域連携の拠点となる （仮称）地域連

携・患者支援センターを患者が利用しやすい場所に設置し、一元的に対応します。 

◎地域医療支援病院として連携を強化するために、登録医の数を増加させるとともに、

定期的に研修会を行い、高度医療機器の検査依頼等の共同施設利用について促進し

ます。 

 



29 

【ＫＰＩ】 

① 地域医療支援病院の紹介率 80％ 逆紹介率 92％ 

地域の医療機関からの紹介率及び地域の医療機関への逆紹介率の数値を測るこ

とで、地域との連携や機能分化が進んでいることの業績指標としました。 

 ② 共同施設の利用件数 1,500件 

   地域医療支援病院の機能の一つである地域の医療機関が、市立病院のＭＲＩやＣ

Ｔなどの高度医療機器の検査依頼の件数が増えることで地域の医療機関との連携

が図られていることを示す業績指標としました。 

 

ＫＰＩの過去の実績値 

区  分 
Ｈ27 
年度 

Ｈ28 
年度 

Ｈ29 
年度 

Ｈ30 
年度 

Ｒ元 
年度 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

紹介率(％) 63.7 68.5 69.0 70.5 73.0 73.3 72.4 71.7 

逆紹介率(％) 67.4 75.1 71.7 79.4 84.4 89.7 85.9 81.5 

共同利用実績(件) 1,315 1,350 1,338 1,443 1,421 1,178 1,364 1,337 

※ 令和２年度は新型コロナの影響で、共同利用実績が大きく低下している。 
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４ 働く魅力のある病院 

（医師・看護師等の確保と働き方改革） 

 

【めざす姿】 

○ 医師や看護師等の医療従事者の確保・定着のため、魅力ある職場環境づくりを進めま

す。 

○ 医療安全の確保や質の高い医療の提供につながる働き方改革を進めます。 

○ 教育・研修機能を充実して、医療人材の育成に努めます。 

  

【課  題】 

 ■運営（経営）的視点 

新専門医制度の中で、専攻医を教育する仕組みとして、自らが専攻医を採用して研

修を行う基幹施設とその連携施設として研修先となる施設がありますが、市立病院

は専門医の基幹施設ではなく、連携施設であることから、市立病院で研修を希望す

る専攻医を直接採用できない状況です。 

 

 ■人的視点 

◎今後、働き方改革への対応等を踏まえた医師等の確保に向けては、能力・実績や資

格等に応じた優遇措置や多様な働き方への対応など、処遇や採用にあたって、柔軟

性があり、弾力的な対応が可能となるような人事制度の導入等を検討していく必要

があります。 

◎正規医師の約80％は、医局からの派遣によるもので、医局派遣が縮小又は中止とな

ることで医師を確保することができなくなるリスクがあります。過去には一部の診

療科で医局が引き上げられ、その後の医師採用等に苦慮したことがあり、今後もそ

の懸念は残されています。 

◎神奈川県西部という首都圏の遠隔地という立地からも、医師確保が難しい状況にあ

ります。 

◎地域医療機関への医師派遣について、今後の医師の働き方改革への対応を通じて、

現行の地方公務員制度下の勤務時間の制約等から、実施が難しくなる等の懸念があ

ります。 
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◎市立病院は、地域の基幹病院として急性期医療を担い、小児・周産期など、多くの

診療科を有する総合病院であることから、様々な疾患を抱える患者の診療やケア、

時にはその家族とも真摯に向き合い、誠実で公正な医療の提供に努めています。加

えて、医療現場には、他にも解決しなければならない課題が多い中で、労働時間も

長くなり、病院スタッフには精神的・身体的な負荷がかかりやすい傾向があります。 

◎国においては、医療現場における暴力・ハラスメント対策が医療従事者の離職防止、

勤務環境改善の観点からも近年重視されているとしています。平成30年版過労死等

防止対策白書では、医療分野における労災認定事案のなかで、暴言・暴力やハラス

メントによるストレスが要因と考えられる看護職員の精神障害の事案が多くあげら

れているなど、医療現場における暴言、暴力やハラスメントなどの対策が求められ

ています。 

 

■物的視点 

施設が老朽化・狭小化しており、職員の休憩施設やアメニティ設備、会議室等が不

足するなど、職場環境において職員から改善要望等が出ています。 

 

【詳細施策】 

 ■運営（経営）的視点 

◎専門看護師、認定看護師や特定看護師など、看護の質やモチベーションを向上する

教育システムを構築するとともに、コメディカル等にもスキルアップや接遇の研修

等を実施します。また、チーム医療を積極的に導入し、医師・歯科医師・看護師・

薬剤師・診療放射線技師・臨床検査技師・理学療法士・作業療法士などが連携して

医療提供を行うことで医療の質を高め、医療に関わる医療従事者のモチベーション

を向上させます。さらに、職員の満足度調査を実施します。 

◎管理型臨床研修病院の機能充実による地域医療研修の実施と協力型臨床研修病院か

らの臨床研修医の受入や、受入れた臨床研修医が研修修了後に専攻医として市立病

院に就職できるよう各診療科の基幹施設の認定を取得し、専攻医の確保に努めます。

また、ロボット手術など最先端医療導入による研修施設としての価値向上による医

師確保を目指します。 

◎令和６年度の医師の時間外労働規制開始に向け、医師の勤務時間を把握するととも
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に、医師労働時間短縮計画を作成し、特例水準医療機関の指定や宿日直許可の取得

を行いましたが、今後も必要に応じて許可等を取得していきます。 

◎看護師の特定行為研修受講の推進や認定看護師等の活用、医師事務補助者の採用と

能力向上などでタスクシフト・タスクシェアを進め、医師の負担軽減を図るととも

に、各部門のシステム連携やオンライン診療の導入など、ＤＸの推進により、医療

従事者の負担軽減を進めていきます。 

◎医師・看護師等を適切に確保し、今後スタッフの不足が見込まれる地域の医療機関

の派遣依頼に応じることができるよう、地域全体で医療提供体制を確保していきま

す。（再掲） 

 

■人的視点 

◎職員の能力や資格等の諸条件に基づき評価し、それにより採用や待遇に差をつけ、

職員のスキルに見合った、適正で柔軟な処遇や採用条件となるよう、手当等の制度

の新設や改変等を行います。 

◎大学病院との連携を強化し、継続的な医師派遣を維持し、医療提供に必要な医師確

保を堅持します。 

◎看護師は、引き続き看護学生等からの採用を進め、コメディカルについては、新病

院の機能に応じて、計画的に採用を進めます。 

◎ＳＮＳやホームページ等の更新、病院広報誌エールの活用など、様々な情報発信ツ

ールを活用し積極的に情報発信を行うことで、医療従事者の採用促進に繋げます。 

◎市立病院では、定期的にストレスチェックを実施するとともに、職員と上司との定

期的な面談等で職員のメンタルケアを行い、必要に応じて産業医との面談も実施し

ます。また、各種ハラスメントに対する声を出しやすくするため、院内各所に意見

箱を設置するとともに、労使の協議の場としての労働安全衛生委員会にハラスメン

ト対策部会を設置し、ハラスメント事案の調査や対応等を行うほか、市のハラスメ

ント担当部署とも連携をすることによって職員が安心して相談できる体制を整え、

適正にハラスメント対策を進め、健康で安全な職場環境を整えていきます。 

◎職員の職場環境や勤務環境に対する意見を集約するため、毎年、職員満足度調査を

実施し、その結果を働きやすい環境づくりの取組に活かしていきます。 

■物的視点 
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現施設でも可能な限り設備や制度などの働きやすい環境を整え、職員満足度の向上

や、有給取得率の向上、離職率の減少などに努めます。また、新病院建設において

は、スタッフ動線の最短化、快適な休憩・休息スペースの配置など、職員の働きや

すさの視点からも整備を進めます。 

 

【ＫＰＩ】 

① 管理型臨床研修医定員数 10人 

管理型臨床研修医の定員の増員を、国や県に要望していますが、臨床研修医の定

員が増えれば、それだけ医師の働き方改革等にも寄与します。 

② 臨床研修医マッチング率  100%（フルマッチ） 

  臨床研修医の定員を満たすことで、臨床研修医が希望する病院であり、研修を受

ける魅力のある病院としての評価を受けていると考え、業績指標としました。 

③ 基幹施設認定の診療科の数 ３科 

  受け入れた臨床研修医が研修修了後に専攻医として市立病院に就職できるように

するには、各診療科の基幹施設認定を取得する必要があるため、認定を受けた診

療科の数を業績指標としました。 

④ 専門・認定・特定看護師人数 合計40人 

  専門看護師、認定看護師、特定看護師は、より専門的な知識を持ち、医師のタス

クシフトにもつながることから、これら資格取得者数が多くなることを業績指標

としました。 

⑤ 職員満足度調査項目の「とてもそう思う」「思う」の割合 80％ 

  職員の満足度が高ければ高いほど、職員が働く魅力のある病院となっているかど

うかの指標となります。 

 

ＫＰＩの過去の実績値 

区  分 
Ｈ27 
年度 

Ｈ28 
年度 

Ｈ29 
年度 

Ｈ30 
年度 

Ｒ元 
年度 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

管理型臨床研修医
定員数(人) 

8 8 8 8 8 8 8 8 

臨床研修医マッチ
ング率(％) 

100 100 100 100 100 100 100 100 

基幹施設認定の診
療科の数（科） 

0 0 0 0 0 0 0 0 
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区  分 
Ｈ27 
年度 

Ｈ28 
年度 

Ｈ29 
年度 

Ｈ30 
年度 

Ｒ元 
年度 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

専門看護師数(人) 1 1 1 1 1 1 1 4 

認定看護師数(人) 10 10 10 14 15 17 17 14 

特定看護師数(人) 0 0 0 0 0 0 3 11 

職員満足度調査満

足等割合(％) 
― ― ― ― ― ― 46.7 ― 
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５ 経営の健全化 

（経営形態の見直し、経営の効率化等） 

 

【めざす姿】 

○ 市立病院は、三次救急、小児、周産期等の他病院での代替が困難な医療を提供してお

り、これらの機能を安定して提供し続け、少子高齢化、医師の働き方改革などによる医

師不足にも対応していくため、「小田原市立病院経営計画（経営強化プラン）」に基づく取

組を進め、ＰＤＣＡサイクルによる見直しと検証により、常に改善に取り組むほか、より適

切な経営形態の選択も視野に入れて、持続可能な病院経営に努めます。 

○ 地域医療構想に資する「地域完結型医療」の実現に向けて、医療を必要とする患者に対

し十分な医療を提供できる環境を確保するとともに、地域からの紹介患者を受け入れ、

治療が終了したら地域の医療機関に逆紹介していくことで、地域医療連携の強化と病院

経営の健全化を進めていきます。 

○ 収支バランスによる健全経営を進めるために、材料費などの削減に努めるなど、コスト意

識を徹底します。 

  

【課  題】 

 ■運営（経営）的視点 

県西地域の基幹病院として、今後も、県西地域唯一である救命救急センター、地域

周産期母子医療センターの機能を維持し、救急・小児・周産期医療等の公立病院が

果たすべき役割を担う必要があります。 

 

■人的視点 

令和３年度に地方公営企業法の全部適用に移行し、事業管理者の設置と、人事・給

与等がその権限となりました。経営形態を変更したことに伴う成果がありましたが、

他方では課題も浮かび上がっています。今後、働き方改革を初めとした医療制度改

正や地域医療を取り巻く環境下にあって、引き続き地域の基幹病院として役割を果

たし良質な医療を提供していくうえで、必要な効果が達成され得るか検証し、そう

でない場合は見直し等に向けさらに検討を進めていく必要性があります。 

（図表13参照） 
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 ■物的視点 

新病院建設後においても、安定した病院経営を行うためには、地域の医療提供体制

を確保し、良質な医療を継続的に提供する必要があることから、医療の質の向上等

による収入確保や医薬品費、医療材料費等の経費節減に積極的に取り組む必要があ

ります。 

図表13）地方公営企業法の全部適用に移行後の成果と課題 

成 果 

① スキルアップのための支援制度や優遇措置（手当支給）の制度
化を実施した。 

② 裁量の向上による、新型コロナや三次救急医療の維持のための
独自の特殊勤務手当を創設した。 

③ 新型コロナや病院機能評価への対応など、病院事業管理者のも
と、迅速かつ明確な意思決定とそれに基づく職員一丸となった
対処で難局や課題に対応できた。 

④ 小田原市立病院と県立足柄上病院の機能と協力に係る基本協定
に基づく具体的な連携・協力（防災・人事交流等）を行った。 

⑤ 地域医療の確保に重要な役割を果たしていることや経営の健全
性が確保されていることなどが評価され、令和４年度自治体立
優良病院表彰（両会長表彰）及び令和５年度自治体立優良病院
表彰（総務大臣表彰）を受賞した。 

課 題 

① 経営の自由度は向上したものの、例えば人材確保において、次
のような課題が挙げられます。 

◎国公準拠の給料表による基本給料額が定められ、勤務年数等に
応じて職務の級が定められるため、専門的な医療人材等の確保
にあたり魅力的な処遇やインセンティブ付与等による給与面で
の融通性に乏しい。 

◎地方公務員制度の適用で、正規職員の勤務時間数や営利企業の
従事に係る制限があり、医師の働き方改革の本格実施で、外勤
や多様な働き方を求める医師のニーズに合わず、医師確保が困
難となるだけでなく、市立病院の医療人材を従来のように地域
の医療機関に派遣できなくなるおそれがある。 

◎現状、プロパー職員の採用体制が整っておらず、病院の事務職
員が市の人事異動により３～５年程度で異動し、医療行政に関
する専門的な知識を習得していく体制が整えられていない。 

◎正規職員はあくまでも採用試験（競争）による採用となること
から、時期を問わず柔軟な採用を行うことが難しい。 

② 予算執行や契約事務などに関して、手続面で迅速性や柔軟性に
課題があり、時宜と効率性に欠ける場合があります。 

 

【詳細施策】 

 ■運営（経営）的視点 

◎市立病院は、県西地域唯一である救命救急センター、地域周産期母子医療センター

の機能を堅持し、救急・小児・周産期医療等の公立病院が果たすべき役割を担って



37 

いきます。また、救急・小児・周産期医療等を安定的に実施するために、市として

は一般会計負担金の繰入れ等の適正な経費負担について調整し、繰出基準内での繰

入れを行います。 

◎地域の医療の状況を把握するため、地域医療機関の院長や地域の代表者等からなる

病院運営審議会を継続設置し、引き続き、病院の運営に関して様々な意見を収集し、

分析していきます。また、各情報発信ツールを使って、地域にも情報発信を行うと

ともに、地域の医療機関等との前方連携・後方連携を推進するため、地域医療連携

ネットワークや地域連携パスを積極的に活用していきます。 

◎公立病院としての機能と役割を果たし、安定的に医療を提供していくために、公設

公営としての経営形態を維持します。これからの課題である医師の働き方改革や少

子化に伴う医療スタッフの確保、さらに地域医療を取り巻く課題等を整理し、現行

の地方公営企業法の全部適用によって達成される効果を検証します。そのうえで、

求められる効果が達成されそうにない場合は、地方独立行政法人を含む適切な経営

形態についてさらに検討を進めていきます。 

 

■人的視点 

病院経営に精通した医療人材を確保・育成し、長期的視点から最適な医療を提供す

る体制の強化を図ります。また経営分析の強化を通じて、診療報酬の改定や医療ニ

ーズの変化に柔軟に対応し、収益力の強化を行います。 

 

■物的視点 

材料費のうち、医薬品を含む物品については、選定の段階から使用量とコストを 

考慮した導入をするとともに、適切に補充できるよう定数管理を厳格に行うなど、

その削減に取り組みます。 

 

【ＫＰＩ】 

① 経常収支比率（新病院建設前の令和７年度まで） 105.0％  

※ 新病院開院後（令和８・９年度）の目標値は、「新病院建設に伴う取組」

（次項目 P.41）に記載しています。 

  経常収支比率は、医業費用、医業外費用に対する医業収益、医業外収益の割合を



38 

示しており、病院活動における収益状況を示す指標のため、業績指標とします。

100％以上であれば単年度黒字になります。 

② 医業収支比率（新病院建設前の令和７年度まで） 95.0％ 

※ 新病院開院後（令和８・９年度）の目標値は、「新病院建設に伴う取組」

（次項目 P.41）に記載しています。 

  医業収支比率は、医業活動から生ずる医業費用に対する医業収益の割合を示す指

標です。医業費用が医業収益で賄われているかの判断ができます。 

③ 累積欠損金比率  0％ 

   営業活動により、欠損を生じて、これを未処分利益剰余金（繰越利益剰余金）で

補填することができなった場合の各事業年度の損失の額が繰り越されたものの医

業収益に対する割合をいいます。市立病院は、現在、累積欠損金がないので、

０%になります。 

④ 材料費対医業収益比率 25.0％ 

  医業収益に対する材料費の割合を示すもの。材料費は、病院事業会計の中でも高

い割合を占め、なるべく抑えられることが望ましいため業績指標に設定しました。 

⑤ 企業債残高 950,000 千円（新病院開院時点での目標値） 

   医療機器の購入や建物の新築、改修等に当てるための借金の残高です。今後の経

営を安定させるには、債務が少ない方が良いため企業債残高を低く設定しました。 

 

ＫＰＩの過去の実績値 

区  分 
Ｈ27 
年度 

Ｈ28 
年度 

Ｈ29 
年度 

Ｈ30 
年度 

Ｒ元 
年度 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

経常収支比率(％) 97.6 101.8 102.9 101.6 100.8 96.2 103.9 114.2 

医業収支比率(％) 89.1 92.5 93.6 93.0 93.2 83.9 95.0 105.2 

累積欠損金比率(％) 0 0 0 0 0 0 0 0 

材料費対医業収益

比率(％) 
25.8 25.8 24.8 25.4 25.6 25.3 24.3 23.9 

企業債残高(千円) 1,235,836 1,082,688 903,474 822,389 693,256 769,977 594,426 932,071 

※ 令和２年度は新型コロナの影響で、経常収支比率及び医業収支比率が大きく低下し

ている。 
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６ 新病院建設に伴う取組 

（施設・設備の最適化） 

 

【めざす姿】 

新病院建設では、新病院建設基本計画に基づき、令和８年春の開院に向けて、デジタル化

への対応も含め、施設・整備の最適化を進めていきます。また、新病院開院までの間は、現

病院の機能を維持するために、必要な修繕等を行うとともに、その間に必要な医療機器等

も整備していきます。 

 

【課  題】 

 ■物的視点 

◎現在の病院施設は、高度医療や高度急性期・急性期医療を提供する基幹病院、災害

拠点病院としての機能を果たしていますが、現病院の建設後40年が経過し、老朽化

による物理的劣化、集中治療室や検査部門の分散で人員や設備の非効率な配置、施

設の狭隘化などの社会的劣化が否めない状況です。 

◎病院のデジタル化への対応については、電子カルテの導入や外来患者番号表示シス

テム、ＳＮＳ等を利用した外来診察状況確認サービスなど、患者の利便性や医療の

質の向上のための対応は一定程度行っているものの、まだ十分とは言えません。患

者の満足度に直接関わる分野であるため、さらにデジタル化を進める必要がありま

す。また、オンライン資格確認（マイナンバーカードによる保険証確認）について

も、導入をしたものの、利用者がまだまだ少ない状況です。 

◎地域医療機関等との連携を行うために、地域医療介護連携ネットワークシステムを

活用していますが、その共有が可能な施設等がまだまだ少ない現状です。 

◎働き方改革の一環として、職員の勤怠管理システムの導入等を行っていますが、そ

の活用については十分ではなく、さらに負担軽減となるようデジタル化を進める必

要があります。 

◎昨今の社会事情による光熱水費の高騰もあり、新病院においてはランニングコスト

を削減する必要があります。 
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■人的視点 

新病院においては、高度医療を行う病床の増床、手術室の増室、高度医療機器の導

入等を行いますが、それらの機能に対応するための、看護師やコメディカル等の医療

人材の確保が必要です。 

 

【詳細施策】 

 ■物的視点 

◎市立病院は、県西地域における基幹病院であり、新病院においても高度急性期医療

を担う必要があるため、高度急性期病床を中心に、病床数400床を維持します。 

◎新病院では、医療施設のゾーニング・プランニングに時間効率を考慮し、効率的な

医療提供が行える価値の高い病院を実現します。医師・スタッフの移動や搬送に要

する時間の短縮・患者の待ち時間や移動負担の軽減を図ります。 

◎新病院において、５疾病６事業を更に充実するため、がん治療の強化として化学療

法室の増床等、脳卒中・心筋梗塞等の心血管疾患の対応の強化としてアンギオ室の

増室や救急外来にＸ線・ＣＴの配置等、小児医療の強化として治療室の増床等、周

産期医療の強化としてＬＤＲ（陣痛室・分娩室・回復室が一体となった個室）の増

床、救急専用ＥＶの設置等を行います。また、新病院に先行して導入したロボット

手術支援システムを含め、最新医療機器の導入を行うことで更なる医療の高度化を

目指します。 

◎新病院建設の整備費抑制の取組としては、基本計画段階から設計・施工段階まで、

コンストラクションマネジメント業者を導入し、民間事業者等の専門的な知見を活

用していきます。また、契約方式は、基本設計段階から施行者のノウハウを活用で

きる設計・施工一括発注方式（設計・交渉タイプ）を採用し、整備費の財源として

は、可能な限りの各種補助金を活用します。なお、新病院建設後においても、維持

管理費の抑制の取組を進めていきます。 

◎新病院においては、外来における診察案内表示システムを導入し、診察待ちや会計

待ちの順番表示等を行うことで、プライバシーを保護しつつ、外来患者の待ち時間

の短縮等に寄与します。また、必要に応じ、オンライン診療についても積極的に導

入を検討します。 

◎マイナンバーカードの健康保険証利用（オンライン資格確認）や電子処方箋につい
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ては、医療保険事務の効率化や患者の利便性向上に資することから、国の施策に基

づき、その利用率向上や制度導入に向け、調整や周知、利用促進を行います。 

◎地域連携に係る地域医療介護連携ネットワークシステムの活用については、利用す

ることにより地域内の医療・介護情報を関係機関の間で電子的に共有・閲覧可能と

なることから、研修等で利用のメリットを周知するとともに、データ共有の範囲や

方法について、さらに拡大・検証を行っていきます。 

◎働き方改革と病院経営の効率化の推進のため、新病院においては職員の勤怠管理シ

ステムの在り方を検討するほか、ナースコールシステムを更新し、看護師の呼出機

能だけでなく、電子カルテと連携したベッドのセンサーシステム（心拍・呼吸数、

温度、湿度、体重、離床管理等を連携）により、看護師等の負担軽減を目指します。

また、ロボット搬送等についても、その効果等を更に検証し、導入を検討します。 

◎新病院の建物は、ＺＥＢ Oriented（一般的な病院施設と比較してCO2排出量を30％

削減）を実現するほか、省エネ機器やエネルギーマネジメントシステムを導入し、

ランニングコストを削減します。また、井水を飲料用にも利用できる処理施設を設

置し、水道料金の低減を図るとともに、太陽光発電（100KW）を採用します。 

◎ＤＸを進めるとともに、サイバーセキュリティ対策のためにも、システム関連の専

門人材の確保や組織化について検討します。 

 

■人的視点 

新病院の機能に対応するために、看護師やコメディカル等を地域の人材の活用も視

野に入れ、適切に確保します。また、さらなる高度医療に対応するため、必要な研

修を実施します。 

 

【ＫＰＩ】 

① 経常収支比率（新病院開院後から令和９年度まで） 100.0％ 

  経常収支比率は、医業費用、医業外費用に対する医業収益、医業外収益の割合を

示しており、病院活動における収益状況を示す指標のため、業績指標とします。

100％以上であれば単年度黒字になります。 

② 医業収支比率（新病院開院後から令和９年度まで） 93.0％ 

  医業収支比率は、医業活動から生ずる医業費用に対する医業収益の割合を示す指
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標です。医業費用が医業収益で賄われているかの判断ができます。 

③ 建物の単位面積あたりの電気・ガス・水道の使用量  

電気 35％ ガス 70％ 水道 35％の削減（令和４年度実績値との比較） 

  新病院の建物におけるランニングコストの削減を行うため、建物の単位面積あた

りの電気、ガス及び水道の使用量を、現病院の令和４年度の実績値と新病院にお

ける当該使用量の比較による業績指標としました。 

 

ＫＰＩの過去の実績値 

区  分 
Ｈ27 
年度 

Ｈ28 
年度 

Ｈ29 
年度 

Ｈ30 
年度 

Ｒ元 
年度 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

経常収支比率(％) 97.6 101.8 102.9 101.6 100.8 96.2 103.9 114.2 

医業収支比率(％) 89.1 92.5 93.6 93.0 93.2 83.9 95.0 105.2 

建物の単位面積あ

たりの電気の使用

量 (kWh／㎡) 

280.9 255.0 279.9 288.9 296.9 300.4 307.0 317.3 

建物の単位面積あ

たりのガスの使用

量 (㎥／㎡) 

27.19 29.76 28.21 31.78 33.00 32.50 32.69 34.25 

建物の単位面積あ

たりの水道の使用

量 (㎥／㎡) 

1.99 1.96 1.92 1.93 1.99 2.07 1.84 1.88 

※ 現病院建物の延床面積は 23,561.99 ㎡として計算した。 
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７ 災害に強い病院 

（新興感染症の感染拡大時等に備えた平時からの取組） 

 

【めざす姿】 

○ 災害時には、災害拠点病院としての機能を発揮するための整備をしていきます。 

○ サイバー攻撃による機能停止も災害と捉え、ＢＣＰにも位置付け、サイバーセキュリティ対

策への取組を進めていきます。 

○ 新興感染症の感染拡大による医療提供も災害医療の一つと捉え、県西地域の医療機能

の維持のため、感染症指定病院に協力し対応していきます。 

 

【課  題】 

 ■運営（経営）的視点 

◎地震や風水害等の自然災害が大規模に発生した際に、市立病院として災害発生時の

対策を徹底する必要があるとともに、市の災害対策本部や関係団体等との役割分担

を明確にする必要があります。また、他病院でサイバー攻撃による被害が出ており、

情報セキュリティ対策を徹底する必要があります。 

◎新型コロナ対応では、市立病院は一部の病床を転換して、専用病棟を設置して対応

し、神奈川県医療提供体制「神奈川モデル」において県西地域唯一の高度医療機関

に指定され、三次救急医療と両立しながら、同一医療圏内で疑似症から重症者まで

シームレスに治療できる体制をとり、県立足柄上病院が重点医療機関となり中等症

患者を、民間病院が疑似症患者や下り搬送患者の対応を行う役割となっていました

が、ピーク時にはうまく機能せず、患者が市立病院に集中しました。 

 

■人的視点 

新興感染症の感染拡大時には、ＢＣＰを基に、感染対策委員会でマニュアル等を議

論しての対応策を協議することとなりますが、新型コロナの経験をどのように生か

すことができるか、新病院においても日々の訓練が必要となります。 

 

■物的視点 

現病院では、感染症指定医療機関ではないことや施設の老朽化に加え、出入口やエ

レベーター等の動線分離が十分ではなく、一般患者及び職員と感染患者の動線が重
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ならざるを得ない状況となっており、感染患者の待機場所や診察スペース、隔離可

能な病床や陰圧装置などの設備も十分ではありません。また、大規模災害時には設

備の機能が維持できるのか懸念があります。 

 

【詳細施策】 

■運営（経営）的視点 

◎地震や風水害等の天災だけではなく人災にも対応するため、日ごろからＢＣＰに基

づく災害マニュアルを更新し、病院内での定期的な訓練を実施するとともに、各職

種における地域連絡会に積極的に参加するなど、日ごろから協力施設や地域の医療

人材との連携を強化します。 

◎市立病院の災害対策本部と市の災害対策本部、医師会や歯科医師会等との役割や位

置付けを明確にし、ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）を含めた連携について検討し

ます。 

◎新興感染症の感染拡大に対応するため、「小田原市立病院と県立足柄上病院の機能

と協力に係る基本協定」に基づき、県立足柄上病院との感染症対応における連携・

協力の体制を整え、両病院の合同訓練を実施するとともに、平時から、新興感染症

対策のために関係機関との連携を密にし、役割分担や連携の在り方を検討していき

ます。 

 

■人的視点 

サイバー攻撃による病院機能の停止も、大規模災害と捉え、ＢＣＰマニュアルに位

置付けるとともに、外部接続やリモート保守の基準化、ユーザーアクセス制御やア

カウントロックアウト設定、ＩＴガバナンス向上のための研修会実施など、セキュ

リティ対策を強化します。また、ＤＸを進めるためにも、システム関連の専門人材

の確保や組織化、セキュリティ機能の集中・集約化について検討します。 

 

■物的視点 

◎新型コロナ対応では、専用病棟を設置し、感染対策を強化しながら、外来・入院診

療を行ってきたことから、現病院において同様な新興感染症のパンデミック時には、

検査体制を整えるとともに、動線や病室等の隔離や陰圧室の整備により対応してい
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きます。 

◎新病院の災害対策は、地震対策設備（神奈川県西部地震等の巨大地震を想定したハ

イグレード免震構造、耐震クラスＳにて設備機器を支持、各階にブレースを設置な

ど）、浸水対策設備（最大浸水深以上の１階床レベル設定、電気設備等を中間階に

配置など）、インフラ断絶時の設備（通常時60％以上の電力供給可能な発電機、各

熱需要を複数のエネルギー源から供給可能、72時間以上の燃料備蓄と燃料管理シス

テム、井水浄化設備など）、屋上ヘリポート、患者収容スペース等を整備します。 

◎新病院の感染対策は、感染専用エレベーターなどによる動線の分離や感染拡大状況

に応じて病棟を感染症用専用病棟に転換できるようにします。 

 

【ＫＰＩ】 

① 火災・防災訓練の回数 ４回 

   日頃から大規模災害を想定しＢＣＰマニュアルに基づく訓練を実施しているこ

とが、発災時には、有効となるとして業績指標を設定しました。 

 

ＫＰＩの過去の実績値 

区  分 
Ｈ27 
年度 

Ｈ28 
年度 

Ｈ29 
年度 

Ｈ30 
年度 

Ｒ元 
年度 

Ｒ２ 
年度 

Ｒ３ 
年度 

Ｒ４ 
年度 

火災・防災訓練
の回数（回） 

４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ ４ 
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Ⅳ 計画の進捗管理、推進体制等 

 

１ 計画の管理 

  新プランの計画の管理は、市立病院に設置され、多職種で構成された経営戦略委

員会及び事務部門の経営を所掌する部署で担当します。 

計画の管理に当たっては、ＫＰＩを中心に新プランの実施状況を点検するほか、毎

年度の予算策定、決算調整等の時期を捉えて、神奈川県内の他の公立病院だけでなく、

立地条件や病床規模が類似した他地区の公立病院、民間病院等における状況を調査・

比較検討して評価の基礎資料とし病院内の経営戦略委員会に諮って進捗管理をします。 

 

２ 計画の推進体制と評価 

  新プランの実施状況の点検及び評価は、内部評価と外部評価を実施します。 

毎年１回、市立病院内で外部の有識者や医療関係団体の代表者等で構成する小田原

市立病院運営審議会に諮り、数値目標の達成状況や公立病院に期待される役割・機能

の発揮状況について、評価・検討をするとともに、新プラン策定時に組織した市の庁

内検討会（企画部門、財政部門、福祉部門、消防）及び市立病院内の経営戦略委員会

においても内部評価も実施します。 

 

３ 新プランの改定 

  新プランは、点検・評価の結果、新プランに掲げた数値目標の達成が著しく困難で

ある場合及び第８次医療計画の策定、地域医療構想の改定等により地域医療構想等と

の齟齬が生じた場合には、新プランの改定を行います。この場合における新プラン改

定の手続は、新プラン策定時と同様の手続で進めます。     （図表14参照） 

 

図表14）新プランの改定手続イメージ 
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ステップアップ調査モデル実施校における成果報告について 

 

１ モデル実施の経緯 

  一人ひとりの学力やよさを伸ばすためには、学力の「伸び」を経年で測定し、そ

のデータをエビデンスとして、授業改善及び個に応じたきめ細かい指導に生かすこ

とが有効であり、ステップアップ調査は、学力の「伸び」を測定できる調査である。

本調査を本市で全校展開するにあたっての課題を明らかにするため、令和３年度よ

り２中学校区（中学校２校・小学校４校）で３年間モデル実施をした。 

 

２ モデル実施の方法と特長 

 (1) 調査方法 

   対  象：モデル校（６校）の小学４年生～中学３年生 

        酒匂中学校区：酒匂中、酒匂小、富士見小 

        泉中学校区：泉中、富水小、東富水小 

   調査内容：国語、算数・数学、質問紙 

   実施時期：４月～５月（指定期間内から学校事情に合わせ学校が実施日を決定） 

 (2) 調査の特長 

   ・平均と比べない、一人ひとりの「伸び」を経年で把握する。 

   ・学力の伸びに大きく関係する「非認知能力」「学習方法の習得」「主体的・

対話的で深い学びの実施」「学級学年経営」について質問紙で把握する。 

 

３ 調査結果の概要 

  ・全ての学年・教科で、学年が上がるごとに着実な学力の伸びが見られることが

把握できた。 

  ・国語については約７割の児童生徒の学力が伸びている。 

  ・算数・数学については約６～７割の児童生徒の学力が伸びている。 

  ・学級風土（クラスの雰囲気・先生や友達との人間関係）について約９割の児童

生徒が肯定的な回答をしている。 

 

４ 教職員の調査実施に対する感想や要望 

  感想には、調査結果を踏まえて指導する際に意識するようになった点や、児童生

徒の状況に対する効果的な取組などが記載された。一方で、要望には、教職員や児

童生徒の負担軽減をはじめとする、調査実施に係る業務の効率化や精選に関する内

容が多く寄せられた。 

 

資料３ 
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（1）調査実施に対する感想例      （2）調査実施に対する改善・要望例 

   

５ 保護者アンケート結果概要 

  ・学力の伸びの状況について 

⇒「わかった」「だいたいわかった」の肯定的回答＝88.4％ 

  ・個人結果票に記載されている学習のアドバイスについて 

⇒「わかった」「だいたいわかった」の肯定的回答＝85.5％ 

  ・調査結果を受けて、家庭で子どもと話をした内容について 

   ⇒「昨年度からの学力の伸びについて」「調査結果に書かれている学習に関す 

    るアドバイスについて」「今後の 

    各教科の勉強方法について」など 

    の回答が多数 

  ・その他感想等の自由記述では回答の 

62%が肯定的意見（右参照） 

 

  保護者アンケートの結果から、個人結果票の返却を通して、学力の伸びが分かる

良さを感じている保護者が多くいることが分かる。同時に、児童生徒のやる気の創

出や、学習に係る親子のコミュニケーションの機会の提供にもつながっている。 

＜調査に対する肯定的な意見の例＞ 
・ステップアップ調査をすることにより、昨年からの学
力の伸びを本人が確認でき、次への頑張り（意欲）
につながっているようです。 
・自分が頑張った分、成長が目に見えて理解できた
ので日々の勉強に生かせるようになってきました。 

・教職員が非認知能力に着目するようになっ
た。一人ひとりの見とりも、そうした非認知能力
（粘り強さ・自制心など）に着目することが多く
なった。 
・調査において、学年や一人ひとりの伸びや傾
向がはっきりするため、児童への見とりを大切
にし、その子にあった形で学習できるように教
職員で心がけることができた。 
・教職員が結果から分析したことをもとに手立
てをうつことができたため、その適切な支援や
ことばかけによって児童のやる気を高めること
ができている。特に国語では、児童のやる気の
創出と共に前年度からの大きな伸びを見るこ
とができた。 
・勉強が苦手な子が、伸びた自分に喜び、学習
に関するアドバイスを読む様子が見られた。 
・中学校区全体の状況について理解を深める
資料としてとても良い調査であった。 本中学
校区では、どの学年も共通して中間層の伸び
が低くなる傾向にある。そうした傾向を共有し
協議することで、小中の連携が深まった。また、
小学校から中学校への引き継ぐときの資料と
しても有効であったと実感している。 

・ステップアップ調査の準備・事後処理をスムー
ズにできるようにしたい。調査の個人番号と結
果の紐付けが、非常に大変（特に中学 1 年）
である。名前と個人番号が紐付けした状態で、
エクセルファイルと個人番号シールを配付して
ほしい。 
・分析に時間と手間がかかるので、そのための
時間の設定が必要である。夏季休業中に結果
が分かれば、それに合わせて研修や作業を行
う日を夏季休業中に設定することができる。 
・データの量が膨大でわかりづらく分析に大変
時間がかかる。教育委員会が資料を作成した
ことで対応できたが、学校単独での対応となる
とかなり厳しい。 
・全国学力・学習状況調査もある中で生徒、職
員の負担増が大きい。生徒にとってはステップ
アップ調査の方がメリットは大きいので、何ら
かの方策を取ってほしい。 
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６ モデル実施の成果 

  成果として４点にまとめた。モデル校では PDCA サイクルを回し、授業や指導の

改善や工夫を行うことで、一人ひとりの学力の伸びを促すことができた。調査結果

から指導改善・工夫をした具体例を別表にまとめた。 

 (1) 教職員の意識の変容 

   学習内容の習得だけではなく、「非認知能力」をはじめとする様々な要素を大

切にして児童生徒一人ひとりを伸ばす意識が、モデル校の教職員に広がってきた

ことは大きな成果の１つである。（ケース①） 

 (2) 児童生徒に合った指導や言葉かけ 

   児童生徒の結果の詳細に応じた言葉かけをしたり、個別に具体的な支援や指導

方法を検討したりし、PDCAを回す例が報告されている。（ケース②・③） 

 (3) 児童生徒の意欲の創出 

   学力が高い・低いに関わらず「伸び」が見られた児童生徒にとっては手ごたえ

を得ることができる。その手ごたえや「伸び」の様子から意欲を引き出す工夫を

し、学習指導に生かすことで効果を上げることにつながっている。（ケース④） 

 (4) 小中で連携した指導の実施 

   同一集団を経年で調査することによって、その学年の児童生徒について小学校

教職員と中学校教職員が学力の状況等を共有し、中学校区全体としての取組を強

化することができた。 

 注目した結果データ 指導改善例 成果例 

ケ
ー
ス
① 

「主体的・対話的で深い学

びの実施」について数値が

低い 

⇒質問紙の肯定的回答 

3.７（５段階評価の平均値） 

友達は自分のことを認めて

くれる 

⇒質問紙の肯定的回答の 

割合 79.2% 

・主体的に学べるよう児童

生徒自身の「問い」の設定 

・対話しやすい学級経営の

工夫 

 

「主体的・対話的で深い学

び」の伸びの実現 

⇒質問紙の肯定的回答 

4.1（５段階評価の平均値） 

 

友達は自分のことを認めて

くれる 

⇒質問紙の肯定的回答の 

割合 89.3% 

ケ
ー
ス
② 

「学力が高くても伸びてな

い子」 

B さん学力レベルの伸び 

⇒（国）±0 （数）±0 

・人間関係の改善・長期的な

目標を立て進める学習法

の指導 

昨年度学力を伸ばせなかっ

た子の学力向上 

B さん学力レベルの伸び 

⇒（国）+1（数）+2 
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７ モデル実施の課題 

 (1) 全国学力・学習状況調査との重なりによる負担 

   小学６年生及び中学３年生は、全国学力・学習状況調査の実施から約１か月後

に本調査の実施となる。特に中学３年生は、短期間に２度の調査を行うことによ

り年度初めの授業実施に支障があった。 

 (2) 中学３年生の調査結果の活用について 

   結果の返却・結果を活用する研修会が９月、実際に授業や指導に生かすのは 10

月以降となることから、調査結果を生かす期間が中学３年生は極端に短い。 

 (3) 教員の負担 

   マニュアルの共有、調査資材の受け取り・確認、調査の準備・配付、回答や問

題用紙の回収等、調査実施の事前事後に教員の負担が大きい。 

 (4) 提供される帳票の読み取りや分析 

   学校へ直接送付される帳票の量が膨大で、必要部分の抽出が難しく、各校各学

年で結果を活用するには、提供されたデータをさらに加工する必要があった。 

 

８ 令和６年度以降の実施について 

  モデル実施において、児童生徒への指導等に高い効果が認められたことから、課

題を改善しながら全校で展開することとする。 

 (1) 実施方法 

   ・全小中学校で、２教科（国語、算数・数学）と質問紙の実施 

   ・小学４年生から中学２年生までを対象として調査実施 

   ・ＣＢＴ（コンピューターベースでのテスト）による実施 

 (2) 実施・活用支援 

   ・調査分析活用シート・個別支援シートの提供による各校での確実な活用 

   ・調査分析活用シートに基づく 36校への活用研修の実施 

ケ
ー
ス
③ 

学力層毎の伸び 

「中間層が伸びていない」 

⇒ Aさん学力レベルの伸び  

 （国語）±0（数学）+１ 

・学級集団の人間関係の把

握 

・生徒間の協働による学び

の充実 

中間層の学力の向上 

 

⇒Aさん学力レベルの伸び 

 （国語）+３（数学）+３ 

ケ
ー
ス
④ 

学年の国語の力をもう少し

伸ばしたい 

国語で学力を伸ばした子の

割合 53.1% 

・センテンスカード等を使

った文章構成の指導 

・誰でも参加できる発問の

工夫（学習意欲の創出） 

・自分の力を伸ばす努力調

整方法の指導（やる気を引

き出す声かけ） 

国語の学力向上 

国語で学力を伸ばした子の

割合 79.2% 
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１ ステップアップ調査とは 

 一人ひとりの学力やよさを伸ばすためには、学力の「伸び」を経年で測定し、そのデ

ータをエビデンスとして、授業改善及び個に応じたきめ細かい指導に生かすことが有効

である。本市が令和３年度よりモデル実施しているステップアップ調査は、埼玉県が平

成 27年から開始した埼玉県学力・学習状況調査を共同実施するもので、一人ひとりの学

力の伸びを継続して把握できる自治体初の調査である。 

 

２ 調査の特長  

(1) 一人ひとり「伸び」を経年で見る調査 

 本調査では、問題に難易度を設定し、どのくらいの難易度の問題に正答できるかで学

力を捉えている。全く同じ問題を一部出題したり、類似の問題で同じ難易度の問題を出

題したりし、同一難易度の問題の正答状況を追うことで、一人の子どもの異なる年度の

学力を図ることが可能になっている。（ＩＲＴ方式＊1） 

 本調査では、図１のように、学力は「学力レベル」で表される。学力レベルは１～12

まであり、それぞれのレベルをさらに細かく３層（高い順にＡ→Ｂ→Ｃ）に分け、36段

階になっている。つまり、児童生徒には、１－Ｃから 12－Ａまでの 36段階で提示され

る。学力レベルの

差で測ることによ

り、学力の伸びを

捉えることができ

る仕組みになって

いる。 

 

 

 

 

 
1 ＩＲＴ（項目反応理論）とは、出題するすべての問題に同一尺度で難易度を設定し、昨年度と比較して、どのくらい

難易度の高い問題に答えることができたかで、学力の伸びを捉えるテストである。ＯＥＣＤが進める国際的な学習到達

度に関する調査（ＰＩＳＡ）やＴＯＥＦＬ（英語能力試験）等で採用されているテスト方式。 

図１ 学力のレベルの示し方 
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 一人ひとりの学力の伸びを捉えることにより、図２のように一人ひとりの状況を把握

ができ、適切な指導・支援につなげていく。 

 

(2) 学力の「伸び」を支える項目「学習方法の習得」「非認知能力」等の把握 

 学力向上につながる項目、「主体的・対話的で深い学びの実施」「学級・学年経営」

「学習方法」「非認知能力」の４項目について質問紙調査で把握することができるのも

大きな特長の一つである。それぞれの項目の関係は図３に示した通り相関があり、各項

目について向上させることが学力の向上につながっていることが明らかになっている。 

 本調査では、こうした項目を数値化して把握し、それをエビデンスの 1つとして振り

図２ ステップアップ調査で把握する状況 

＜従来のテスト＞ ＜ステップアップ調査＞ 

図３ 学力の伸びを支える項目の相関 
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返り、授業・指導改善に役立てることをねらいとしている。「学習方法の習得」「非認

知能力」の具体については図４の通りである。 

 

(3) 全国学力・学習状況調査との違い 

 全国学力・学習状況調査については、調査年度の集団としての児童生徒の学力の現状

を把握することには適しており、さらに児童生徒は自分の学力を平均と照らし合わせ把

握することができる。一方、本調査は、平均と比較するのではなく、前年度の自分の学

力と比較してどれだけ伸びたかを把握する調査であり、学力が高いか低いかに関わら

ず、自分の伸びをみて自分の学習の仕方などを振り返ることを目的としている。 

 教員にとっては、全国学力・学習状況調査は、当該年度の児童生徒の結果を、学校の

傾向として整理し、どう授業改善していくかを考えることができる。本市でも、全国学

力・学習状況調査の結果から全市的な傾向をつかみ、各学校に指導方法の工夫・改善に

ついて周知するとともに、各校は、各学校の結果から学力向上プランを作成し、当該年

度の児童生徒の結果から導き出した指導方法について校内で共有するなどの取組を行っ

てきた。 

 一方、本調査は、図５に示したとおり、当該年度の学年の結果から導き出す指導法を

汎用するのではなく、学年・学級ごと、さらには、一人ひとりを分析することにより、

前年度１年間の授業・指導を振り返り、工夫・改善をすることをねらいとしている。つ

まり、教員一人ひとりが関わった児童生徒の結果をもとに、ＰＤＣＡサイクルを回し、

より良い指導につなげるものである。 

図４ 学力の伸びを支える項目の相関 図４ 学力の伸びを支える各項目の具体 
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(4) 他自治体での実施状況  

 令和５年度は、148市町村で調査を実施している。令和５年度から千葉県が参加し、令

和６年度からは南足柄市も全校実施の予定である。神奈川県では、秦野市、小田原市で

実施しているが、横須賀市、川崎市などは独自で学力調査をしており、エビデンスに基

づいた授業改善の取組の一環として自治体ごとに独自に学力調査を実施するところは増

えてきている。 

 

３ ステップアップ調査モデル実施概要 

(1) 調査の目的 

 一人ひとりの学力やよさを伸ばすため、学力の「伸び」を経年で測定し、そのデータ

をエビデンスの一つとして、授業改善及び個に応じたきめ細かな指導に生かすため、本

調査を実施。本市で全校展開するにあたっての課題を明らかにするため、令和３年度よ

り２中学校区（中学校２校・小学校４校）で３年間モデル実施を行うもの。 

(2) 調査対象 

 ２中学校区 酒匂中学校区（酒匂中学校・酒匂小学校・富士見小学校）及び泉中学校

区（泉中学校・東富水小学校・富水小学校）計６校に在籍する児童・生徒 

（令和５年度は、約 1800名 調査委託料約 990千円） 

 

図５ ステップアップ調査におけるＰＤＣＡサイクル 



5 

 

(3) 調査概要 

 〇児童生徒に関する調査 

  小学４年生から中学３年生 国語、算数・数学、児童生徒質問紙 

  教科に関する調査は各教科１単位時間（小学校 40分 中学校 45分） 

  質問紙調査は小中学校共に 40分程度 

 〇学校及び市町村教育委員会に関する調査 

  学習意欲、学習方法及び非認知能力、生活習慣等に関する事項 

(4) 調査実施日等 

 〇実施日 

  当該年度に教育委員会が指定した期間2の中で学校の都合の良い日 

 ○結果返却期間 

   ９月中旬～10月上旬 児童生徒への結果返却期間 

 ○各学校での振り返り 

  活用研修にて、児童生徒の学力状況の把握、指導方法の工夫・改善の検討 

 ○まとめ 

  各学校で、ステップアップ調査の成果と課題のまとめ、保護者アンケートの実施 

 

 

 

 
2 全国学力・学習状況調査が４月にあるため、重ならないよう５月に 2週間程度の期間を

指定。前年度の学習内容や前年度に対する質問項目のため、年度初めの５月にしている。 

【
令
和
５
年
度
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
例
】 
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４ 調査結果の概要（令和３～５年度） 

(1) 学力レベルの経年変化（伸びの状況） 

  全ての学年・教科で、学年が上がるごとに着実な学力の伸びが見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 学力が伸びた児童生徒の割合 

 昨年度の学力からの伸びの値が、１以上であった児童生徒数を受験者全体で割った値

を、「学力が伸びた」児童生徒の割合として示している。学力の伸びは、児童生徒一人

ひとり、あるいはその学年の傾向で時期やタイミングが異なっているが、各学年を平均

すると、以下のような割合である。各学年の担任は、該当学年・個人のデータを基に、

伸ばした子の割合が上がるように、指導の工夫・改善をしていく指標の１つとしてい

る。 

 国 語 算 数・数 学 

令和３年→令和４年 70.1％ 69.9％ 

令和４年→令和５年 73.7％ 67.3％ 

0

5

10

15

20

25

R3 R4 R5

中学１年生

国語 算数・数学

0

5

10

15

20

R3 R4 R5

小学６年生

国語 算数

0

5

10

15

20

R4 R5

小学５年生

国語 算数

0

5

10

15

20

25

R3 R4 R5

中学２年生

国語 算数・数学

0

5

10

15

20

25

R3 R4 R5

中学３年生

国語 算数・数学

※令和５年度の学年別のグ

ラフ。その学年の児童生徒

が、経年でどれくらい伸び

てきているかを示すもの。

縦軸は学力レベル 36段階

を表し、受験者平均の推移

を示している。 
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【国語】 

  ・約７割の児童生徒の学力が伸びている。 

  ・小学４年生の１年間、５年生の１年間で学力を伸ばした児童が増えた 

 【算数・数学】 

  ・約６～７割の児童生徒の学力が伸びている。 

(3) 学力の伸びを支える学級風土について 

 肯定的な回答をしている各学年の児童生徒の割合を平均したものである。約９割の

児童生徒が肯定的な回答をしている。「(前学年の時)学校の先生たちは自分のよいとこ

ろを認めてくれましたか」「(前学年の時)学校の友達は自分のよいところを認めてくれま

したか」の２項目については、微増傾向にある。肯定的な回答をしていない児童生徒の

データを見て個別の支援策を考えたり、学級のデータから学級の雰囲気づくりや指導

の工夫・改善をしたりしている。 

 

(4) 学力の伸びを促す「主体的・対話的で深い学びの実施」「学習方法」について  

 「主体的・対話的で深い学びの実施」「学習方法」については、複数の質問項目に

から調査しており、児童生徒がそうした学びや学習方法を「実施している」と感じて

いるほど「5.0」に近づき、否定的な回答が多いほど「1.0」に近づく。 

 学校、学年、個人、それぞれに傾向が異なり、学校では、それぞれのデータに基づ

き、指導改善・工夫のための参考値としている。本報告書では、次年度の参考となる

よう今年度の結果のみを示している。 

 

 

                              

質問紙＜学級風土＞ 肯定的な回答をしている割合 

 (前学年の時)学級での生

活は楽しかったですか 

(前学年の時)学校の先生

たちは自分のよいところ

を認めてくれましたか 

(前学年の時)学校の友

達は自分のよいところを

認めてくれましたか 

令和３年 92.0％ 90.5％ 89.7％ 

令和４年 90.9％ 91.5％ 89.0％ 

令和５年 89.6％ 91.7％ 90.7％ 
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 令和５年度結果より 

(5)  学力の伸びを促す「非認知能力」について 

 「非認知能力」については、全学年で調査している「自己効力感」の項目と、学

年ごとに経年で測っている項目について整理して示している。このうち自己効力感

は、「非認知能力」の中でも、特に相関の高いものとして、本調査では重視してい

る項目である。「非認知能力」も、学校、学年、個人、それぞれに傾向が異なるた

め、それぞれの傾向にあった指導や支援を講じることとなる。本報告書では、次年

度の参考となるよう今年度の結果のみを示している。非認知能力を教育活動全体で

伸ばすために工夫改善の参考値としている。 

 

 

 

 

 

                                   

令和５年度結果より 

５ 各校の調査結果を活用した取組事例 

 モデル校では、後出する７（2）イに示す、活用研修会の中で、学年・学級・個別の調

査結果をもとに、それぞれの実態や傾向、特徴を捉え、どのように指導の改善・工夫を

していくのかについて話し合い、学年・クラスの集団としての伸び、個別の伸びを促す

方法を検討している。学力向上に係るそれぞれの傾向や特徴へのアプローチは、目の前

の児童生徒に合わせたより良い取組になるように工夫されている。 

学年 主体的・対話

的で深い学

びの実施 

学習方法 

柔軟的 

方略 

プランニング 

方略 

作業 

方略 

認知的 

方略 

努力調整 

方略 

小学５年生 3.7 3.3 3.4 3.3 3.3 3.8 

小学６年生 3.6 3.3 3.3 3.2 3.8 3.7 

中学１年生 3.8 3.4 3.4 3.4 3.8 3.8 

中学２年生 3.5 3.2 3.2 3.3 3.4 3.5 

中学３年生 3.6 3.4 3.3 3.3 3.6 3.4 

学年 非認知能力 

自己効力感 勤勉性 向社会性 やりぬく力 自制心 

小学校５年生 3.3 - - 3.1 - 

小学校６年生 3.4   - 2.8 - - 

中学校１年生 3.3 3.3 - - - 

中学校２年生 2.9 - 

 

- 3.5 

中学校３年生 3.0 - 2.9- 

 

- 
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 ＜酒匂小学校の取組＞ 

酒匂小学校では、令和４年度から校内研究で国語について研究を始め、指導の工

夫・改善に取り組んでいる。令和４年度の結果を受け、学力の伸びを促す項目につ

いて、各学年の傾向や特性に応じた取組をし、さらに校内で国語科の指導の工夫・

改善を行った。令和４年度から令和５年度に学力を伸ばした児童が多く、伸びの平

均も高い結果となっている。 

  

  

  

  

  

 

 

 

 

R4→R５ 

５年生 
4年生の１年間で伸ば

した子の割合 

６年生 
５年生の１年間で伸ば

した子の割合 

中学１年生 
６年生の１年間で伸ば

した子の割合 

国語 92.7％ 79.2％ 87.2％ 

伸びの
平均 

５ ４ ３ 

学年 伸びを引き出した効果的な取組（学力の伸びを促す項目について） 

４年生 安心して学び合う学級・雰囲気づくりができた。相手意識を高め、かかわりを増

やしたり、相互に振り返る時間を取ったりし、良いところを互いに認め合うことが

できた。 

長期的な目標を立てて振り返り、やり抜く力・自己効力感を感じられるようにし

たことから、非認知能力を高めることができた。 

５年生 学習課題の提示の仕方を工夫してきたことで、見通しをもって課題に取り組む

（プランニング方略）ことができた。 

努力調整方略が弱かったので、今後は、どうすれば自分を高められるかを考え

る力を養っていく。そのために、柔軟的方略と合わせ、自主学習を含め自分なり

の学習の仕方を身につけられるようにしていく。 

６年生 生活習慣と合わせ、自主性を育むことで、やるべきことをきちんとやる力である

勤勉性（非認知能力）を育むことができた。 

「人に何かをやってもらった」から「相手にもしてあげる」へ声掛けをした。そのこ

とで、友達が自分の良いところを認めてくれた喜びが増え、学習の雰囲気が良

くなった。 
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＜泉中学校の取組＞ 

 泉中学校では、「主体的で深い学びにつながる学習活動のあり方～学ぶ力を引き出

す授業づくり～」のもと校内研究に取り組んでいる。令和３年度から４年度の伸びの

結果を踏まえ次のように分析した。学力の高い順に並べたとき、学力の高い層の学力

の伸びは良い。しかし、中央値

から低い層に関しては、学力の

伸びは低い。特に中央値の伸び

は小さく、測定結果が下がって

いる場合もある。これについて

次のように手立てを考えた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

校内で行った国語科の指導の工夫・改善の取組 

A 意図的に理解の「ずれ」をそろえたり、生かしたりする仕掛けづくり 

作品全体を捉える際に「センテンスカード」や挿絵を使い作品の流れを捉えるようにす

る。 

B which型発問でより多くの児童の主体的な参加 

   「なぜ」「なにか」「どのように」では発問の難度が高い傾向もあるので選択肢やどれが

一番かを考えさせ、誰でも選択・判断しやすい活動から学習に主体性を持たせる。 

C こま目に少人数で話し合う場を設け、理解を揃えたり考えを深めたりする 

話し合う形態を「ペア」「3人組」「ワールドカフェ」などその都度換えていく。相違点や

共通点に気づきやすくする。 

D モデル掲示・視覚化でスッキリ化 

何となく思いつくが言語化できない場合を考え、ある程度考えがはっきりしている児童を

モデルケースにしたり、教師がそのモデルケースになったり伝えるようにする。 

 

学力レベル層ごとの伸び 

 

R３

中１

R４

中２

R５

中３

3

18

36

国語 

R３

中１

R４

中２

R５

中３

3

18

36

数学 
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 これらの手立てを職員で共有し、令和４年度に取り組んだ結果、令和５年度の中学

３年生の質問紙項目は以下のように伸び、数学については、伸びの平均が３となり、

８割の生徒を伸ばすことができた。 

※赤字が R4 より上昇した数値 

６ 保護者の声（保護者アンケートより） 

 モデル校のステップアップの調査実施学年の全保護者（1,839件）を対象に、令和５年

10月にアンケートを行った。うち回答数は 501件である。 

 

 

 

 

領域  質問 R３ R４ R５ 

学級風土 

１ 学級での生活は楽しかったですか ９３．８ ９１．５ ８９．６ 

２ 
学校の先生たちは自分のよいところを認めてくれました
か 

９１．２ ９３．５ ９６．５ 

３ 学校の友達は自分の良いところを認めてくれましたか ８９．８ ９２．６ ９６．５ 

主体的

で深い

学びの

実施 

４ 
授業の始めに，今日はどんな学習をするのかをつかん
でから学習に取り組んだこと（国語） 

７０．８ ６７．３ ６１．８ 

５ 
課題の解決に向けて、話し合ったり交流したりしたこと
で、自分の考えをしっかりもてるようになったこと（国語） 

６８．７ ７６．２ ７７．８ 

６ 
授業を通して学んだ内容について、さらにくわしく知りた
い、学びたいと思ったこと（国語） 

６８．７ ５３．８ ５６．３ 

Q１ 本調査は、子ども一人ひとりの学力の伸びを把握する

ものですが、個人結果票の結果からお子さんの学力の伸

びの状況について、よくわかりましたか？ 

「わかった」「だいたいわかった」の肯定的回答＝88.4％ 

① 教科ごとに聞かれている勉強が好きですかという質問に関して、肯定的な回答が

低い。「勉強が好き」と思うことができれば、探究心も高められより深い学びに

つながっていき、学力を伸ばすことができると考えた。 

② 学力の低い層に関しては、TTや少人数で教師側の支援を充実できるように指導し

てきた。しかし、中間層の学習に対する支援は、教師側からの支援は難しい。そ

こで、本年度は、中間層の生徒の学習における仲間とのかかわり方に視点を持

ち、校内研究等で授業観察をし、学年で指導について協議した。 

③ ステップアップ調査と併せて、学級集団を把握するためのアセスメント調査（Ｑ

－Ｕ）の結果を活用し、学級内の小グループ同士の連携の様子・生徒同士の序

列・学級の一体感・学習に向かう姿勢などを把握し、仲間同士のかかわりの中で

互いの学ぶ力を引き出し、主体的な学習活動の展開に生かすようにする。 
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「わかった」「だいたいわかった」の肯定的回答＝85.5％ 

Q２ 個人結果票に記載されている学習のアドバイスにつ

いてはわかりやすいものでしたか？ 

Q４ 小田原市は一人ひとりを伸ばす視点を大切にした教育を推進しています。ステップアップ調査

についてのご感想やご家庭でのお子さんの様子等をお聞かせください。（自由記述） 

220 

172

144

140

84

7

0 100 200 300

昨年度からの「学力の伸び」について

調査結果に書かれている「学習に関する

アドバイス」について

今後の各教科の勉強方法について

家庭での学習時間や場所について

していない
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・ステップアップ調査をすることにより、昨年から
の学力の伸びを本人が確認でき、次への頑張り
（意欲）につながっているようです。 

・自分が頑張った分、成長が目に見えて理解でき
たので日々の勉強に生かせるようになってきまし
た。 

・子供自身が、結果を見てどこが苦手なのかがは
っきりとわかるので、これからの勉強の参考にな
る。 

・結果の返却時期に面談もあったことで、子供と
今後の勉強の仕方を話し合ういい機会になっ
た。これをきっかけに、以前より意欲的に机に向
かうようになりました。 
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 これらのアンケート結果から、個人結果票の返却を通して、保護者にもステップアッ

プ調査の結果が伝わっているものと捉えることができる。また、勉強の苦手な子も得意

な子も、平均と比べてではなく、昨年度からの学力の伸びが分かる良さを感じている保

護者が多くいる。同時に、児童生徒のやる気の創出や、親子での学習に係るコミュニケ

ーションの機会の提供につながっていることも自由記述などの回答からわかった。 

 

７ モデル校への支援 

(1) ステップアップ調査についての説明 

 モデル校としてスタートした初年度は、各校でステップアップ調査の特長や実施方法

について、指導主事が各校の教職員に対し直接説明を行った。直接説明することで、そ

の場で出た質問に答えることもできた。２年目以降は、９月～10月に行う活用研修の中

で、ステップアップ調査の特長を整理して簡潔に触れるなど、職員の入れ替わり等の学

校の状況等に応じて説明を行ってきた。 

 また、保護者に対しては、本調査に対する理解を促すリーフレットを作成し、さくら

連絡網で年度初めに配信した。 
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(2) 活用促進 

 調査結果を児童生徒・教職員が正しく活用し、一人ひとりが学力を伸ばすことを

可能にするため次の支援を行った。 

ア 活用のための帳票作成・提供 

 委託業者より学校へ直接送付される帳票の量が膨大で、必要な部分の抽出が難し

い上に見づらく、各校各学年で結果を活用するためには、提供されたデータを見や

すく整理し、教育委員会で加工する必要があった。各学校の各学年に、「学力」

「学年・学級経営」「主体的・対話的で深い学びの実施」「学習方法の定着」「非

認知能力」のカテゴリーに必要なデータをまとめ、各学年に関わる教職員が、一目

でそれらを把握できる調査分析活用シートを作成した。 

 さらに、学年の

傾向で捉えるだけ

でなく、児童生徒

一人ひとりのデー

タについては、学

年で特に伸ばせた

児童生徒・特に伸

ばすことができな

かった児童生徒の

一覧（個別支援分

析シート）を作成

した。委託業者から送付される

結果は、個人の氏名を業者に提

供していないことから、教育委

員会で個人番号と氏名を紐づけ

て一覧にし、個別の支援に活用

できるようにした。 

 

 

イ 活用研修の実施 

 教育委員会で作成した活用のための帳票をもとに、各学校で９月～10月の放課後 
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に１時間から２時間、校内研究会全体会として調査活用研修会を行った。 

 

  これらの研修を行うことで、結果を踏まえた指導の工夫・改善を考える場に一人

ひとりの教員が臨み、同僚と協議して考えた継続すべき指導・対応策や改善策を次

の日より実践に反映させていく、つまり「PDCAサイクルによる指導改善」を可能に

している。 

ウ 中学校区研修会における指導改善に向けた講話の実施 

 小中学校で児童生徒一人ひとりを伸ばすという共通課題のもと、連携を密にした

教育活動の展開を目ざし、中学校区で研修会を行っている。中学校区研修会では、

中学校区の幼稚園・小学校・中学校の教職員（３校１園）が校種をまたいで授業を

参観して学び合う。さらに、中学校区で教育観や目指す方向を同じにするために、

共通の講話を聴く場が設定されている。中学校区の依頼を受け、ステップアップ調

査の調査項目である非認知能力や主体的・対話的で深い学びをテーマに講話をして

いただく講師をコーディネートした。 

 講師には、各中学校区の学校の授業や学校の様子を見ていただき、細かな指導助

活用研修会内容 

① ステップアップ調査の特長の確認 

② 学年分析シートの見方の理解 

③ 学年ごとのグループワーク 

・学年分析シート学年の学力の伸び、それを支 

  える要素の状況の共通理解 

・把握した状況から考えらえる指導の効果及び 

  今後の指導の改善点について協議・記録 

・協議内容の共有 

④ 個別分析支援シートの見方の理解 

⑤ 学年ごとのグループワーク 

・個別の支援の検討 

協議で考えた内容について

日々の授業や指導で実践 
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言をいただくと共に、授業の在り方や授業の中で育つ非認知能力についても詳しく

説明をしていただけた。 

 

８ モデル実施を通して見えた成果 

 成果と課題については、11月に提出されたモデル校の報告書をもとに、本調査の目的

に対し把握できた成果と課題をまとめた。 

(1) 教職員の意識の変容 

 学力の伸びを支える「非認知能力」「学習方法の習得」「主体的・対話的で深い学び

の実施」「学級学年経営」について、これまで教員の感覚で捉えていたものが多いが、

これらの項目を数値化することで、エビデンスに基づく検討が可能になった。その結

果、各モデル校からの報告書にも以下のような記載があった。（６校中４校） 

 

・非認知能力に着目して指導をしたら、作業方略と自己効力感が伸びた。学力だけで  

 ない部分に目を向けられたことは良かった（作業方略＋0.5 自己効力感＋0.4） 

・主体的に学び、仲間と関わって学ぶには、学級経営が重要であると意識するように 

 なった（主体的・対話的で深い学びの実施 児童生徒の「問い」の設定の工夫 ⇒＋0.4）  

 （友達は自分のことを認めてくれる 児童生徒同士の言葉かけの工夫 79.2％⇒89.3％） 

・教職員が非認知能力に着目するようになった。一人ひとりの見とりも、そうした非 

 認知能力（粘り強さ・自制心など）に着目することが多くなった。 

 

 学習内容の習得だけでなく、様々な要素を大切にして児童生徒一人ひとりを伸ばす意

識が、モデル校の教職員に広がってきたことは大きな成果の 1つである。 

(2) 児童生徒に合った指導や言葉かけ 

 児童生徒の結果は経年で捉えるため、学力が高くても伸びない場合、学力が低くても

伸びている場合がある。これまでの学力調査では、結果そのものを評価し、「できた」

「できない」部分を捉えて児童生徒にフィードバックしてきた。しかし本調査を実施し

たモデル校では、点ではなく線を捉え、そこまでのプロセスや努力を大切にしてフィー

ドバックすることができている学校が多く見られる。それぞれの児童生徒の結果の詳細

に応じた言葉かけをしたり、個別に具体的な支援をしたりした例が報告されている。ま

た、校内の授業研究の中でも、児童生徒の変容を捉え、共有することを大切にするよう

になった学校もある。（６校中４校） 
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 ・「〇〇さんは、算数が伸びた。確かに練習問題でも間違いが少なくなった。」  

  「□□さんは、国語があまり伸びていなかった。理由はなんだろう…」など、普    

   段見ていても気づかなかった伸びのあった子や伸びが見られなかった子等に気 

   づくことができ、認める言葉かけをしたり原因を考えたりすることができた。 

  例 学力が高くても伸びていない子 Aさん（国）±0 （数）±０ 

    人間関係の改善・長期的な目標を立て進める学習法の指導 ⇒（国）＋１ （数）＋２ 

 ・調査において、学年や一人ひとりの伸びや傾向がはっきりするため、児童への見 

  とりを大切にし、その子にあった形で学習できるように教職員で心がけることが 

   できた。 

  例 中間層が伸びていない Ｂさん （国）±０ （数）＋１ 

    学級集団の人間関係の把握 生徒間の協働による学びの充実 ⇒ （国）＋３（数）＋３ 

 ・ステップアップ調査は、生徒一人ひとりを理解深める資料としてとても有用であ 

  った。校内研究の研究授業の際、ステップアップ調査とＱ－Ｕ調査の結果を基に、 

  研究に沿った抽出生徒を選び、個々の学びの変容を共有することができた。 

 

(3) 児童生徒の意欲の創出 

 本調査は、平均と比べず、前の自分との比較により「伸びた」「伸びない」を把握す

ることができる。全体の中の自分の位置では、約半分の児童生徒が平均以下となる。学

力が高い・低いに関わらず「伸び」が見られた児童生徒にとっては手ごたえを得ること

ができる。その手ごたえから、「自分を伸ばすために何ができるのか」「昨年度 1年間

の自分の学び方はどうだったか」という内省が行われることで、自己調整を育むことを

目指す。モデル校からもそうした児童生徒の様子が報告されている。 

（６校中４校） 

 ・教員が結果から分析したことをもとに手立てをうつことができたため、その適切 

  な支援や言葉かけによって児童のやる気を高めることができている。特に国語で  

  は、児童のやる気の創出と共に前年度からの大きな伸びを見ることができた。 

  例 国語で学力を伸ばした子の割合 53.1％  

    ・センテンスカード等を使った文章構成を捉える指導等 

    ・誰でも参加できる発問の工夫（学習意欲の創出） 

        ・自分の力を伸ばす努力調整方法の指導（やる気を引き出す言葉かけ） ⇒ 79.2％  



18 

 

 ・生徒の成長、得意な分野などを明確に示すことができるので、意欲の向上に繋  

  がった。 

 ・生徒へ結果を返却するとき、生徒は以前の自分と比べながら、これまでの学習に 

  対する取り組みを振り返っていたところが良かった。 

 ・勉強が苦手な子が、伸びた自分に喜び、学習に関するアドバイスを読む様子が見 

  られた。 

 

(4) 小中で連携した指導の実施 

 モデル実施の３年間で、初年度の５年生・６年生は、中学校に行っても経年の学力の

伸びを捉えることができた。そのため、同じ学年集団、あるいは児童生徒について小学

校教員と中学校教員が学力の状況等を共有し、これまでの指導の経緯や工夫を中学校へ

引き継ぐことが可能になった。また、中学校区で捉えられる傾向等を把握し、中学校区

全体としての取組を強化することができる。モデルの中学校区はいずれも小学校の卒業

生が分散することなく学区の中学校へ行くため、その手立てが取りやすかったことも関

係していると考えられる。（６校中３校） 

 

 ・中学校区全体の状況について理解を深める資料としてとても良い調査であった。  

  本中学校区では、どの学年も共通して中間層の伸びが低くなる傾向にある。そう 

   した傾向を共有すし協議することで、小中の連携が深まった。また、小学校から   

   中学校への引き継ぐときの資料としても有効であったと実感している。 

 ・中学校区で、非認知能力を伸ばすことの大切さを共有できて良かった。特に、非 

  認知能力をテーマに中学校区で講師を呼んで講話を聴き、授業のめざすべき方向 

   を同じにできたことも効果的であった。 

 

９ モデル実施を通して見えた課題 

(1) 教員の負担 

 年度初めだけでも実施マニュアルの読み込み・調査資材の受け取り・確認・仕分け・

管理番号と個人の紐づけ等の準備や当日の実施等の作業を行う。結果の返却時も同様で

ある。教員の負担が増えたことは大きな課題である。調査実施に係る作業の効率化に関

する記載も多くあった（６校中４校） 
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 ・ステップアップ調査の準備・事後処理をスムーズにできるようにしたい。調査の 

   個人番号と結果の紐付けが、非常に大変（特に中学 1年）である。名前と個人番  

   号が紐付けした状態で、エクセルファイルと個人番号シールを配付してほしい。 

  ・番号だけの紐付けでデータが処理されているが、氏名を記入してそれも反映され 

    るような形にできないものか。氏名印を押すなどの煩雑な業務が何度もある。 

 

 

(2) 中学３年生の調査結果の活用について 

  結果の返却・結果を活用する研修会が９月、実際に授業や指導に生かすのは 10月以降

となることから、調査結果を指導に生かす期間が中学３年生は極端に短い。モデル校の

報告には、結果の返却時期を早める要望等も記載がある。（６校中２校） 

  

 ・調査実施から結果が生徒の元に戻るのに時間がかかりすぎる。 

 ・分析に時間と手間がかかるので、そのための時間の設定が必要である。夏季休業 

  中に結果が分かれば、それに合わせて研修や作業を行う日を夏季休業中に設定す 

   ることができる。 

 

(3) 提供される帳票の読み取りや分析 

 学校へ直接送付される帳票の量が膨大で、必要な部分の抽出が難しい上に見づらく、

各校各学年で結果を活用するためには、提供されたデータを教育委員会でさらに加工す

る必要があった。（６校中２校） 

 

 ・現在は、教育委員会が見やすい資料を提示し、研修を行っているためできている 

  が、自分たちで帳票から必要な部分を選び取り分析することは不可能に近い。 

 ・データの量が膨大でわかりづらく分析に大変時間がかかる。教育委員会が資料 

  を作成したことで対応できたが、学校単独での対応となるとかなり厳しい。 

 

(4) 全国学力・学習状況調査との重なりによる負担 

 小学６年生及び中学３年生は、全国学力・学習状況調査実施から約１か月後に本調査

の実施日となった。調査が重なることが児童生徒に負担であるという報告があった。ま

た、結果返却も含め時期が重複することで、対応が不十分になりかねないと不安の声も
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ある。（６校中３校） 

 

 ・調査の実施や分析時期が、全国学力学習状況調査と重なっており、大変な負担に 

  なる。どちらかを実施し分析していく方が成果を上げられると考える。 

 ・全国学力・学習状況調査もある中で生徒、職員の負担増が大きい。生徒にとって  

    はステップアップ調査の方がメリットは大きいので、何らかの方策を取ってほし 

    い。 

１０ 令和６年度以降の調査実施について 

 先述のモデル実施における成果と課題から、ステップアップ調査のよさを理解し

つつも学校現場からは実施に対して負担が大きいという意見が見られた。令和６年

度以降の調査については、次のとおり負担軽減の措置をとることが、持続可能な取

組になるためにも必須である。 

(1) 実施方法 

 

 ・全小中学校で、２教科（国語、算数・数学）と質問紙の実施 

 ・小学４年生から中学２年生までを調査の対象とする。  →課題 (２) 

  ※だたし、令和６年度については、中学１年生までの調査とする。 

                      （モデル校を除く） 

 ・ＣＢＴ（コンピューターベースでのテスト）による実施 →課題（１） 

 

 令和６年度より、MEXCBT利用によるＣＢＴ（コンピューターベースでのテスト）

に切り替えることで、調査資材の受け取り・確認・仕分け・配付・回答の収集・配

送等の作業がなくなる予定である。個人番号と個人名の紐づけについては、同調査

をおこなっている他自治体や委託業者と連携を取りながら、より良い方法について

検討していく。また、中学３年生については、委託業者からの結果の返却時期の改

善が見込めず、活用期間が短いことから、調査の対象としない。 

(2) 実施・活用支援 

 

 ・新規導入校へのオンライン研修の実施 

 ・マニュアルや伝達事項についての校務支援システム上での情報共有 

 ・調査分析活用シート・個別支援分析シートの提供による各校での確実 
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  な活用                       →課題（３） 

 ・活用分析シートに基づく 36校への活用研修の実施  

 

 課題（３）にあるように、膨大な帳票からの読み取りなく、必要なデータを集約

し、各校各学年で活用しやすい分析シートを教育委員会で今後も提供していく。ま

た、児童生徒の結果を確実に把握し、活用できるように指導主事が各校に行き、活

用研修を行っていく。 

 令和６年度に新規導入校向けには、ステップアップ調査の目的や内容、調査の特

長、実施方法等、初めてでも分かるようオンラインで研修を実施していく。 

（3）検証体制 

 １年間の指導・授業の工夫改善が、どれくらいの児童生徒を伸ばすことにつなが

ったのか、実施２年目以降からは学力及び学力を支えるものの「伸び」を把握し、

調査活用の効果を検証していく。 

 



1 

令和４年度小田原市立小中学校の 

暴力行為・いじめ・長期欠席の状況について 

 

１ 調査対象期間 

  令和４年度(令和４年４月１日から令和５年３月 31 日まで) 

 

２ 調査項目 

  暴力行為、いじめ及び長期欠席(不登校等) 

 

３ 調査結果（参考資料４－１参照） 

 (1) 暴力行為の状況等 

  状況：令和４年度の 1,000 人あたりの発生件数は、小学校で減少したが、

小中学校ともに全国や県と比較しても多い 

  要因：感染症の影響による児童生徒のコミュニケーションスキルの低下 

中学校は部活動等の活動制限がなくなり、生徒同士の関わる機会の

増加 

 (2) いじめの状況等 

  状況：令和３年度と比較し、小中学校ともに増加 

     個々のいじめ事案は、ほとんどが解消 

  要因：教職員の積極的ないじめ認知の定着 

     いじめの早期発見、解消に向けた指導・支援、見守りの成果 

 (3) 長期欠席の状況等 

  状況：小学校は減少、中学校は増加。 

出現率は小学校では低下、中学校は全国や県よりやや高水準 

  要因：生活のリズムの乱れ（「無気力、不安」によるものが約 60％） 

資料４ 
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４ 今後の主な取組 

 (1) 暴力行為・(2) いじめ 

  ・道徳を柱とし教育活動全体を通した人権教育の充実及び未然防止 

  ・児童生徒一人ひとりの状況に応じた丁寧な対応 

  ・スクリーニングシート等を活用したプッシュ型面談の実施 

  （ＳＯＳが出せない児童生徒の早期発見・早期対応） 

  ・研修等による教職員の指導力向上、関係機関と連携した取組の実施 

 (3) 長期欠席 

  ・児童生徒一人ひとりの自己肯定力・有用感を育成 

  ・早期発見・早期対応による不登校の未然防止 

  ・スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー等の専門的な 

人材を活用した校内支援体制の整備 

  ・おだわら子ども若者教育支援センターの相談窓口の周知、支援環境や 

不登校生徒訪問相談員の配置等による人的支援の充実 

  ・外部機関との連携によるチーム支援や支援体制づくり 
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１ 調査期間 令和４年度（令和４年４月１日～令和５年３月 31日） 

 

２ 調査項目 （1）暴力行為 （2）いじめ （3）長期欠席（不登校等） 

 

３ 調査結果 

 

 

 

 

 

 

（1）暴力行為の状況 

① 暴力行為の発生件数と 1,000人あたりの発生件数（過去３年間、全国・県との比較） （件） 

  校種 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

発生件数 
1,000人

あたり 
発生件数 

1,000人

あたり 
発生件数 

1,000人

あたり 

全  国 
小学校 41,056 6.5 48,138 7.7 61,455 9.9 

中学校 21,293 6.6 24,450 7.5 29,699 9.2 

神奈川県 
小学校 6,054 

12.1 
6,224 

12.7 
6,712 

14.6 
中学校 1,708 1,953 2,526 

小田原市 
小学校 74 8.4 211 24.3 179 21.4 

中学校 67 15.6 139 32.4 202 47.8 

 ※神奈川県の中学校の数値は、中等教育学校前期課程を除く 

 

 ② 暴力行為の形態（件）            ③ 学年別加害児童生徒数（人） 

形態 小学校 中学校  学年 小学校 中学校  

対教師暴力 16 19  １年生 29 123  

生徒間暴力 156 165  ２年生 12 53  

対人暴力 0 4  ３年生 42 35  

器物破損 7 14 ４年生 24  

合計 179 202  ５年生 33   

    ６年生 24   

    合計 164 211  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度 小田原市立小中学校の暴力行為・いじめ・長期欠席の状況について 

 

（全  国）文部科学省「令和４年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」    

※調査対象は国公私立校（中学校には中等教育学校前期課程を含む。） 

（神奈川県）「令和４年度神奈川県児童・生徒の問題行動・不登校等調査」 

※調査対象は公立校（中学校には中等教育学校前期課程を含む。） 

（小田原市）教育指導課調べ ※調査対象は市立全小中学校（小学校 25校、中学校 11校） 

暴力行為は、令和３年度と比較して、小学校で 32件の減少、中学校で 63件の増加とな

りました。小学校での暴力件数は減少しましたが、加害児童数が令和３年度の 135人から

164人と増加しています。学年や発達段階を問わず、集団生活の中で自他の気持ちを理解

し、適切な言動ができるような支援が引き続き必要です。 

中学校での増加の要因は、部活動や学校行事等の活動に制限がなくなり、生徒同士が関

わる機会が増えたことが考えられます。特に、新しい生活や人間関係などから発生するス

トレスの多い１年生の時期は、他の学年よりも多くなる傾向があり、配慮が必要となって

います。 

なお、暴力行為の内容としては、軽微なものも多く報告されており、ささいなことをき

っかけに暴力行為に発展してしまうケースが多くなっています。 

参考資料４-１ 
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（2）いじめの状況 

① いじめの認知件数と 1,000人あたりの認知件数（過去３年間、全国・県との比較） （件） 

 校種 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

認知件数 
1,000人

あたり 
認知件数 

1,000人

あたり 
認知件数 

1,000人

あたり 

全  国 
小学校 420,897 66.5 500,562 79.9 551,944 89.1 

中学校 80,877 24.9 97,937 30.0 111,404 34.4 

神奈川県 
小学校 19,287 

35.6 
25,770 

47.7 
31,869 

59.5 
中学校 3,619 4,820 5,916 

小田原市 
小学校 555 62.9 924 106.5 985 117.9 

中学校 244 56.8 196 45.6 293 69.4 

  

② いじめの態様（複数回答）                       （件） 

態様 小学校 中学校 

冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 457 157 

仲間はずれ、集団による無視をされる 107 20 

軽くぶつかられたり、遊ぶふりをしてたたかれたり、蹴られたりする 261 22 

ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 44 18 

金品をたかられる 5 5 

金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 61 21 

嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 80 20 

パソコンや携帯電話等でひぼう・中傷や嫌なことをされる 18 28 

その他 35 18 

  

 ③ いじめの解消率                    （％） 

 小学校 中学校 

令和 ５年３月 31日現在の状況 68.9 70.4 

令和 ５年７月 20日現在の状況 98.1 98.7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

いじめの認知件数は令和３年度と比較して、小学校で 61件増加、中学校で 97件増加しま
した。いじめの態様は、小中学校ともに「冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なこと
を言われる」が約半数を占め、さらに、小学校では「軽くぶつ」「たたく」など暴力行為に
つながる内容も多くなっています。 
中学校では暴力行為の増加原因と同様に、部活動や学校行事等の活動に制限がなくなり、

生徒同士が関わる機会が増えたことが理由と考えられます。 
いじめの認知件数の割合は全国・県と比較すると多くなっていますが、これは、教職員が

「いじめ防止対策推進法」の定義に沿って、積極的な認知と早期発見・早期対応に努めてい
る成果であり、いじめの解消率の高さにもつながっていると考えられます。 
中学校では、令和３年度と比較して、いじめ解消率が低下していますが、これは、ＳＮＳ

を通じたトラブルの増加により、学校内だけでは把握・対処しきれないため、中長期的な支
援が必要であると認識し、見守り等を継続しているためのものです。 
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（3）長期欠席の状況 

① 不登校者数と出現率（過去３年間、全国・県との比較） 

 校種 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 

不登校者数

（人） 

出現率 

（％） 

不登校者数

（人） 

出現率 

（％） 

不登校者数

（人） 

出現率 

（％） 

全  国 
小学校 63,350 1.00 81,498 1.30 105,112 1.70 

中学校 132,777 4.09 163,442 5.00 193,936 5.98 

神奈川県 
小学校 5,126 1.15 6,267 1.42 7987 1.83 

中学校 9,141 4.56 10,389 5.13 12,336 6.12 

小田原市 
小学校 112 1.27 138 1.59 123 1.47 

中学校 219 5.09 228 5.22 282 6.68 

令和２年度から不登校者数は、（欠席日数＋出席停止日数）が 30 日以上を対象としている。  

② 不登校の要因（主たる要因）              （人） 

分類 小学校 中学校  

学校における人間関係に課題 8 22  

学業の不振 5 4  

進路に係る不安、学校生活等の不適応 2 11 

親子の関わり方、家庭環境等 16 25  

生活リズムの乱れ、あそび、非行 19 35  

無気力、不安 65 170  

その他 8 15  

合計 123  282  

③ 学年別不登校者数                               （人） 

小学校 中学校 

１年 ２年 ３年 ４年 ５年 ６年 合計 １年 ２年 ３年 合計 

継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 継続 新規 

 4 2 6 2 14 12 8 16 21 22 16 54 69 40 34 49 52 70 37 174 108 

4 8 16 20 37 38 123 74 101 107 282 

R３不登校者数 4 11 14 30 30  49 57 89  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不登校者数は、令和３年度と比較して、小学校で 15人減少（出現率：0.12ポイント減）、中
学校では 54人増加しました（出現率：1.46ポイント増）。小学校で不登校者数が減少し、出現
率が全国や神奈川県を下回りましたが、本市のここ数年の状況としては、全国や神奈川県と同
様に緩やかに増加しています。また、中学校の出現率は依然として、全国や神奈川県よりやや
高い状況となっています。 
不登校の主たる要因としては、小中学校とも「無気力、不安」によるものが多く、全体の約

60％を占めています。欠席が続くことで、昼夜が逆転して、生活のリズムを乱してしまってい
る児童生徒も多くいます。 
学年別不登校者数では、前年度から継続している児童生徒が多く、一度学校から離れてしま

うと、なかなか登校を再開できていない状況です。また、学年が上がるにつれて、不登校者が
増加しており、中学校では、特に２年生の新規不登校生徒数が増えています。 
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４ 今後の主な取組 

令和４年度は新型コロナウイルス感染症によって制限されていた様々な学校生活（特に中学校

では部活動）に制限がなくなり、児童生徒同士が対面で共に学び、共に活動する機会が増加しま

した。それに伴い、今までよりも人との距離が近くなることで生じるトラブルや不安、悩みなど

を上手に処理できずに、一人で抱え込んでしまったり、感情のコントロールができなくなったり、

精神的に不安定になったりしてしまうことによって、暴力行為、いじめ、不登校等の不適応行動

として表れていると考えられます。 

これからの新しい社会（Society5.0）を生き抜いていく上で必要な情報教育（ＳＮＳ等の正し

い利用方法含む。）も求められていく中で、家庭・学校・地域が協力して、子どもたち一人ひとり

を見守るとともに、学校では、できるだけ早い段階からコミュニケーションスキルを高める学習

を取り入れ、児童生徒が安心して学校生活を送れるような環境づくりを進めていきます。 

 

＜暴力行為・いじめ＞ 

〇各学校では、児童生徒一人ひとりが自己理解や他者理解の大切さを認めることができるように、

道徳科の授業を柱に教育活動全体を通して、人権教育の充実に努めます。また、一人ひとりが持

つ特性や生活環境の違いを教職員全体で把握し、個に寄り添った指導・支援ができるようにしま

す。さらに、スクリーニングシート等の活用によるプッシュ型の面談を実施するなど、教育相談

の充実に努め、ＳＯＳが出せない児童生徒の早期発見・早期対応を心掛けます。 

〇市教育委員会では、児童生徒の現状や課題に焦点を当てた「児童生徒指導研修会」を実施し、教

職員に対して、市の現状や課題を情報提供するとともに、これからの時代に沿った指導・支援の

方法についての講義を引き続き行っていきます。また、小田原地区学校・警察連絡協議会と協力

して、関係機関や各校との情報共有を行い、諸問題の解決に向けた取組を進めていきます。さら

に、神奈川県弁護士会との連携を継続し、いじめの未然防止に向けた「いじめ予防教室」を実施

します。 

〇暴力行為やいじめによって重大な被害が生じる可能性がある場合は、警察や関係機関等と連携し

ながら対応します（学校警察連携制度）。また、いじめ問題については、学校・家庭・地域が協力

して解決するものという認識のもと、学校運営協議会や小田原市いじめ問題対策連絡会等を通し

て情報の共有等を行い、いじめの未然防止に努めます。 

 

＜長期欠席（不登校等）＞ 

〇各学校では、確かな学力の向上や豊かな人間性を育む取組を通して、魅力ある学校づくりを目指

し、児童生徒の自己肯定感・自己有用感を育み、チームとして児童生徒一人ひとりに寄り添った

支援による不登校の未然防止に努めます。 

近年、不登校の要因や背景が多様化・複雑化していることから、初期の段階での適切なアセス

メントや支援体制が作れるよう、各校で校内支援体制を整えるとともに、個々の状況に応じて、

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー等、専門的な人材や、子ども若者支援課や

児童相談所などの様々な機関と連携しながら取組を進めます。 

〇市教育委員会では、不登校または不登校傾向の児童生徒や保護者に対する教育相談、教育相談指

導学級の運営等により学校以外の支援環境の充実を図るとともに、不登校生徒訪問相談員の配置

等により児童生徒理解に基づいた日々のケアや保護者へのサポートを継続させていきます。 

また、教職員の資質向上のため、登校支援担当者連絡会議を実施するとともに、不登校児童生

徒の状況と、今後の支援を学校と共有するために、年２回の学校訪問を行います。 

〇不登校支援では、早期発見と早期対応が重要であると考えています。児童生徒や保護者を孤立さ

せないために、『おだわら子ども若者教育支援センターはーもにぃ』の取組等を地域や保護者に

周知するとともに、学校のみならず、外部機関とも連携したチーム支援による体制づくりがスム

ーズにできるよう、小田原市登校支援関係機関連絡会を実施し、情報共有や不登校にかかわる課

題についての協議を行っていきます。 

 

事務担当）教育指導課指導係   ℡ 33-1684 

教育指導課教育相談係 ℡ 46-6093 


